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1.1 研究背景 

アメリカ・マーケティング協会（American Marketing Association）は消費者の心理や行

動と彼らを取り巻く環境間の相互作用という視点より、消費者行動を「人間がそれによって

生活の交換側面を営むところの感情と認知、行動、そして環境のダイナミックな相互作用」

と定義している（Bennett, 1995：p.59；阿部, 2013：p.11）。このような環境と消費者間の

相互作用を重視する捉え方とは異なり、購買対象の多様性（物財だけではなく、サービスも

含む）、および購買過程において直接に観察できない意思決定プロセスの重要性を強調する

代表的な定義に Engel らが提示したものがある。Engel, Blackwell and Miniard（1995：

p.951）は、「消費者行動とは、経済的財貨およびサービスの獲得や使用に直接関係する個人

の諸行動であり、それらの行動に先行し、行動を決定する一連の意思決定過程も含む」と定

義している。 

この定義のように、20 世紀初頭から 1960 年代初頭に至る半世紀を超えた消費者行動研

究は、実店舗における一般の消費財やサービスの購入、使用、廃棄、および購入までの意思

決定プロセス等の全般活動を巡って行なわれた。その流れは大きく「モチベーション・リサ

ーチ」、「顕示的行動」、および「情報処理プロセス」という 3 つの系譜に分かれている（青

木, 2014；神山, 1997；阿部, 2013）。 

その後、上述のとおり分散した消費者行動に関わる各理論が統合され、さらに経済学、心

理学、社会学などの関連分野の理論を援用した寄せ集めの研究ではなく、独立した研究分野

としての新しい消費者行動研究の方向性が確立されたきっかけは、60 年代半ばから 80 年

代にかけて、消費者行動の段階とその意思決定プロセスを統合的に把握するための包括的

意思決定モデルの構築が試みられたことに遡る（渡邊, 2004；杉本, 2013；隅田, 2017）。代

表的なモデルとして、Nicosia のモデル（1966）、Engel, Kollat and Blackwell のモデル

（1968）、Howard and Sheth のモデル（1969）、Bettman のモデル（1979）、Petty and 

Cacioppo のモデル（1983）、Howard の CDM（1989）、および Engel, Blackwell and Miniard

のモデル（1995）などを挙げることができる。上述のような意思決定過程モデルは、消費者

の意思決定過程において影響を及ぼす各内在変数と外在変数を分けて明示し、さらに、それ

らの諸変数間の作用関係と過程をフローチャートとして記述される（来住, 1976）。また、

消費者の購買意思決定過程に影響を与える個人差要因として、消費者の資源、知識、態度、

パーソナリティ、動機付けと関与などの変数の調整作用も留意すべきだと指摘されている

（Blackwell et al., 2006）。 

90 年代に入ると、情報通信技術が急速に普及してきたことによって、消費者を取り巻く

情報メディア環境やそれに起因する消費者行動自体も大きく変化した（青木 , 2014）。
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Facebook、Twitter 等のソーシャル・ネットワーキング・サービス（Social Networking 

Service: 以下、SNS）の出現、アマゾン、楽天等の Electronic Commerce 事業を中心とす

る小売業の台頭、および数多くのオンライン決済手段の導入に伴い、消費者間のコミュニケ

ーションがより活発的に行われ、そして、品揃えの豊富さ、類似商品間の比較検討の即時実

現、および購買前の情報検索と購買後の情報発信をより容易に行えること、などのメリット

は、多くの消費者がインターネット（以下、ネット）を通して買物をする理由になったと思

われる。こうした背景をもとに、学界においては、ネット環境下の消費者行動研究の必要性

を論じる研究も次々に現れてきた（青木, 2012；青木, 2014；奥瀬, 2019；清水, 2006；杉谷, 

2012）。 

上述の指摘にもとづき、近年、ネット上の消費者行動に焦点をあてる研究の大半は、ネッ

ト・クチコミの発生条件と影響のメカニズム（e.g., Hennig et al., 2004；Wang and 

Fesenmaier, 2004；久保田・澁谷, 2018；Litvin et al., 2008； Smith, 2002）、ネット・ク

チコミ発信者の専門性、発信者と受信者との類似性（De Bruyn and Lilien, 2008；Park and 

Kim, 2008；Steffes and Burgee, 2009；澁谷, 2006）、およびネット・クチコミの言語タイ

プ、もしくは非言語的手掛かりの効果（安藤, 2013；杉谷, 2009；菊盛, 2015；Park and Lee, 

2008；Zhang, Craciun and Shin, 2010）などの情報源としてのネット・クチコミの影響力

について議論してきた。しかしながら、前述のように、ネット購買を前提とせずに発展して

きた消費者行動論は、ネット購買での妥当性、すなわち、消費者行動の階層性を念頭に置い

て、実店舗だけではなく、オンラインという仮想空間における消費者の情報探索行為と買物

行動に影響を与える各内的要因と外的要因との効果解明について、まだ詳しく検討されて

いないことが窺われる。 

 したがって、本論では、Business to Consumer & Electronic Commerce 市場（以下：

BtoC-EC 市場）において情報探索行為から購買結果までの作用経路に対する消費者の個人

属性（内的要因）や財の有形性（外的要因）の作用効果を考察する。以下では、関連する

研究を述べながら、①本論がどのような問題意識を有するのか、②その問題の解決に向け

て、いかなる研究課題を設定するのか、③具体的な分析方法の選定をどうするか、につい

ての 3 点を論じる。次項では、本論における研究対象の選定理由と論文の内容構成を示

す。 

1.2 問題意識と理論仮説の提唱 

 上述のとおり、本論は消費者の購買前の意思決定プロセスにおいて、情報探索行為から

購買までの作用経路に対して、ほとんど言及されていない消費者の個人属性と財の有形性
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の作用効果を検討することを試みたい。 

メディア環境の変化に伴い、消費者は単なる一方的に情報の受信者ではなく、膨大な情

報の中から役に立つ内容のみを抜き出し、さらに、それらの情報の内容をネットを通じて

他の見知らぬ消費者同士に発信することが可能となってきた。この背景をもとに、能動的

消費者の個人属性、購買決定に対する個人属性の規定効果、および彼らの情報探索行為の

実状と規定要因を明らかにするのは、ネット上の消費者行動の特徴の把握に対して、極め

て意味があると考えられる。したがって、以上の研究背景にもとづき、本論は主に以下の

4 点の問題意識を提起する。 

第 1 に、実店舗において消費者の情報探索行為の程度はその後の購買過程と決定につな

がっている。また、その情報探索行為の傾向と程度は消費者の個人属性によって、制約さ

れていることが従来数多くの研究者によって指摘されている（Solomon, 1999）。 

ところが、通信技術の発展に伴い、近年では、オンラインチャネルを介する購買活動が

活発に行われてきた。このような背景の中、購買者の意思決定に影響を及ぼす消費者の内

的要因、いわゆる文化的要因（文化、下位文化、社会階層）、社会的要因（準拠集団、家

族、役割と地位）、個人的要因（デモグラフィック、ライフスタイル、パーソナリティ）、

および心理的要因（動機付け、学習、信念と態度）を包含するブラックボックスの解明

は、ネット上での消費者行動の特徴の明確化に対して、極めて重要な意味を持っている

（中西, 1994）。 

したがって、ネット上での購買行為に対する消費者の個人属性の予測・調整効果を検討

するための前提として、ネットショッピングをする消費者たちの個人属性を明らかにする

ことは不可欠である。このような問題意識を解明するため、最初に、以下の研究課題 1 と

理論仮説 1 を提唱する。具体的な分析方法に関しては、母比率の差の検定を用い、標本デ

ータから母集団の属性を推測することとする。 

 研究課題 1：ネットショッピングをする消費者の個人属性の解明 

 理論仮説 1：消費者の個人属性はネットショッピングを利用する傾向に影響を与える 

第 2 に、消費者行動の分類体系を反映した研究では、購買量、頻度については比較的少

ない研究しかなされていないことが指摘されている（阿部, 2013）。ゆえに、情報探索行為

から購買までの意思決定プロセスにおいて、購買行為に対する消費者の個人属性の予測・

調整効果について、従来の購買意図（購入にするか否か）ではなく、具体的な購買量、も

しくは購買頻度の視点によって、捉えていくことも必要であると考えられる。    
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意思決定プロセスにおける各段階の諸変数と環境要因、個人差要因との相互関係につい

て、消費者の反応を左右するブラックボックスの構成要素としての個人的要因と意思決定

プロセスは相互に独立せず、個人的要因は意思決定プロセスのすべての段階に影響を及ぼ

す要因として位置づけられることが示されていることを指摘している（Blackwell et al., 

2006；佐々木, 2004）。また、ネット上の消費者の購買行為と個人差要因間の関係性を論

じた既存研究は、例えば、消費者の性別、年齢、所得、および教育程度などの個人要因は

彼らのネット上の購買行為にも影響している（Bellman et al., 1999）。Card, Chen and 

Cole（2003）は EBM モデルにもとづく実証分析によって、ネットショッピングをする消

費者は高所得、高学歴、低年齢（39 歳以下）等の特徴があることを示している。また、

Naseri and Elliott（2011）は回帰モデルの構造分析を行った。この結果により、ネット

上の購買行為に影響を与える要因は年齢、性別、教育程度、職業、および婚姻関係になる

ことが確認された。同時に、この研究は以上の個人的要因の解釈程度はわずか 30％ほどし

か有しないことを示したという点で実証的研究となっている。 

 以上の議論より、消費者の購買行為に影響を及ぼす個人的要因の種類が限られているこ

とが示された。これなら、ネット上の購買行動に対する予測力について、どのような個人

的要因が有効なのかという問題意識にもとづき、以下の研究課題 2 と理論仮説 2 を提唱す

ることができる。具体的な研究方法として、質的データである外的基準（目的変数）に対

し、同じく質的データである説明変数の影響力を定量化する線形判別分析として認知され

ている数量化Ⅱ類を選定する。 

 研究課題 2：消費者の個人属性が購買行為に与える予測・調整効果の確認 

 理論仮説 2：消費者の個人属性はネット上の購買行動に影響を与える 

第 3 に、受動的にネット・クチコミを受け入れることではなく、能動的消費者の視点か

ら、具体的な購買選択や、重視するネット・クチコミの内容、および財の有形性の調整効

果を明らかにすることによって、財別のネット上の消費者行動の特徴を考察する必要があ

る。 

ネット・クチコミが消費者の購買行為に与える影響と関連する要因の構成は、大きく刺

激（ネット・クチコミの量、符号、感情の強さ、視角的シグナルなど）、受け手（知覚さ

れたリスク、関与、学習能力、パーソナリティなど）、文脈的要因（クチコミ・プラット

フォームなど）、反応（態度、ブランド・ロイヤリティ、購買意図、購買行為など）、およ

び送り手（専門性、類似性、受け手とのつながりなど）に分かれることが Cheung and 
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Thadani（2012）のレビュー研究によって明らかにされている。上述の研究によって、ネ

ット・クチコミは刺激－生体－反応モデル（Stimulus-Organism-Response）（以下、S-O-

R モデル）に依存する一つの外的刺激要因として捉えられている。しかしながら、消費者

は実際に受動的に刺激を受けるのではなく、限界がある情報処理能力にもとづき能動的に

商品の選択と情報探索を行うことが明らかにされたことにより、S-O-R モデルの解釈範囲

については、従来多くの研究者に疑問視されてきた（清水, 1999；内田, 2008）。したがっ

て、ネット環境を整えれば、いつでもどこでも必要な情報を手に入れられる現在、ネッ

ト・クチコミから消費者の反応までという伝統的なルートではなく、意思決定プロセスに

おける問題解決と求める消費者はいかなる情報内容を能動的に検索していくのかを明らか

にすることは、ネット上の消費者行動の特徴の把握に対して、不可欠であると考えられ

る。したがって、財の有形性の調整作用を含めて、能動的消費者はネット上でどのような

商品をよく購入する傾向があるのかということ、そして、その商品を購入する前に、必ず

検索する具体的なクチコミの内容などへの問題意識を解明することが以下の研究課題 3 と

理論仮説 3 を検証する目的となる。具体的な分析方法としては、商品の類型化と情報内容

間の遠近関係を定量化することができる、いわゆる質的データ間の類似性関係の処理に対

して有効であると認知されている数量化Ⅲ類を選定する。 

 研究課題 3：購買選択とその情報探索行為に対する財の有形性の調整作用の確認 

 理論仮説 3：ネット上において消費者行動の特徴は財の有形性によって、差異がある 

第 4 に、実店舗だけではなく、消費者を取り巻く情報環境の変化に伴い、ネット通販市

場における知覚されたリスクのタイプの確認と財の有形性の調整効果について考察する必

要がある。知覚リスクとは、簡単に言えば、ある行動の結果に対する消費者の不安を指

す。さらに、知覚リスクには、①金銭的リスク（金銭的損失）、②社会的リスク（自己イ

メージへの悪影響）、③機能的リスク（製品の基本機能）、④感情的リスク（購買失敗に伴

う自尊感情の低下）、⑤健康的リスク（身体への危害）、などの複数のタイプが存在するこ

とも明らかにされている（杉本, 2012）。 

従来、サービス財と有形財のそれぞれの実店舗での購入過程において、知覚されたリス

クのタイプが異なり、しかも、サービス財の購入には、有形財より高いリスクが知覚され

ことが指摘されている（Murray and Schlacter, 1990；Mitchell and Greatorex, 1993）。

その理由として、サービス財の「無形性」と「生産と消費の同時性」などが知覚リスクの

源泉となることが挙げられる（Guseman, 1981）。また、知覚されたリスクは消費者の情
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報探索行動の動機付けとなることだけではなく、新しいブランドへのスイッチを避けさせ

るためのクチコミ情報を参考にするなどの情報源への選択の違いも生み出している

（Berry, 1980；Zeithaml, 1981）。以上の指摘によると、消費者は異なる製品を購入する

際に、財の特性（有形性）によって、購入過程における知覚されたリスクの程度につい

て、違いが生じるし、しかも、知覚されたリスクの程度が違うからこそ、それが消費者の

情報探索行為に影響を及ぼす要因となると示されている。 

しかしながら、知覚リスクの視点によって、ネット上の意思決定プロセスに対する財の

有形性の調整効果について、十分に解釈できるとは考えられない。それゆえに、消費者が

ネット上で有形財、あるいはサービス財を購入する際に知覚されたリスクのタイプの確

認、および各リスクのタイプの情報探索行為への作用効果を検討することが以下の研究課

題 4 と理論仮説 4 と 5 を検証する目的となる。具体的な分析方法には、知覚されたリスク

のタイプを確認するための確認的因子分析と、各リスクのタイプは情報探索行為に対する

作用効果（程度を方向）を明確するための共分散構造分析（Covariance Structure 

Analysis）を選定する。 

 研究課題 4：知覚リスクの視点による情報探索における動機付けの内容の差異と財の有

形性の調整効果の確認 

 理論仮説 4：財の有形性によって、知覚されたリスクの各タイプはネット上の情報探索

行為に影響を与える方向と強度に対して、差異が与える 

  理論仮説 5：財の有形性によって、ネット上の情報探索行為、クチコミに対する信頼、

および購買行為間の因果強度（因果関係の強さ）に差異が現れる 

 以上、本論が取り組む研究課題と各課題に対応する分析方法の選定は図 1-1 に要約さ 

れたとおりである。 
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図 1-1 本論が取り組む研究課題と各課題に対応する分析方法の選定 

1.3 研究対象 

1.3.1 中国の BtoC-EC 市場の現状 

 中国政府系インターネット情報提供機関である CNNIC は年 2 回、中国の BtoC-EC 市

場の現状に関する調査報告書を公表している。本論では、CNNIC が 2020 年 4 月に公表

した「第 45 回中国互聯網絡発展状況統計報告」を参考にした1。 

まず、図 1-2 によると、中国におけるインターネットの利用者数（単位：万人）とイン

ターネットの普及率について、2020 年 3 月末の時点で、中国のネット利用数は 9 億 359

万人となり、2019 年 6 月から 4910 万人増加し、前年比 4.3％増となった、としている。 

 

                                                      

1 CNNIC（2020）「第 45 回中国互聯網絡発展状況統計報告」、

http://www.cnnic.net.cn/hlwfzyj/hlwxzbg/hlwtjbg/202004/P020200428596599037028.pdf

（2020.5.30 アクセス） 

財の有形性

問題意識 情報探索 選択代案の評価 購買の実行と停止

数量化Ⅲ類
確認的因子分析

共分散構造分析

購買後の評価

内的要因

個人属性

外的要因

研究課題1

母比率の差の検定

研究課題2

数量化Ⅱ類

研究課題3 研究課題4
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図 1-2 中国におけるネットの利用者数と普及率（2013 年~2020 年） 

出典：「第 45 回中国互聯網絡発展状況統計報告：p.19」（単位：万人） 

 

また、インターネット・サービスの利用者のうち、どのぐらいの人がネットを介して、

買い物をするのかということについて、図 1-3 のとおり、2020 年 3 月末の時点で、ネット

ショッピングのユーザー数は 7.1 億人となり、インターネットの利用者全体の 78.6％を占

めており、2019 年 6 月から 7145 万人増加し、前年比 3.8％増となったことも示されてい

る。 

 

 

図 1-3 中国におけるネットショッピングのユーザー数（2015 年~2020 年） 

出典：「第 45 回中国互聯網絡発展状況統計報告：p.39」（単位：万人） 

 

 近年、中国において、実店舗よりネット通販を通して購買行為が活発に行われるように

なってきた理由として、インターネットの高普及率は言うまでもなく、「Aipay（アリペ

イ）」や「WeChat Pay（ウィチャットペイ）」などによるモバイル決済サービスの導入と

普及がもう 1 つの重要な促進要因であると考えられる。図 1-4 に示すように、2015 年から

2020 年 3 月まで、中国におけるモバイル決済利用者数は年々増加しつつあり、2020 年 3
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月末の時点で、モバイル決済利用者数は 7.7 億人となり、インターネットの利用者全体の

85.0％を占めており、2019 年 6 月から 1 億 3493 万人増加し、前年比 10.9%増となったこ

とがみられる。モバイル決済サービスの改善、およびネット通販市場の発展に伴い、これ

から、中国におけるモバイル決済取引の規模が引き続き成長していくと期待できると推察

される。 

 

 

図 1-4 中国におけるモバイル決済利用者数（2015 年~2020 年） 

出典：「第 45 回中国互聯網絡発展状況統計報告：p.37」（単位：万人） 

 

 次に、中国におけるネットショッピングをする消費者は、普段ネット上でどのような商

品をよく購入するのか、また、彼らのネット上の購買行為に影響を及ぼす要因について、

図 1-5 に示した。これによれば、まず、各商品の購入率に関しては、日用雑貨、洋服、お

よびパソコン関連など商品への購入率が上位 3 位を占め、リチャージカード、ゲーム、航

空券、映画チケット、飲食などのサービスの購入率はそれらの商品より下位に位置してい

る。それらよりも下位には、安全性問題の頻発などの理由によって、ネットショッピング

ではなかなか消費者達の信頼を得られないマザーベビー用品と高価な宝石、アクセサリー

などのいわゆる贅沢品への購入率が続いている。 

続いて、消費者のオンライン購買行為に影響を及ぼす要因の上位 3 位は、クチコミ、価

格、サイト・店舗の信用と評判となっていた。この結果から見れば、中国の消費者はネッ

トで買い物をするときに、他人の意見とサイトの信用を重視し、つまり、購買過程に伴う

知覚リスクを低減する意識があり、購買に先立つ、活発に関連情報を探索にする傾向があ

ることが推測される。 
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図 1-5 ネット上の購買選択（購入率）とその影響要因 

出典：「2015 年度ネットショッピング市場研究報告：p.4」 

 

 中国の BtoC-EC 市場の現状を簡単に整理とすれば、中国におけるネットの普及率と利

用者数はそこまで多いとは言えないが、インフラの整備、およびキャッシュレス化の推進

に伴い、BtoC-EC 市場規模が割と大きいという特徴があり、伸び率も高いことがわかる。

消費者がネット上でよく購入にする商品は実物系であり、若干抵抗感がある商品はベビー

用品と贅沢品となる。最終的には、彼らが購買意思決定を行う際には、他人の意見を重視

し、活発的に情報探索行為を行なう傾向があるとみられる。 

以上、中国のネットショッピングの利用者数と購買習慣の現状を合わせて考えれば、中

国の BtoC-EC 市場を研究対象とするのは、中国における消費者行動研究の代表的事例と

なると考えられる。また、実証的研究のためのデータの回収について、中国のコンサル業

界においては、急増している学術研究の需要に応じるため、ネットリサーチへの取り組み

がかなり体系化されてきている。回収するデータの信頼性や有効性程度が保証できること

を合わせて考慮すると、本論では、中国の BtoC-EC 市場における消費者の購買行為の特

徴を研究対象として選定することは意義があると思われる。 

1.3.2 中国の地域区分 

 中国の行政区分と言えば、22 つの省、5 つの自治区、4 つの直轄市、2 つの特別行政区

（香港特別行政区・マカオ）から構成される。このような行政区分のほか、一般の地域区

分について、学術的な根拠は明確ではないが、よく取り上げられているのは 3 分法（東
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部、中部、西部）、4 分法（東部、東北部、中部、西部）、6 分法（華北、東北、華東、中

南、西南、西北）、および 7 分法（東北、華北、華東、華中、華南、西南、西北）などが

なる。本論では、①被調査者が自分の所属地域を自覚する程度が高い地域区分法の選定、

②地域変数を操作することによって、できる限り被調査者の細分化の度合をより向上させ

る、などの考慮にもとづき、地域変数への操作について、以下表 1-1 に示す 7 つの区分方

法を適用する。 

 

表 1-1 本論における中国の地域区分の適用（7 分法） 

主要経済区 地域範囲 主要中心都市 経済中心地域 

東北地域 遼寧省、吉林省、黒竜江省 瀋陽、大連、哈爾濱 遼寧中南部地区 

西北地域 
陝西省、甘粛省、青海省、寧夏回族自治区、 

新疆ウイグル自治区 
西安、蘭州 関中地区 

西南地域 
重慶市、四川省、貴州省、雲南省、 

チベット自治区 
重慶、成都 四川南部地区 

華北地域 
北京市、天津市、河北省、山西省、 

内モンゴル自治区 
北京、天津 京津唐地区 

華中地域 湖北省、湖南省、河南省 武漢 武漢地区 

華東地域 
上海市、江蘇省、浙江省、安徽省、福建省、

江西省、山東省、 
上海、南京 長江三角州地区 

華南地域 広東省、広西チワン族自治区、海南省 広州 珠江三角州地区 

出典：張（1991：p.23）をもとに筆者作成。 

 

 また、中国国家統計局が 2016 年に公表した地域別基礎統計データによる域内総生産

（億元）と一人当たりの GDP（元）などの指数に基づいて、本論では、西北地域、西南地

域、および華北地域を非発達地域、華中地域、華東地域、華南地域、華北地域を発達地域

に区分して、比較することとする。 

1.4 本論の構成 

 本論は、実証的研究として、まず、研究の背景と問題意識を論じることによって、本論の

研究対象、目的、および研究課題を提示する。そして、今までの既存研究の流れを概観した
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うえで、本論で取り上げる問題の位置付けを説明する。次に、問題解決に向けて、具体的な

研究仮説の提唱を行う。さらに、測定尺度の設定、データの回収、および仮説検証のために

得られた結果について、考察する。最後に、結論の提出、研究の限界、および残されている

課題に関して言及する。各章における論述する内容の詳細は、以下のとおりである。 

 

 第 1 章 はじめに 

 まず、研究の背景について考察し、そして、その研究の背景にもとづき、本論では、どの

ような問題意識を前提にするのかを提示する。その上で、研究対象の選定、研究課題の設定、

および課題の解決に対応する具体的な実証方法の選定について論じる。最後に、本論の内容

構成について、簡潔にまとめる。 

 

 第一部 理論的考察 

 第 2 章 消費者の意思決定プロセスとその規定要因 

 消費者の意思決定プロセスを統合的に解釈する従来の代表的モデルを概観する。その後、

消費者の意思決定プロセスを規定する影響要素に関する論述を、内的要因と外的要因に分

けて、説明する。また、ここでは、特に本論の論点と関わる消費者の個人属性やクチコミの

作用効果について、詳しく考察を行う。 

 

 第 3 章 概念定義 

 本論の論点とつながってくるクチコミ、ネット・クチコミ、および財の分類基準に関する

概念の定義に関して、論述する。 

 

 第二部 実証的考察 

 第 4 章 実証研究 1：ネットショッピングをする消費者の個人属性―情報源をネット・ク

チコミに特定する場合― 

 ネット・クチコミを参考にしたうえで、購買決定を行う消費者集団は個人属性上ではどの

ような特徴があるのかを検討するために、実証研究 1 を実施する。そして、アンケート調査

①の前半部分（被験者のデモグラフィック変数と購買行為の測定）におけるデータ回収の結

果にもとづき、母集団の特徴の推計を、母比率の差の検定の結果によって行い、その解釈を

行う。 

 

第 5 章 実証研究 2：ネット上の購買行為に影響を及ぼす個人属性間の重要性程度の判別 

－調整変数として性別と年齢の調整効果への検討を含む－ 
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 消費者の個人属性が購買行為に及ぼす影響を明らかにすることが実証研究 2 を実施する

目的となっている。アンケート調査①の前半部分（被験者のデモグラフィック変数と購買行

為の測定）におけるデータ回収の結果にもとづき、購買行為に対する個人属性の予測能力を、

数量化Ⅱ類で構築する判別モデルの推定結果によって検討する。 

 

 第 6 章 実証研究 3：財の有形財によるネット上の消費者行動の特徴 

―地域要因の影響性を含む― 

 消費者がネット上で有形財とサービス財を購入する際に、両者の購買選択と情報探索行

為の差異を考察するため、実証研究 3 を実施する。具体的には、質的データ間の類似性の程

度を処理できる数量化Ⅲ類を用い、財の有形性による購買選択と情報探索行為間の違いを

明らかにしたうえで、消費者個人の居住地域の調整効果、すなわち地域要因の影響に関する

追加分析も行う。 

 

 第 7 章 実証研究 4：知覚リスクの視点にもとづくネット上の情報探索行為に関する考察 

－財の有形性による情報探索行為の差異の明確化－ 

 まず、有形財の代表としての洋服を、サービス財の代表としての観光ツアーをとりあげ、

それぞれのネット上の購入行為に伴う知覚リスクのタイプを確認的因子分析によって確認

する。次に、情報探索行為に対して知覚された各々のリスクのタイプの作用強度と方向につ

いて検討する。最後に、情報探索行為、ネット・クチコミに対する信頼、および購買行為な

どの潜在要因の因果関係について、共分散構造分析を用いたパラメータの推定結果によっ

て考察する。 

 

 第三部 本論文の総括 

 第 8 章 結果の考察 

 上述した 4 つの実証研究の結果にもとづき、結果の考察、および本論が提唱している 5 つ

の理論仮説の検証結果について詳しく検討を行う。 

 

 第 9 章 まとめと今後の課題 

 終章として、実証的考察の結果を踏まえ、本論をまとめ、本研究の限界、および今後の課

題を論じる。 

 

 以上、本論の内容構成は、次頁の図 1-6 に要約されるとおりである。 
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図 1-6 本論の内容構成 
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2.1 消費者意思決定の過程 

 人間の様々な活動は選択の結果として見なされている。その活動の内容と関わる決定は

常に異なった行動間の選択を必要とする（Peter and Olson, 2008）。例えば、外食するのか、

自炊なのか、政府からの自粛要請に従うのか、従わないのか、炭酸水なのか、お茶なのか、

などのように、ある問題に対して、何かを選択することによって、問題解決を求める流れは

消費者意思決定の過程であると考えられる。この意思決定の過程は Engel, Kollat and 

Blackwell（1968）によって、通常、①問題意識（ニーズ認知）、②情報探索（意思決定のた

めの情報収集）、③選択代案の評価（購入商品やブランドの選択）、④購買の実行と停止（実

際に店頭での選択と購買行為）、⑤購買後の評価（使用経験にもとづく、満足、あるいは不

満足の評価）、といった 5 つの段階から捉えている。 

 また、消費者の意思決定と実際の購買過程との関わりについては、表 2-1 に要約されると

おりである。これは 2004 年に実店舗における消費者の購買行動を解釈するために、株式会

社電通が提案したアイドマ（AIDMA：Attention、 Interest、 Desire、 Memory、 Action）

モデルと、アイドマモデルにもとづき、ネット時代における進化する消費者行動の特徴を説

明するために導入されたアイサス（AISAS：Attention、Interest、Search、Action、 Share）

モデルとの比較で、実際の購入ルートと関わらない消費者の意思決定はある期間中におけ

る一部の段階だけではなく消費者行動のすべての活動段階に付随していることが考えられ

る。 

 

表 2-1 消費者意思決定の過程と消費者行動モデルの比較 

  第 1 段階 第 2 段階 第 3 段階 第 4 段階 第 5 段階 

意思決定の過程 

問題認識 情報探索 
選択代案 

の評価 

購買の実行 

と停止 

購買後 

の評価 
（購入ルートと関係なく） 

AIDMA モデル 
Attention 

注意 

Interset 

興味 

Desire 

欲求 

Memory 

記憶 

Action 

行動 
（実店舗内の消費者行為） 

AISAS モデル 
Attention 

注意 

Interset 

興味 

Search 

探索 

Action 

行動 

Share 

共有 
（ネット上の消費者行為） 

出典：神山（1997）をもとに筆者作成。 



18 

 

 消費者意思決定の過程を明らかにすることは、人間の社会、経済活動の理解に対し

て、極めて重要な意義を持っているとともに、こうした意思決定についての検討は、消

費者行動論にとって、もっとも重要な課題の一つとして以前より様々な研究が行われて

きた（田中, 2009）。神山（1997）では、上述の研究の大半は、①消費者は、どのよう

に意思決定をするのか、②その決定が、早くなされる場合と長くかかる場合があるのは

なぜか、③どのような要因が、消費者の意思決定に影響を及ぼすのか、などの点が論じ

られている。すなわち意思決定の過程を統合的に把握すること、意思決定の動機付け、

およびその規定要因などの問題に関して、検討が続けてされてきたことを指摘してい

る。この背景をもとに、1960 年代半ばごろから、包括的意思決定モデルと態度形成モデ

ルという 2 つの研究の流れによって、消費者の意思決定プロセスをモデル化にすること

が試みられてきた（坂下, 2005）。 

 本論では、ここまで提案されていた消費者の包括的意思決定モデルのうち、代表的な

モデルとして挙げられる Howard and Sheth モデル、Bettman モデル、Howard の

CDM モデル、Engel , Blackwell and Miniard モデルについて概観する。 

2.2 Howard and Sheth モデル（1969） 

 外部刺激（S：Stimulus）とその刺激に対する反応（R：Response）によって、人間行動

を解釈する従来の行動主義（Behaviorism）の発展型として、人間の内在要因（O：Organism）

への考慮を加えて、すなわち刺激（S）-生体（O）-反応（R）の形によって人間行動を説明

しようとするのが Hull（1943）による新行動主義であった。1960 年代において、消費者は

企業からのマーケティング刺激にどのように理解し、しかもどのくらいの程度まで受け入

れられるのか、そして、以上のブラックボックスにおける消費者の内的処理と結びついてい

るその後の反応、といったプロセスの解明に S-O-R 理論を適用した結果として、数多くの

刺激-反応型モデルが作られていった。Howard and Sheth モデル（1969）は、初期の包括

的意思決定モデルとして位置づけられる代表的な刺激-反応型モデルである。 

 Howard and Sheth モデル（図 2-1）によると、消費者意思決定の過程はインプット（刺

激：商品特性）、知覚構成体（生体：情報探索活動）、学習構成体（生体：選択基準決定）、

およびアウトプット（反応：購入）、以上 4 つのステージから順次構成されている。消費者

の生体に影響を与える外部刺激 S は、価格、品質、独自性、入手可能性、およびサービスな

どの企業のマーケティング活動による商業的な刺激と、家族、準拠集団、社会階層などの要

因からなっている。次に、消費者の情報処理能力を反映する知覚構成体や、情報をもとに意

思決定と関わる学習構成体 O は、購買の重要性、パーソナリティ要因、社会的・組織的環
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境、文化的要因、社会階層、時間のプレッシャー、財政状況の 7 つの外生変数によって、規

定されている。最後に、以上のいくつの段階を経て起こった反応 R は、一般的には消費者

の購買行為の終点として捉えられているが、この購買行為の終点に至るまでには、「注意」、

「ブランド理解」、「態度」、「購入意図」などの中間的変数もあることが明らかにされている

（塩田, 2002）。 

 また、Howard and Sheth モデルにもとづく購買意思決定は、消費者が投入する心理的な

努力の程度によって、包括的問題解決（EPS：Extended Problem Solving）、限定的問題解

決（LPS：Limited Problem Solving）、習慣的問題解決（HPS ：Habitual Problem Solving）

という 3 つの異なる意思決定プロセスに分けられ、しかも購入する商品の価格と頻度によ

って、この 3 種類の意思決定プロセスの複雑性も異なっている（Sheth and Mittal, 2004；

隅田, 2017）。例えば、価格が高い、かつ購買頻度が低い商品を対象とする購買行為は常に

高いリスクが伴うため、複雑性が高い包括的問題解決を行うことが求められる。一方、価格

が安くて、購買頻度も多いという消費者の購買習慣に依存する意思決定プロセスにおいて

は、購買行為について、ほとんど考えずに、莫大な情報探索努力をしない習慣的問題解決を

行う傾向がある（田中, 2009）。 

 

 

図 2-1  Howard and Sheth モデル 

出典：清水（1999）をもとに筆者作成。 

 

 しかし、1970 年代に入ると、「消費者は刺激-反応型モデルで仮定された意思決定プロセ

スとおりに意思決定していない」（渡邊, 2004：p.73）、すなわち、消費者の個人差を考慮し

た情報処理の限界と能力によって、外部刺激だけでは、購買意欲を喚起させられないことを

指摘する研究が相次いで現れてきた（Farley and Ring, 1970；清水, 2004；渡邊, 2004）。

したがって、消費者は実際に受動的に刺激を受けるのではなく、限界がある情報処理能力に

もとづき能動的に商品の選択と情報探索を行うことが明らかにされたことによって、S-O-R

（刺激） （反応）

・商品特性 ・購入

・社会的要素 ・満足形成

・選択基準決定

・態度決定
・情報探索活動

インプット アウトプット

知覚構成体 学習構成体

頭の中
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モデルの解釈範囲については、多くの研究者から疑問視されてきた（清水, 1999；内田, 2008）。

この背景をもとに、その後の消費者行動研究の潮流としては能動的消費者の情報処理能力、

いわゆる情報処理型モデルの開発に大きな関心が集まることになった（杉本, 2012）。 

2.3 Bettman モデル（1979） 

 上述のように、刺激-反応型モデルの解釈範囲は、外部刺激の存在は消費者の情報収集、

およびその後の意思決定を行う前提となり、しかも生体である消費者の同質性を仮定して

いる点で、いろいろと制約されている。このような刺激-反応型モデルの限界を克服する試

みとして、台頭してきたのは情報処理型モデルである。 

消費者の情報処理能力を体系化させるモデルの構築は 1970 年代後半からの消費者行動

研究の主要な課題となり、そのうち、1979 年に登場した Bettman モデルは当時だけでは

なく、現在の消費者の情報処理に関する研究の方向性にも影響を与える代表的なモデルと

して挙げられる。図 2-2 に要約されるとおり、消費者の「情報処理能力」は Bettman モデ

ルの中核に置かれ、そして、「動機づけ（目標階層）」、「注意」、「情報取得と評価」、「意思決

定プロセス」、「消費と学習プロセス」などの要因間の相互作用が、消費者の購買決定に対す

る重要な内的処理過程として提示されている。 

 

 

図 2-2  Bettman モデル 

出典：塩田（2002）をもとに作成。 

記憶探索

外部探索

知覚符号化

意思決定

プロセス

動機づけ

目標階層

情報取得

情報評価

消費

学習プロセス

情報処理能力

注意
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 Bettman モデルでは、動機づけは情報探索行為の始動因として捉えられる。すなわち、

広告、価格などのマーケティング要因からの刺激を受けた情報収集ではなく、消費者がある

問題の解決に向ける目標をもち、その目標をクリアするために動機付けられる能動的な情

報探索行為が前提として仮定される。また、その問題解決のための情報取得は外部探索と記

憶探索とに分けて解釈され、消費者にとって、情報取得はまず自分の記憶の中に蓄積されて

いる既存の情報を検索し、もし既存の情報が不十分である場合には、さらに外部の情報源か

ら探索するといった内外情報源間の交互作用も生じることが指摘される。したがって、

Bettman モデルと刺激-反応型モデルとの相違点について、第 1 に、「消費者を、情報を収

集する能動的な存在として仮定している点」、第 2 に「消費者には情報処理能力に限界があ

るため、その情報処理能力の範囲内で商品を選択する」、というようにまとめられる（渡邊、

2004：p.74）。 

 ところが、以上に述べたような違いがあっても、心理的側面から消費者の意思決定プロセ

スへの考察を試みると、消費者を取り巻く外部要因の影響力についてほとんど言及してい

ないという点では、Bettman モデルと刺激-反応型モデルは同様に概念モデルとしての色彩

が強い（内田, 2008：p.35）。 

2.4 Howard の CDM モデル（1989） 

 刺激-反応型モデルは能動的な消費者の情報処理能力の解釈に対して限界があることが、

Bettman モデルの登場したきっかけとなった。それ以降、刺激-反応型モデルの改善策とし

て、従来の刺激-反応型モデルに情報処理の視点を取り入れることによって、解釈範囲の拡

大を求めていた刺激-反応型モデルの再構築に関する研究の流れが生じてきた。Howard の

意思決定モデル（CDM ：Consumer Decision Model）が当時の代表的な研究成果として、

挙げられる。 

 図 2-3 に示したように、外部刺激としての情報の作用を受け、確信、態度などの心理的プ

ロセスを経て、さらに購買意図の形成とその後の購買行為につながっていく流れを表示す

るHowardのCDMモデルでは、刺激-反応型モデルの基本的な構想に従うことが見られる。

ただし、情報処理能力の差異とその能力の配分という視点より、Howard の CDM モデルに

おける外部刺激の作用方向は 2 つのルートに分けられている。第 1 ルートは、外部刺激を

受けた後、情報への確信や製品に対する態度を形成し、次に購買意図と購買行為に至る流れ

に対して、第 2 ルートは、刺激を受けた後、ブランド認知の必要性を提起する流れ、すなわ

ち、購買意図と行為につながってくる確信と態度が製品のブランドへの認知程度（情報処理

能力の個人差）によって制約されていることを説明するルートである（清水, 2013：p.97）。 
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 なお、Howard の CDM モデルにおける各構成要素の概念定義について、「情報」とは、

広告、クチコミなどの当該製品に関する外部情報源を指す。「確信」とは、当該製品の品質

を評価することに対する、消費者の自信の程度を意味している。「態度」とは、当該ブラン

ド製品に対する消費者の選好のことで、当該ブランドが消費者のニーズを満たして満足を

もたらすことができると消費者が期待できる度合いのことである。「ブランド認知」とは、

消費者は当該ブランドをどの程度識別できるのかということである。「意図」とは、当該製

品を購入したい思いの中で、消費者の心の状態を意味する。「購買」とは、モデル全体の予

測の対象として、金銭の支払いを伴う購買行為を指す（坂下, 2005：p.101-102）。また、

Howard の CDM モデルの特徴について、実証的モデルの構築によって、消費者の購買意図

と行為に対する外部情報の影響力を客観的に把握することと、製品ライフサイクルによっ

て、異なる問題解決状況を説明できることが言及されている（高橋, 1996）。 

 

 

図 2-3  Howard の CDM モデル 

出典：清水（2013）をもとに筆者作成。 

 

 また、Howard の CDM モデルと前述した Howard and Sheth モデル、Bettman モデル

間の差異を比較した結果では、まず、塩田（2002）の指摘によると、Howard and Sheth モ

デルと比べると、Howard の CDM モデルの構造は全体的にシンプルであるが、消費者によ

る情報処理の存在を十分に考慮したモデルであるとされている。次に、高橋（1999）は

Zaltman and Wallendorf（1983）、清水（1991）などの評価基準を踏まえ、Howard の CDM

モデルと Bettman モデル間の差異について、「消費者情報処理モデルを代表する Bettman

モデルと Howard の CDM を比較すると、まず、前者は情報の取得と統合という意思決定
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メカニズムに焦点を当てており、一般性、包摂性、問題発見力、容認性では特に優れている

が、予測力、単純性、モデル全体としてのテスト可能性ではやや劣ると指摘している。これ

に対し Howard の CDM は、基本的には刺激が情報として受け入れられたところから購買

までの構造を関数で表現しようとするもので、単純性、包摂性、予測力の点で優れているが、

一般性と内的整合性には若干の問題も残っている」と指摘している（高橋,1999：p.47；清

水, 2013：p.99）。 

2.5 Engel、Blackwell and Miniard モデル（1995） 

 Engel, Blackwell and Miniard（EBM）モデルは、1968 年に発表された Engel, Kollat 

and Blackwell（EKB）モデルにもとづき、何回か修正を加えて改訂された概念である。前

述した Howard and Sheth モデルと比べると、EBM モデルは消費者の情報処理能力を表す

特徴があり、しかも、心理的要因を一方的に論じた Bettman モデル、Howard の CDM モ

デルより、内的の情報処理能力だけではなく、環境の影響とマーケティング刺激などの外的

要因は消費者の意思決定プロセスに及ぼす影響も合わせて解釈できるのは EBM モデルの

もっとも優れている特徴であると考えられる。 

 

 

図 2-4  Engel、Blackwell and Miniard モデル 

出典：杉本（2012）をもとに筆者作成。 

 

図 2-4 に示したように、EBM モデルでは、消費者の意思決定プロセスは「欲求認識」、
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「情報探索」、「購買前選択肢評価」、「購買」、「消費」、「消費後評価」以上 6 つの段階から構

成されている。消費者の情報処理とその能力の配分について、Bettman モデルによって、

内的探索だけでは十分な意思決定を行うことができなければ、その記憶探索と外部探索の

間に交互作用が生じる契機となると主張されていたこととは違い、EBM モデルによると、

外的探索はあくまでも一つの中間変数として、すなわち、購買後評価、特に不満足な購買体

験を感知している場合、外的探索を通じて、生じるマーケティング刺激は消費者の記憶の蓄

積に正の影響を与えることが示されている。 

また、意思決定プロセスの各段階に影響を与える環境要因は、「文化」、「社会階層」、「対

人的影響」、「家族」、「状況」などである。そして、消費者の個人的差異には「消費者の資源」、

「動機づけと関与」、「知識」、「態度」、「パーソナリティ」、「価値とライフスタイル」などの

消費者の心理的メカニズムを説明する要因が含まれている。以下では、本論の論点とつなが

ってくる消費者の個人属性、すなわち、EBM モデルにおいて、消費者の意思決定プロセス

に影響を与える個人的差異と関わる各要因の概念定義をまとめる。 

2.5.1 個人差要因 

 まず、消費者の動機付けについて、人間は常に欲求が生じることにより、その欲求を満た

す方向へと行動を行う。その行動を起こすことによって、欲求に適合した誘因が得られると

欠乏あるいは不均衡な状態は回復する。心理学では、このような過程を「動機づけ」として

検討してきた。 

 消費者行動では、欲求を満たす対象として、一つの商品、あるいはサービスしかない場合

は極めて珍しく、複数の商品とサービスを対象とする購買行為の発生の方が多いとみられ

る。従来、動機づけの内容理論は、欲求階層説と HM 理論と購買動機に分ける説明するこ

とができるが、特に人間の欲求への区分する方法について、Maslow（1970）によると、人

間の基本的欲求を生理的欲求、安全欲求、所属と愛の欲求、自尊欲求、および自己実現欲求

という 5 つの段階に分類することができる。 

 次に、消費者の関与とは、「ある対象・事象・活動に対して、消費者が知覚する重要性や

関連性のこと」が Peter and Olsen（2010）によって、定義されている（金, 2014：p.2）。

また、Solomon（2002）によると、関与の構成要因には、「製品関与」、「メッセージ反応関

与」、および「購買関与」という 3 つの次元に分けられる。また、Blackwell et al.,（2001）

によると「個人要因（永続的な個人の欲求や価値観のこと）」、「製品要因（購買行為に伴う

知覚リスク）」、と「状況要因（状況に応じても関与の水準は変容すること）」が関与の規定

因として、指摘されている。 
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 最後に、消費者の個人属性について、実務的な立場からマーケティングを遂行する際に、

標的市場の構成を分解し、主体としての消費者の欲求、動機および行動を把握するためにマ

ーケット・セグメンテーションを行なうことが、一般的な方法論として認識されている。そ

して、市場細分化の尺度として、性別、年齢、所得、職業、学歴、地域などの様々な変数か

らなる消費者の特性にかかわるデモグラフィック変数があげられる。また、消費者行動研究

の分野において、消費者の内的な深層の世界を解釈するため、消費者のデモグラフィック変

数の他に、消費者の生活意識、生活価値観、パーソナリティ、関与・態度などの心理学的変

数、いわゆるサイコグラフィック変数によって消費者の特性を捉えるライフスタイル・アプ

ローチの方法もある。 

本論では、中国の BtoC-EC における消費者の外的な表層の様子を記述することが目的で

あるため、アンケート質問項目の設定は主にデモグラフィック変数を中心とするように工

夫している。したがって、本論の中で、消費者の個人属性に言及する場合には、デモグラフ

ィック変数を意味している。 
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第 3 章 概念定義 
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3.1 情報源としての消費者間のコミュニケーション活動 

3.1.1 クチコミ 

基本的な情報交換を行なうための最も原始的なコミュニケーション形態と認識されてき

たクチコミは、英語では“word of mouth”と呼ばれる。Nyilasy（2006）によると、1533 年

にはオックスフォート英語辞典に“word of mouth”という単語がすでに収録されていた。こ

の辞典には、「書き言葉、およびそのほかの手法の表現とは異なり、『口頭のコミュニケーシ

ョン』、『口頭のパブリシティ』、あるいは、単純に『話すこと』である」と解釈されている

（菊盛, 2015：p.3）。したがって、当時の定義から見れば、クチコミは単なる口頭で交わさ

れる会話という素朴なコミュニケーション現象として認識されていたと考えることができ

る。 

 ところが、20 世紀のはじめから 1920 年代までのマス・コミュニケーション理論の創成

期において、マス・メディアがフォロワー（受け手）に対する直接的な影響を持つものとし

て提唱された「弾丸理論」2（Bullet Theory）がある。この後、Lazarsfeld et al.,（1944）

は当時のアメリカ大統領選挙におけるマス・コミュニケーションとパーソナリティ・コミュ

ニケーションの効果の違いに関して、比較研究を行なった。実証分析の結果により、マス・

メディアの影響力を規定する「オピニオン・リーダー」3の存在を分離した。「オピニオン・

リーダー」は彼らと同じ集団に属するメンバーの間のクチコミの存在により、マス・コミュ

ニケーションの強力な効果を否定した。また、「コミュニケーションの二段階の流れ仮説」

を提唱している。その後、1955 年に、Katz and Lazarsfeld はファッション、映画鑑賞、あ

るいは食料品店での買いもの行動といった様々な消費者行動を対象にした実証研究により、

1944 年に Lazarsfeld、et al.が提唱している「コミュニケーションの二段階の流れ仮説」を

支持する結果を得た。つまり、マス・コミュニケーションよりオピニオン・リーダーによる

パーソナリティ・コミュニケーション（クチコミ）はより強い説得力を持っていることを明

                                                      

2 「皮下注射モデル」と呼ばれる場合もあり、マス・コミュニケーションは直接に受け手と

しての消費者を作用し、人の思想や態度を容易に変容させる強力性を意味している。 
3 英語で「opinion leader」といい、世論先導者と同じ意味している。「オピニオン・リー

ダー」は他者の態度や行動にしばしば影響を与える人物と定義している。さらに、オピニ

オン・リーダーは、ⅰ特定領域の商品カテゴリーやブランドについて詳しく、それに関す

るマス・メディア情報や他者の意見などを積極的に収集している、ⅱオピニオン・リーダ

ーとその影響を受ける人は、人口学的特徴（性別、年齢、職業など）や考え方・信念にお

いて、似通っていることが多い、ⅲ性格的には、自信家で社交的な人が多い、ⅳ新商品を

発売間もない時期に購入することで、フォロワーに情報提供を行うという、以上の 4 つの

特徴を持っている（杉谷、 2012）。 
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確にしたのである。 

 1960 年代に入ると、以上の研究の流れを踏まえ、クチコミへの認識は最初の単なる口頭

で交わされる会話という素朴なコミュニケーション現象だけではなく、社会心理学、消費者

行動研究、マーケティングなどの分野ではクチコミを学術的な概念として捉えて、特にマー

ケティング領域において、クチコミへの定義に関する質的研究がますます増えていった（蘇

文, 2015：p.14；菊盛, 2015：p.4）。濱岡・里村（2009）はそれまでのクチコミへの定義を

整理し、特に、Arndt（1967b）はクチコミへの定義を基づいて、コミュニケーションをク

チコミにより定義するときに、満たす 3 条件を提起している。それは、（ⅰ）話し手と受け

手との間のコミュニケーションであること、（ⅱ）ブランド、製品、サービス、店に関する

話題であること、（ⅲ）受け手が非商業的な目的であると知覚していること、の 3 点である。

本論では、クチコミへの定義として Arndt（1967b）の定義を用いるとともに、以上のクチ

コミへの定義の 3 条件を満たすほかの代表的な定義について以下の表 3-1 のように整理す

ることとする。 

 

表 3-1 3 つの要件を満たすクチコミの定義例 

 

出典：蘇文（2015：p.14）、菊盛（2015：p.4）をもとに筆者作成。 

 

Westbrook

（1987）

クチコミは他の消費者との特定の商品の所有、使用、販売者に関するインフォーマルな交流である

Word-of-mouth(WOM) transmissions consist of informal communications directed at other consumers

about the ownership, usage, or characteristics of particular goods and services and/or their sellers

（p.261）

Webster

(1970)

非商業的であると知覚される送り手と受け手との間の対人コミュニケーションであり、それは、製品や
サービスに関するものである

Word-of -mouth, or interpersonal communication between a perceived non-commercial communicator

and a receiver concerning a product or service（p.186）

Lampert

and

Rosenberg

（1975）

クチコミは商業的に無関係な人と人との間における商品に関する情報交換である

Information product related conversation among people who have no commercial interest in the

conversation（p.338）

対人コミュニケーション（ⅰ） 商業的な内容（ⅱ） 非商業的な目的（ⅲ）

Arndt

（1967b）

クチコミは発信者と受信者との間の口頭による対人コミュニケーションである。受信者にとって、クチコ
ミは非商業的であり、ある販売・提供される財、サービス、ブランドに関する情報である

Oral, person-to-person communication between a perceived non-commercial communicator and a

receiver concerning a brand, a product or a service offered for sale（p.190）



29 

 

3.1.2 ネット・クチコミ 

1990 年代に入ると、WWW（World Wide Web）技術が登場するとともに、Mosaic や 

Netscape といったウエブ・ブラウザ（閲覧ソフト）が開発され、一般大衆にとって、イン

ターネットの使い勝手は向上していった（青木, 2012）。こうした背景をもとに、企業は広

告などのプロモーション手段を通じて、不特定多数の消費者へ大量かつ企業にとり好都合

な単方向情報伝達ツールと、対面的クチコミを用いた。マス・メディアから情報を受けたオ

ピニオン・リーダーが、また特定少数の集団内のメンバーに、少量かつ主観的な情報伝達ツ

ールのほか、インターネットを介して、企業と消費者の間、消費者達の間に、大量かつ双方

向的な情報交換することが可能となった。リアル社会では見ず知らずの相手にもかかわら

ず、SNS、Facebook などのソーシャル・メディアで、共通の嗜好を持っている商品への評

価、情報交換が活発におこなわれている。 

以上のようなインターネットを媒介するコミュニケーション現象を学問的な視点からよ

り系統的に解明し、定義したのは 2004 年 Henning-Thurau らの研究である。Henning-

Thurau, Gwimer , Walsh and Gremler（2004）はインターネットを介する情報交換行動を

EWOM（Electronic Word of Mouth）に呼び、さらに e クチコミを「インターネットにお

ける潜在的消費者、購買者、または購買した消費者の商品や企業に関するあらゆるポジティ

ブ、あるいはネガティブな評価であり、これらの評価はインターネット上で多くの人に見ら

れる」という定義をしている（蘇文, 2015：p.16）。このネット・クチコミへの定義は前述の

クチコミへの定義と比べてみれば、コミュニケーションの形式（対人コミュニケーション）

や情報の内容（商業的な内容）がクチコミとネット・クチコミの類似点と言える。また、媒

介、コミュニケーション相手との関係性、発信者の目的などのところで差異も生じることも

分かる。発信者の目的に関して、インターネット上で発信者の匿名性により、ネット・クチ

コミの発信者は非商業的な目的が持っているかどうかということを判別できないことを無

視し得ない（Chatterjee, 2001）。 

クチコミとネット・クチコミをいかに区別するのか、あるいは、クチコミとネット・クチ

コミの類似点や差異について、具体的に検討しているものとして、濱岡・里村（2009）はク

チコミとネット・クチコミを媒介とコミュニティ相手によって分類した研究がある（表 3-

2）。 
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表 3-2 クチコミ、ネット・クチコミの分類 

 

    相手 

    家族・友人 見知らぬ他人 

メディア 

対面 クチコミ クチコミ 

インターネット クチコミ ネット・クチコミ 

出所：濱岡・里村（2009）をもとに筆者作成。 

 

 本論は濱岡・里村（2009）の分類に基づいて、発信者の目的、情報伝達の量、効率など

の判断基準を含め、さらにクチコミとネット・クチコミの類似点や差異を以下表 3-3 のよう

に整理している。 

 

表 3-3 クチコミ、ネット・クチコミの差異や類似点 

 

 クチコミ ネット・クチコミ 差異 類似点 

媒介 口頭による会話 
インターネットを介するオン

ライン・コミュニケーション ○ 
 

コミュニケ

ーション対

象との関係

性 

特定少数の家族、友人およ

び見知らぬ他人全部含め 

不特定多数の見知らぬ 

他人だけ ○ 
 

発信者の目

的 
非商業的と知覚されている 

商業的、または非商業的、 

判断できない ○ 
 

情報伝達の

量 
一定時間のうちに少量 一定時間のうちに大量 ○ 

 

情報伝達の

効率 

ほとんど一対一ため、 

効率低 

多対一、多対多いずれも可能

となり、効率高 ○ 
 

コミュニケ

ーションの  

形式 

対人コミュニケーション 対人コミュニケーション  ○ 
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情報の内容 商業的 商業的  ○ 

注：○は差異または類似点があることと示している。 

○が付いていないところは差異または類似点はないことを示している。 

 

オンライン・コミュニケーションへの呼び方について、従来の対面、口頭という特徴を持

っているクチコミとの区別、あるいは、インターネットによる媒介を強調するため、

Henning-Thurau et al., の e クチコミへの定義を使用している。呼び方としては、EWOM

ではなく、Godes and Mayzlin（2004）が提唱している IWOM（Internet Word of Mouth）、

つまり多くの研究者に使われているネット・クチコミという呼び方を用いて、説明を試みる。 

3.1.3 クチコミの影響力 

 マーケティング論の領域において、クチコミ研究の発端は広告の影響と比較しながらク

チコミの影響を吟味する研究の出現であった（e.g., Brooks, 1957；Arndt, 1967b；Day, 1971；

Silverman, 1997）。クチコミ、およびインターネットの普及に伴い、ネット上で活発になっ

ている情報の交換活動、即ちネット・クチコミを対象とする研究が数多く蓄積されてきてい

る（Chatterjee, 2001；Henning-Thurau et al., 2004；Liu, 2006；Litvin et al., 2008；澁

谷, 2009；濱岡, 2006）。これらの研究は大別すると 2 つの立場に分類することができる。

それは、ネット・クチコミを新しい情報として捉えてその発生条件や影響力に注目した研究

とクチコミあるいはネット・クチコミを交わす消費者同士の関係性やネットワークに注目

した研究とである（杉谷, 2009）。そのうち、特に商品の購買によるクチコミの有効性に関

する研究から数多くの示唆が得られた。 

 例えば、Katz and Lazarsfeld（1955）は主婦が家庭用品を購入する時のブランド・スイ

ッチング行動に対して、異なる情報源の説得効果を比較した研究より、クチコミの説得性は

新聞と雑誌広告の 7 倍、セールスマンのプロモーションの 4 倍、ラジオ広告の 2 倍になる

という結果を得た。Arndt（1967a）は食品（新製品）のクチコミの内容と購買との関係性

を検証した。その結果、正のクチコミは消費者の購入を促進するが、負のクチコミは食品の

購入を阻害することが示されている。 

以上の研究対象である家庭用品、食品などの商品カテゴリー、いわゆる有形財だけでなく、

Liu（2006）は、映画に対するネット・クチコミの数、およびその内容の正負比率と映画の

興行成績との繋がりを回帰分析によって分析した。その結果として、映画の週、または総興

行成績はネット上に存在するクチコミの内容の正負比率ではなく、クチコミの数の多少に
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よって規定されることを提示している。蘇（2015）は有形財と比べて、無形財であるサービ

スの不確実性は高いので、サービスの購入について、消費者は知覚リスクを低減するために、

積極的に外部情報を利用する可能性が高いことを提示した。したがって中国において、旅行

サービスを購入する時に、ネット・クチコミを利用する消費者の情報探索行為の解明を目的

とする実証研究を行い、情報源との関係性、発信者の専門性、情報の顕著性、およびクチコ

ミサイトの信頼性と有用性などの要因は消費者の受信程度を影響に与えることは予測でき

る。菊盛（2015）はネット・クチコミの正負比率について、消費者の製品評価に及ぼす影響

の程度が財の種類により規定されることを考察した。クチコミ対象製品の種類を快楽財/実

物財と経験財/探索財とに分けて分析している。快楽財の場合、多数の正のクチコミの中に

少数の負のクチコミが存在する場合、製品評価は高かったことと、探索財の場合、サイト上

で負のクチコミの比率が増加しても、製品評価は緩やかに低下したという示唆が得られた。

無形財、または異なる商品カテゴリーの購入によるネット・クチコミの有効性を吟味した研

究もある。 

 有形財の購入に影響を与える異なる情報源の効果、無形財の購入と正負ネット・クチコミ

の比率との関係性、および商品カテゴリーの種類による、情報探索行為の差異などを論じて

いる研究は数多く挙げられる。しかし、ネット・クチコミの正負比率という視点ではなく、

消費者がネットショッピングをする時に、異なる財の購入をする場合、実際に利用するネッ

ト・クチコミの内容（質、値段、ブランドなど）の差異について解明した研究は乏しい。 

3.2 既存研究による母集団の形成への解釈 

 情報の送り手としてのマス・コミュニケーションは、受け手としての受信者に対して強力

な影響力をもつことを最初に提唱した代表的な研究は、ラズウェルの戦争宣伝研究であろ

う。Lasswell（1927）は第一次世界大戦における戦争宣伝におけるマス・メディアの役割

を考察したうえで、新聞・雑誌、ラジオなどのマス・メディアを通じて発信される情報は、

直接受信者に作用し、さらに、短期間に受信者の態度・信念を容易に変容させるという考え

方を主張している（田中, 2008）。この主張は弾丸理論、あるいは、皮下注射理論とも呼ば

れている。そして、1938 年 10 月にアメリカで起こった「火星からの侵入」4事件により、

マス・コミュニケーション効果の強力性が再び検証された。 

                                                      

4 「火星からの侵入」は、H.G.ウェルズの原作「宇宙戦争」を脚本家オーソン・ウェルズが

ラジオ向けに脚色したラジオ・ドラマである。1938 年にこの番組がオーソン・ウェルズの

真実味あるナレーションで放送され、火星人が襲ってきた筋書きを本当のニュースと勘違

いした人々が全米で大パニックを起こした。この事件はのちにプリンストン大学のキャン

トリル（Cantril、 1940）らによって詳細な研究を報告されている（田中、 2008）。 
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 前述のように、20 世紀の初期から 1940 年まで、ラズウェルの研究による提唱されてい

るマス・コミュニケーションの強力効果論は当時の主流になった。また、Lazarsfeld, 

Berelson and Gaudet（1944）は、1940 年のアメリカ大統領選挙運動における市民の投票

活動を解明するために、パネル調査5という当時でいえば新たな調査手法を創案し、実証研

究を行なった。そして、分析の結果により、投票過程において、新聞やラジオなどの媒体か

ら政治的な影響を受けて、さらにまだ意見が明確されていない人々にこれを伝達し、彼らの

意見や投票対象の選択に影響を与えるという人物やこの人物によるコミュニケーション過

程の存在を発見した。その後、このマス・メディアと受け手の間に介する人物はオピニオン・

リーダーと定義されて、マス・メディアから情報を受けるオピニオン・リーダーはまたほか

の人々に情報を伝達するコミュニケーション過程を加えて、コミュニケーションの二段階

の流れ仮説（図 3-1）として提出された。 

 Lazarsfeld et al., の調査結果から見れば、マス・コミュニケーションの強力効果説を否

定するとともに、マス・メディアから情報取得したオピニオン・リーダーは、また集団内の

他のメンバーにクチコミで情報提示した結果は、情報の信認度を高め、集団内への情報拡散

に有効な影響を及ぼすことを示唆されている。 

 

                                                      

5 同じ調査対象に対して、一定期間に同じ質問繰り返し答えを求める調査方法である。社

会調査や市場調査によく用いられる。 
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図 3-1 コミュニケーションの二段階の流れ仮説 

注：網付けの円形は、オピニオン・リーダーを表す。 

Katz and Lazarsfeld（1955）をもとに筆者作成。 

 

 以上のように、社会心理学の分野においては、情報の流れについて、マス・メディアによ

る情報伝達の過程中に、受けた情報を再加工するオピニオン・リーダーを通じて、彼らに属

するクラスターのメンバーにクチコミで情報の再発信が生じるという情報の二段階の流れ

が存在することが提唱されている。 

 前述の研究の影響を受け、マーケティング分野においても、新規製品は市場導入される時

に、情報源としての広告と消費者間の対面クチコミ情報の流れに焦点を当てる研究が行わ

れた。Sheth（1971）は、ステンレス剃刀の購入者が参考にした情報源、および購入後の行

動を分析することによって、購入者のうち、クチコミの影響を受けて購入したものは、さら

に別の消費者に該当製品に関するあらゆる情報を伝える可能性が高いことを示した。 

 こうした研究の結果は、情報源と情報の受け手との間に介するオピニオン・リーダーの存

在の重要性を低下させ、商品購買の一般消費者の間にパーソナリティ・コミュニケーション

（クチコミ）を通じて、人から人への情報の流れも存在していることを示しているから、い

わゆる「情報の二段階の流れ仮説」と反する「情報の多段階の流れ仮説」を支持している。 

 消費財市場研究においても、パーソナリティ・コミュニケーションで消費者間の情報の流

マス・メディア

一段：マスコミ 二段：クチコミ
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れが存在することが明確にされたうえで、クチコミを生じる消費者間の関係の解明を問題

としている一連の研究が現れた。Granovetter（1973）は転職した人に対して、誰から情報

を得たかを追跡し、転職した人の大部分が、家族、親友という普段から結び付きの強い相手

ではなくて、疎遠な親戚などのような日頃あまり接触のない者から転職情報を得た現象を

取り上げることにより、「弱い結び付きの強さ（The Strength of Weak Ties）理論」を提示

した。 

 「弱い結び付きの強さ理論」をモデル化してみると、世の中に家族や親しい親友など頻繁

に接触している強い結び付きは閉ざした「クリーク」を多数形成し、この結び付きが強いほ

どクリークの内的情報交換が活発であり、意思決定への影響も大きくなるものの、クリーク

間の情報交換は自主的に実現できない（Brown and Reingen , 1987；Reingen and Kernan, 

1986）。そうだとすれば、日頃あまり接触のない者との弱い結び付きは複数のクリークの「構

造空隙」6に「ブリッジ」（bridge）を形成し、個々のクリークの結合を促し、クリーク間の

情報交換について橋渡しの役割を果たしている（Burt, 1992）。情報伝達の範囲という観点

から見れば、弱い結び付きによるクチコミが強い結び付きのクリークの壁を越えて、より広

大な情報交換のクラスターの形成を促している。しかし、対面クチコミの効率性が低いため、

強い結び付きにより形成するクリークは世の中に多数に存在していることに対して、この

多数のクリークの結合に役立つブリッジの数（弱い結び付き）は現実世界において、極めて

わずかな程度といっても過言ではない。 

以上のような課題への解決策が本格的に検討されるきっかけは、インターネット技術の

発展によるバーチャル世界でネットユーザーの間に新たな弱い結び付きの形成が発見され

たことである。 

20 世紀の 80 年代、パソコン通信の発展とともに、「コンピューターを媒介としたコミュ

ニケーション（CMC: Computer Mediated Communication:）」という発想が成り立ち、続

いて、90 年代に入ると、WWW 技術の登場によって、ネット上で情報の検索や閲覧が可能

となった。加えて、商用のインターネット接続サービスも一般企業、および個人に対して、

提供されつつあった。ネット上のユーザー達の間に社会的ネットワークの構築、双方向的な

コミュニケーションの実現が可能となったのは、90 年代後半に SNS と称されるソーシャ

ル・ネットワーキング・サービスの提供が契機である。ネットユーザーは代表的な SNS と

言われている Facebook、Twitter に登録し、個人プロファイルを作成し、他のユーザーを

フレンドに追加できる。人種、性別、距離などの制限を超えて、現実には見知らぬ人にもか

                                                      

6 Burt（1992）は強い結び付きにより、形成される閉鎖的なクリークとクリーク間のすき

間を「構造空隙」と呼び、さらに、構造空隙に直面する者は異なるクリークからの資源を

利用し、結び付ける有利な立場にあるという（濱岡・里村、 2009）。 



36 

 

かわらず、共通の嗜好や関心を持つユーザーグループへの参加もできるようになる。現実の

世界において、全く見知らぬ人たちが SNS を通じて、形成している関係性はまさに弱い結

び付きといえるであろう。 

 したがって、「弱い結び付きの強さ理論」に基づいて、ソーシャル・ネットワーキング・

サービスの発展とともに、より多くの人々がインターネット上に形成してきた弱い結び付

きの背景を含め、「弱い結び付きの強さ理論」のモデル化の表示、および本論の研究対象、

研究クラスターの結成への合理的な解釈を示すと、図 3-2 のように整理される。 

 

図 3-2 「弱い結び付きの強さ理論」のモデル化 

注：クリークは強い結び付きによる形成される閉鎖的な集団と示している。 

クリーク間の矢印はネットを介する弱い結び付きと示している。 

クリーク間のすき間は構造空隙と示している。 

 

3.3 財の有形性 

消費者行動に関する一般的な定義として認識されているのは Engel, Blackwell and 

Miniard（1995）の定義である。すなわち、消費者行動とは、経済的財貨およびサービス

の獲得や使用に直接関連する個人の諸行動であり、それらの行動に先行し、行動を決定す

る一連の意思決定過程も含む（神山, 1997）。以上の定義の中に、消費の対象となる財は経

済的財貨とサービスに区別されるのは、従来の経済学の研究において、「財には財貨

クリークF

クリークG クリークJ

クリークH クリークI クリークK クリークL

「構造空隙」

「構造空隙」

クリークA クリークD

クリークB クリークC クリークE

「構造空隙」
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（goods）とサービス（services）の二種類がある。財貨とはリンゴや靴のような有形の財

であり、サービスとは理髪のような無形の財である」といった典型的な定義に基づくから

である（熊谷・篠原, 1980：p.167）。 

経済的財貨は経済的用途によって、有形財は生産財と消費財に大別されることになり、

さらに、消費財は耐久期間によって、耐久財、半耐久財、非耐久財に分けられるように、

ある明瞭な分類基準に従い、経済的財貨への認識も深化されつつある。また、サービス産

業の発展とともに、サービスの概念化とその分類基準について、特にマーケティング研究

の領域において、数多くの研究者の関心が寄せられてきた。 

サービス業でのマーケティングの必要性を論じる最初の研究といえば、Converse

（1932）の研究が挙げられるが、実際にサービス・マーケティングの概念化、およびその

必要性を唱え始め、研究成果が発表され始めたのは 1960 年代になってからである（e.g., 

Regan, 1963；Judd, 1964；Rathmell, 1966；山本, 1998）。1960 年、AMA（American 

Marketing Association）はサービスを「販売のために提供されるか、財貨の販売に関連し

て提供される行為、便益、および満足」であると定義した（坪井明彦, 2002：p.67）。その

後、Judd（1964）は、AMA の 1960 年の網羅的な定義ではサービスの範囲を正確に表す

ことができないと主張し、財の所有権の移転という観点を加えて、サービスを「有形商品

の所有権の移転以外を対象とした企業および企業家の市場取引」であると定義した

（Judd, 1964：p.59）。彼の定義によると、サービスを想定する場合、有形財と同様に、

取引時点での所有形態、すなわち所有権が移転するのかに着目するべきであるということ

になる。 

70 年代に入ってから、サービスに関する議論の中心はサービス業におけるマーケティン

グの必要性という観点から、サービスに共通する特徴を明らかにすることへと移行してき

た（e.g., Blois, 1974；Bateson, 1977；Sasser, Olsen and Wyckoff, 1978；Zeithaml, 

Parasuraman and Berry, 1985）。Zeithaml et al., （1985）は、当時のサービスの特徴の

解明を巡って、論じている 43 本の関連論文を調査した結果より、サービスの特徴につい

て、すべての論文が無形性（Intangibility）を共通に指摘しているが、その一方で、品質

の変動性（Quality Variability）、消費と生産の同時性（Inseparability）、消滅性

（Perishability）がサービス特有の特徴として、多くの研究者に指摘されていることを明

らかにした（山本, 1998：p.22；坪井, 2002：p.71 ）。Lovelock and Wright（1999）は、

サービスの 4 つの特性、特に品質の変動性と消費と生産の同時性という特徴を踏まえた上

で、顧客がサービスを消費する過程中に知覚するリスクを「サービス・コスト」と称し、

さらに、サービス・コストは金銭的なコスト（サービスの直接の対価、その他の金銭的コ

スト）と非金銭的コスト（時間的コスト、身体的コスト、心理的コスト、感覚的コスト）
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により規定されることを提唱している。また、鄭（2007）は、サービスの消費と生産の同

時性と消滅性について、サービスを消費する時に、それが時間と空間を超えて存在するこ

とができず、サービス主体とサービス対象との間において、特定の時間と特定の空間に存

立する一過性のものであることを述べた。つまり、有形財は生産、流通、消費の各段階に

より、それぞれ異なる時間と空間で行われることに対して、サービスの生産と消費は時間

と空間に対して不可分の関係にあるといえる（蘇, 2015）。 

本論では、サービスの定義、特徴、およびその分類基準を議論している関連研究を踏まえ、

特に上記で言及したサービスの 4 つの特徴に関する指摘により、サービス・コストの高低

とサービスの持続時間の多少によって、異なるサービス財間の差異を捉えることとする。な

お、本論において、「有形財」を論じる場合、産業財ではなく、一般の消費財を意味してい

る。例えば、よくネット上で購入される医療品、家電製品、および化粧品などの製品カテゴ

リーが挙げられる。また、サービスを論じる場合、サービス業という産業構造の全体を対象

にするという意味ではなく、直接市場で交換される一般的な無形の財という狭義の意味で

扱いたい。例えば、ネットを通じて、購入することが可能である観光ツアー、宿泊サービス、

および航空券などが無形財の例として挙げられる。そこで、言葉の表現による意味の混同を

避けるために、本論では「サービス」ではなく、有形財の対応語である「無形財」というタ

ームを用いる。 

3.4 中国の大衆消費社会の形成過程における消費者行動の変遷 

ミクロ経済の理論より、合理的消費者の購買決定は予算により制約されることが分かっ

ている。そのため、消費者行動の特徴を捉える時に、当時の社会類型、消費構造、および経

済体制などの所得水準を制約する要因について考慮することは不可欠だと思われる。 

 社会類型は多様に説明されている。例えば、経済学者 Rostow（1960）は、すべての社会

がその経済発展の度合いによって、①伝統的社会、②離陸のための先行条件の整備期、③離

陸期、④成熟への先進期、⑤高度大衆消費社会、の 5 つの段階のいずれかにあたると指摘し

ている（Rostow, 1960：p.195）。経済心理学者 Katona（1964）は、大衆消費社会の特徴を

「豊かさ」、「消費者の力」、「消費者心理の重要性」の 3 つに整理した。また、所得水準とい

う関数だけでなく、経済成長に対する消費者およびその消費動向の影響力、また消費者の購

買意欲の多くを左右している動機、態度、および期待などの要因をも重視すべきことに言及

している（神山, 1997）。 

アメリカ、西欧諸国、および日本より、数十年も遅れている中国の大衆消費社会の形成と

その特徴は明確である。1978 年から、中国は「全人民生活の改善、向上」を目的とする「市
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場経済」という国策を導入したことにより、1980 年代の後半から、高度経済成長を果たし、

都市部において大衆消費社会が形成された。しかし、アメリカ、西欧諸国、および日本など

がいち早く大衆消費社会に突入した象徴は「自動車の普及」であったが、中国では「カラー

テレビなどの情報型耐久消費財の急速な普及」であった（山本, 1989；常松, 1997；李, 2004：

p.5）。 

 このような状況から、李（2004）は中国と世界の先進諸国との大衆消費社会の形成過程

の差異、および大衆消費社会の形成過程における中国の消費者の購買行動と意識の変化を

考察した。まず、調査対象として選定した北京市の消費者の購買行動と情報探索行為を把握

するため、情報志向、購買スタイル、生活目標、社会・経済的要因、といった 4 つの要因の

測定のためのアンケート調査を行い、次に、回収された 275 名の回答者のデータを数量化

Ⅲ類で分析した。その結果により、回答者を情報志向・品質訴求型（33.9％）、非情報志向・

品質訴求型（3.6％）、非情報志向・価格志向型（50.8％）、情報志向・価格訴求型（11.7％）

の 4 つのタイプに分類することができた。数量化されたサンプルスコアにより、男性（51.2％）

は情報志向型・価格訴求型、女性（56.8％）は非情報志向型・価格訴求型、25 歳から 29 歳

までの回答者は（43.7％）情報志向・品質訴求型、40 歳から 45 歳まで（63.7％）の回答者

は非情報志向・価格訴求型など、情報探索と購買特性における性別、年齢の差があることを

示し、当時の大衆消費社会を形成しつつある中国の消費者を類型化することができた。 

 また、文化社会学者 Bell（1973）は経済部門が工業、加工業から情報開発技術の発展に

よって、進化を遂げたサービス業に移行することを遂行したアメリカを「脱工業社会」と呼

び、社会が、「前工業社会（資源依存的）」を経て「工業社会（エネルギー依存的）」から「脱

工業社会（情報依存的）」にまで移行するというような線形型に発展することを提示した。

Bell の研究で指摘されるように、「所得水準」、「消費者の心理」に次いで、労働集約型、資

本集約型社会から知識集約型社会への転換過程における情報技術の向上に伴う「意思決定

ルートの構築」は極めて重要な役割を果たすことが認識されている。 

その後、Bell からの指摘のとおり、1990 年代に入ると、WWW 技術の登場によって、ネ

ット上で情報の検索や閲覧が可能になった。加えて、商用のインターネット接続サービスも

一般企業、および個人に対して、提供されるようになった。このような情報技術が急速に発

展を遂げたことに伴い、リアル店舗だけでなく、ネット上で買い物することが可能になった

り、Facebook などの SNS で、リアル社会では見ず知らずの相手同士でも、共通の嗜好を

有する商品への評価、情報交換が行われたりするなど、消費者の実際の購買行動とその情報

探索ルートが新たな進化を遂げた。 

濱岡・里村（2009）は、中国について、近年の急速な経済発展、情報化の進展が見られる

ものの、その消費者行動などについての研究は極めて限られていることを指摘した。加えて、
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日本、米国、中国の消費者はネットの利用経験、ネット・クチコミの発信、情報源の利用な

どの点において、差があるかどうかを考察した。結論として、中国の消費者がネット・クチ

コミの受発信に積極的であることを見出したため、李（2004）の研究の示唆、つまり、日本

より数十年も遅れて大衆消費社会が訪れているにもかかわらず、インターネット上の情報

探索活動は、日米よりも積極的であることを支持する結果を得た。 

近年の中国の社会類型の特徴と消費者行動の変化にとって、程・谷村（2012）は、中国に

おける大衆消費社会の特徴は、特に日本と比べて、情報獲得の即時化（電子商取引「E コマ

ース」）の急速な発展と情報化社会の発展により支払い手段の多様化があることを指摘して

いる。 

 本論では、以上の関連研究を前提とした。その中から、李（2004）と濱岡・里村（2009）

の実証研究の示唆に従い、大衆消費社会に入り、しかも、社会情報化の構造もかなりの発展

を遂げた現代中国社会の消費者を研究対象に選定した。 
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第二部 実証的考察 

第 4 章 実証研究 1： 

ネットショッピングをする消費者の個人属性 

―情報源をネット・クチコミに特定する場合― 
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4.1  既存研究 

コミュニケーションの歴史をさかのぼると、クチコミについては、マス・メディアが誕

生する前の、極めて限られた時間空間の中で、基本的な情報交換を行なうための最も原始

的なコミュニケーション形態であると認識されている（蘇, 2015：p.1）。新聞、雑誌、ラ

ジオ放送、テレビ放送などの媒体が開発されたことに伴い、企業は常に単方向的に消費者

へ多種多量の情報を伝達することが可能となり、大衆消費社会の到来を準備した。しかし

ながら、近年、インターネット技術の発展につれ、SNS、ブログなど、消費者自らが情報

やコンテンツを制作し、発信する消費者発信型メディア（CGM: Consumer Generated 

Media）手段の普及により、従来の企業からの単方向発信には限定されなくなった。企業

と消費者の間、および消費者間の相互作用も一層密になり、消費者はインターネットを用

いて時間空間の制限を超えて他の取引参加者と情報を交換できるようになった（濱岡, 

2006）。 

ネット上での消費者間の情報交換活動はネットショッピングユーザーの購買行動に及ぼ

す影響性の現状とその程度について、例えば、中国インターネットセンター（China Internet 

Network Information Center）（以下、CNNIC）が 2016 年 6 月 22 日に公表している「中

国におけるネットショッピング市場研究報告（2015 年度）」によると、ネット・クチコミ

（77.5％）、価格（72.2％）、サイト、店舗の信用と評判（68.7％）の 3 点がネットショッピ

ングユーザーの購入の決定をする際に最も重視されているものである。同報告によると、ネ

ット上での双方向的コミュニケーションの影響を受けている消費者の購買行為の状況につ

いて、2015 年、中国の BtoC-EC 市場の規模は前年より 33.3％拡大し 3 兆 8 千億元となっ

た。そのうち、実物商品のデジタル取引額は前年比 31.6％増で、3 兆 2 千億元になり、サー

ビス商品（例えば、観光、チケットなど）のデジタル取引額は 2014 年より 33.3％上昇し、

6349 億元になった。このように、中国の大多数の消費者にとって、実物商品、あるいはサ

ービス商品を購入する際、ネットショップは欠かせない選択肢になりつつある。 

クチコミは人の態度変容に影響を与えるというコミュニケーション効果の初期研究を始

めとして（Knower, 1936；Hovland, 1951）、Katz and Lazarsfeld（1955）は食料品、映

画鑑賞、およびファッションへの購買行動といった様々な分野を対象にして、異なる情報

源のブランド・スイッチング行動への説得効果について、実証研究を行った。その結果、

クチコミの説得力は新聞と雑誌広告の 7 倍、ラジオ広告の 2 倍であること、つまり、パー

ソナル・コミュニケーションとしてのクチコミの説得力は全般的に強いことが見出され

た。クチコミ効果研究に関して、Brooks（1957）は企業のマーケティング活動におけるク

チコミの重要性を主張しており、クチコミは、製品の販売促進のための広告手法の 1 つと

して、広告および人的販売と組み合わせて活用可能であると指摘している。クチコミ影響
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の規定要因の検討（濱岡, 1994）、ネット・クチコミの伝播ルートと効果の分析（宮田・池

田, 2008）、CGM における消費者発信型情報が実際の購買意思決定プロセスに与えている

影響力の吟味（清水, 2013；菊盛, 2015 ）等の研究が提出されている。また蘇（2015）は

刺激-生体-反応型 （S-O-R：Stimulus-Organism-Response）消費者行動の情報処理型モ

デル（Mehrabian and Russell, 1974）の示唆に基づき、ネット・クチコミが消費者心理

に与える影響のメカニズムの解明を目的とする研究を行っている。以上のように、様々な

視点から、クチコミ理論研究の方向を明示するような先行研究が積み重ねられている。 

クチコミを利用する消費者の個人属性を中心に論じている関連研究を調べてみると、主

に異なる情報源による受信者の情報探索行為、クチコミ情報の発信者の特性（オピニオン

リーダ、市場の達人など）、およびクチコミ、ネット・クチコミの発信者と受信者間の関

係性を巡って、関心を寄せている研究が数多く蓄積されてきた。しかし、情報源をネッ

ト・クチコミに絞る場合のネットショッピングをする消費者の個人属性（ネット・クチコ

ミの受信者）を明らかにしている既存研究は乏しい。 

したがって、以上の問題意識を抱きながら、本章では、BtoC-EC 市場が著しい発展を遂

げている中国のネットショッピングをする消費者を研究対象に定めた。購買前の情報探索

過程において、情報源をネット・クチコミに特定する場合、彼らの個人属性を性別、年

齢、学歴などの人口統計的要因を説明変数に用い、実証実験の研究方法で、明らかにする

ことを試みる。これによって、情報源という外部要因を一定にさせること、つまり、ネッ

ト・クチコミに特定することを前提として、中国消費者のネット上での購買行為の規定要

因を人口統計的要因の視点からアプローチすることを本章の目的としている。 

4.2  理論仮説 1 にもとづく検証項目の提唱 

消費者の意思決定プロセスの解明に関するには、研究を情報探索の方向性（能動的、受動

的）と情報処理能力の差という視点によって、従来から数多くの研究者が論じてきた（e.g., 

Mehrabian and Russell, 1974；Bettman, 1979；Petty and Cacioppo, 1986）。以上の研究

から得た知見に従い、Bloch, Sherrell and Ridway（1986）は、消費者の外部情報の探索行

為を購買前探索（Prepurchase Search）と継続的探索（Ongoing Search）とに分類し、情

報探索量と情報探索の積極性はより良い購買意思決定と購買後の満足度に影響を与えるこ

とを明らかにしている。したがって、本章において、ネット通販を利用する傾向の程度は、

ネット・クチコミを積極的に検索するかどうかによって規定されると考えている。 

 また、個人差要因はネットショッピングをする傾向に与える影響に焦点を当てている研

究について、例えば、陳（2019）は、台湾においてネットショッピングをする傾向に影響を
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与える消費者の個人属性を識別する結果によって、性別、年齢、職業、および月収などの個

人属性はネットショッピングをする傾向と関係ないことが示された一方、学歴が高ければ

高いほど、特に大学という学歴も持っている被験者がネットを通じて、より積極的な購買傾

向があることが示唆されている。 

章・甄・张（2016）は、南京居民のネット上の購買行為、特に書籍や衣料品の購入傾向

（オンライン通販）と消費者の個人属性間のつながりについて考察した。結果では、年齢が

若く、学歴が高く、および月収が多いほど、オンライン通販を利用して、書籍や衣料品を購

入する傾向が高くなることを示唆している。 

陳・欧陽（2018）は中国の有機農産物を対象とするネット上の購買行為傾向に影響を与

える個人属性の明確について、実証的研究を展開した。その分析結果によると、性別、年齢、

および学歴の影響性が確認されなかった。しかし、職業によって、有機農産物のネット上の

購買傾向も異なっていることが示されている。具体的には、教育と医療とに関わる仕事に従

事している消費者は、公務員、サラリーマン、自由業などの消費者より、よくネットを通じ

て、有機農産物を購入する行動傾向が示されている。 

次に、日本国内におけるオンライン通販の利用傾向と消費者の個人属性間との関連性の

解明について、例えば、正田・塚田（2001）は、インターネット・ユーザーにおける、オン

ライン購買経験者（オンライン・ショッパー）と非購買者（ノン・ショッパー）の相違につ

いて、先行研究を参考に 6 つの仮説をたて、インターネット上でアンケート調査を行った。

検証の結果によると、オンライン・ショッピング経験率と諸属性の関連度は、人口統計的変

数よりもライフスタイル変数の方が高いという仮説が検証不能となったことが示されてい

る。 

また、鬼塚・星野・橋本・九鬼（2013）は、中山間におけるインターネット利用者の地域

意識を明らかにするため、インターネット利用タイプ間の比較分析を行った。それで、ソー

シャル・メディアユーザーの年代別特徴について、20 歳未満と 60 歳代、20 歳代と 60 歳代

との間で有意差があることを実証した結果より、60 歳代以上の SNS 等利用者は、20 歳代

以下と比較して地域に対する関心が強いことがわかったと指摘している。 

中野・近藤（2019）は、消費者の日用消費財のオンライン購買傾向に関する時系列変化と

その影響要因について、潜在成長曲線モデルを用いてモデル化を行った。その結果では、特

に内的要因としてのデモグラフィック変数の作用効果について、オンライン購買を行いや

すい消費者には、一度に多くの日用消費財を買い、女性高齢層で子供の人数が少ないといっ

た消費者属性が関係することを示唆している、などの研究が挙げられる。 

以上の議論より、実証研究 1 では、中国の BtoC-EC 市場において、情報源をネット・ク

チコミに特定する場合、ネットショッピングを利用する傾向と個人属性間の関連性を明ら
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かにするため、以下のような検証項目を提唱する。 

1-1 ネットショッピングを利用する傾向が性別、年齢、学歴、月収、職業、および居

住地域によって、差異がある 

4.3  調査概要 

 実証分析の目的は、主に 2 つある。1 つは、独立性の検定（カイ 2 乗検定）を用い、被

験者の個人属性間の相関関係があるか否かを明らかにすることと、もう 1 つは、母比率の

差の検定を行うことによって、回収された標本データの個人属性から母集団の特徴を推測

していくことである。 

本論では、消費者の外的な表層の様子を記述することが目的であるため、アンケート 1

における調査票前半部分の質問項目の設定は主にデモグラフィック変数を中心に工夫して

いる。したがって、本論の中で、消費者の個人属性を言及する場合には、デモグラフィッ

ク変数を意味している。また、ネット・クチコミの受信者は、同時にネット・クチコミの

発信者となることが考えられるものの、本論では、主に受信者の特性を中心に検討するた

め、消費者に言及する場合には、ネット・クチコミの受信者のみを意味している。 

4.3.1 測量尺度 

本研究は Peter and Olson（2008）と张・李・高（2015）の既存尺度に基づき、被験者

の個人属性を性別、年齢、学歴、月収、職業と居住地域は以下のように、測定する。 

調査票前半部分における質問項目の構成は、以下のとおりである。まず、被験者のネッ

トショッピングをする経験の有無を識別する（経験有＝1、経験無＝2）。その次に、情報

源をネット・クチコミに特定できることを操作するため、「あなたはこの間にネットショ

ッピングをした時に、ネット・クチコミを参考したうえで購入した商品名を書いてくださ

い」というような識別項目も設けている。最後、被験者の人口統計的変数は、性別（男性

＝1、女性＝2）、年齢（22 歳以下＝1、23～30 歳＝2、31～39 歳＝3、40 歳以上＝4）、学

歴（大学以下＝1、大学＝2、大学以上＝3、その他＝4）、月収（平均）（2000 元以下＝1、

2000～3999 元＝2、4000～5999 元＝3、6000～7999 元＝4、8000～9999 元＝5、10000

～14999 元＝6、15000 元以上＝7）、職業（公務員＝1、教員＝2、会社員＝3、自由業＝

4、自営業＝5、NPO＝6、弁護士/医者＝7、学生＝8、主婦＝9、その他＝10）、および居住

地域（東北地域＝1、西北地域＝2、西南地域＝3、華北地域＝4、華中地域＝5、華東地域

＝6、華南地域＝7）によって、測定する。 
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4.3.2 データの回収と概要 

 アンケート調査①（前半部分）の対象（母集団）は、中国においてネットショッピングを

する消費者であることを想定している。（1）サンプル抽出のランダム性、（2）一定のサンプ

ルサイズ、（3）居住地域への操作する効果を確保するため、本調査では、中国国内において、

研究者および一般企業によく利用されているコンサルティング会社にサンプル抽出の作業

を依頼した。 

調査は 2017 年 12 月 11 日から 12 月 19 日間の約 1 週間にわたり実施し、総計 1068 人

分のデータを回収することができた。ネットショッピングをする経験がない、ネット・クチ

コミを検索にしないと回答していた対象外となるサンプルと、回答項目の欠落による欠損

値が出るサンプルを取り除いた結果、有効回答数は 844、有効回答率は 79.03％となった。 

2016 年 8 月 15 日に中国インターネットセンター（CNNIC）が公表した「第 37 回中国

におけるインターネットの利用に関する統計報告」によれば、2016 年 6 月末時点のイン

ターネット利用者の男女比率は 53：47 で、同時期の全国の人口男女比 51.1：48.8 とほぼ

同様の比率となっている。また、インターネット利用者の年齢構成について、10～19 歳

（20.1％）、20～29 歳（30.4％）、30～39 歳（24.2％）、つまり 10～39 歳（74.7％）の若

年層は他の年齢層と比べてインターネットを多く利用する傾向がある。学歴別に見ると、

小学校（14.3％）、中学校（37.0％）、高校（28.2％）、専門学校（8.9％）、大学・大学院

（11.5％）となっており、インターネットの利用可能性と学歴との相関関係がないとは言

い切れないものの、完全な線形関係ではないと判断される。さらに、インターネット利用

者の月収別比率に関しては、2001～3000 元（16.2％）と 3001～5000 元（22.7％）の収

入層に属する被験者が最も多いことが分かる。 

上述の既存調査の結果を踏まえたうえで、本論の研究対象となるネットショッピングを

する消費者の特徴とインターネット利用者の特徴との違いを明確にするため、今回の調査

により入手したデータについて比率集計を行った。表 4-1 は、ネットショッピングをする

消費者（回答者）の特性についてカテゴリー別に集計したものである7。 

                                                      

7 今回のアンケート調査の質問に対する被験者の回答の取り方は選択回答法である。した

がって、年齢、月収、居住地域、および頻度などを尋ねる質問項目を選んでもらうように

設置している。そのため、外れ値の存在もあり得るが（40 歳以上を選んだ被験者は 60 歳

代、70 歳代の可能性もある）、データの制約上、見分けることはできない。また、データ

の集計と分析にあたり、居住地域を『中国統計年鑑 2013 年版』における地区の総生産と

いった指数に基づいて、発達地域（東北、華中、華東、および華南地域）と非発達地域

（西北、西南、および華北地域）とに分類し、月々安定した収入をもらえるかどうかとい

う基準に基づき、公務員、教員、会社員、医者などに安定的職業、これに対して自由業、

自営業、NPO、学生、主婦などを不安定的職業と定義している。 
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表 4-1 デモ変数の比率集計 

デモ変数 質問項目 度数 (n＝844) 相対度数（％） 

性別 
1. 男性 353 41.82 

2. 女性 491 58.18 

年齢 

1. 22 歳以下 50 5.924 

2. 23〜30 歳 326 38.63 

3. 31〜39 歳 335 39.69 

4. 40 歳以上 133 15.76 

学歴 

1. 大学以下 173 20.50 

2. 大学 591 70.02 

3. 大学以上 78 9.242 

4. その他 2 0.237 

月収 

1. 2000 元以下 38 4.503 

2. 2000～3999 元 109 12.92 

3. 4000～5999 元 213 25.24 

4. 6000～7999 元 189 22.39 

5. 8000～9999 元 139 16.47 

6. 10000～14999 元 120 14.22 

7. 15000 元以上 36 4.265 

職業 

1. 公務員 37 4.384 

2. 教員 57 6.754 

3. 会社員 577 68.37 

4. 自由業 21 2.488 

5. 自営業 23 2.725 

6. NPO 63 7.465 

7. 弁護士/医者 14 1.659 

8. 学生 37 4.384 

9. 主婦 5 0.592 

10. その他 10 1.185 

居住地域 

1. 東北地域 64 7.583 

2. 西北地域 28 3.318 

3. 西南地域 49 5.806 
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4. 華北地域 169 20.02 

5. 華中地域 95 11.26 

6. 華東地域 300 35.55 

7. 華南地域 139 16.47 

性別については、前述したインターネット利用者の男女比率の結果と異なり、男性

（41.825％）より女性(58.175％)のほうが多くなっている。また、年齢構成は、23～30 歳

（38.626％）、31～39 歳（39.692％）が多数を占めており、定職に就いていて、月々安

定した収入を得る年齢層の消費者についてはネットショッピングをする傾向が強いことが

分かる。学歴については、専門学校以下（20.498％）、いわゆる低学歴層より大学以上

（79.266％）、いわゆる高学歴層のほうがネットショッピングをする傾向が高い。月収に

ついては、4000～5999 元（25.237％）と 6000～7999 元（22.393％）の収入層が全体の

ほぼ半数を占めており、インターネット利用者の月収よりも若干多いことが確認できる。

居住地域に関しては、中国では非発達地域と認識されている西北地域、西南地域、と華北

地域よりも、発達地域である東北地域、華中地域、華東地域、華南地域の消費者の方がネ

ットショッピングをする傾向が強いことが見られる。 

以上の結果から、ネットショッピングをする消費者は性別（女性）、年齢（23 歳～39

歳）、学歴（大学以上）、および居住地域（発達的地域）の項目において、インターネット

利用者との異なる特徴が見出された。 

4.4  分析結果 

4.4.1 相関関係の有無 

クラメールの連関係数の算出過程は、以下のとおりである。まず、クロス表の縦のアイ

テムにおける縦計の各カテゴリーデータの割合や横のアイテムにおける横計の各カテゴリ

ーデータの割合が同じとなる時、クロス表の縦と横のアイテムの相関がないというのがカ

イ 2 乗検定の考え方である。そして、この条件に満たす縦計の人数と横計の人数を掛け、

全人数で割ることによって求められるのは期待度数と言う。そして、式（1）のように、

各セルの実測度数と期待度数の差の 2 乗を期待度数で割る値の合計がカイ 2 乗（χ2）とな

る。 

𝜒2 = ∑
（実測度数−期待度数）

2

期待度数
                                            （1）      

これを用いて、（2）式によりクラメールの連関係数が算出される（ここで、n、r、c
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は、それぞれサンプル数、行数、列数を意味している）。 

 

Cramer's V=√
𝜒2

𝑛×𝑚𝑖𝑛([𝑟、𝑐]−1)
                                              （2）  

クラメールの連関係数による変数間の関係の強弱を判定する客観的基準はないが、本論

では一般的に用いられる経験則 6)により判断した。 

本節では、独立性の検定により、15 組を用いた個人属性間の相関関係の有無について検

証する。結果を表 4-2 に示す。 

 表 4-2 個人属性間の相関関係8 

組数 変数組 
基本統計量 

自由度 χ2 値 クラメールの連関係数 p 値 

1 

性別 

年齢 3 21.04 0.158 0.000** 

2 学歴 3 1.514 0.042 0.824 

3 月収 6 26.69 0.178 0.000** 

4 職業 9 16.48 0.141 0.036* 

5 居住地域 6 9.049 0.104 0.171 

6 

年齢 

学歴 9 61.65 0.156 0.000** 

7 月収 18 284.32 0.335 0.000** 

8 職業 27 36.13 0.120 0.053 

9 居住地域 18 37.04 0.121 0.005** 

10 

学歴 

月収 18 182.83 0.233 0.000** 

11 職業 27 56.97 0.131 0.004** 

12 居住地域 18 30.68 0.095 0.163 

13 
月収 

職業 54 43.42 0.093 0.661 

14 居住地域 36 61.45 0.110 0.005** 

15 職業 居住地域 54 61.74 0.111 0.088 

 注：*、**はそれぞれ有意水準 5％、1％で有意的に差があることを示している。 

                                                      

8 Cochran（1954）はカイ 2 乗検定の適用基準として、期待値が 5 未満のセルがクロス表

全体の 20％以上になってはいけないことを指摘している。本研究では以上の基準にもとづ

き、すべての関係があると判断された変数組の独立性の検定結果を確認した。結果は、学

歴×職業の以外に、残りの 14 組の分析結果は以上のカイ 2 乗検定の適用基準を満たすこと

が示されている。 
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表 4-2 の結果により、性別と年齢（1 組）、月収（3 組）、職業（4 組）、年齢と学歴（6

組）、月収（7 組）、居住地域（9 組）、学歴と月収（10 組）、職業（11 組）、月収と居住地

域（14 組）、の 9 つの組の変数間に相関関係があることが明らかになった。また、クラメ

ール連関係数の大小により、年齢と月収の相関関係（r＝0.335）が最も強いことも示され

ている。 

4.4.2 母比率の差の検定9 

 母比率の差の検定を用いて検証した結果について、主に二つの部分に分けて以下に説明

する。理由として、性別（男女）、学歴（高低）、職業（安定性）10、居住地域（発達性）

といった変数は一定の基準に従って比較組を明確に分別できるのに対し、年齢、収入とい

った変数については比較可能な客観的な基準がないことが挙げられる。したがって、本論

では年齢と収入への分析結果については年齢高低の比較や、収入多少の比較ではなく、各

年齢段階、または月収段階において、変数群、群Ⅰと群Ⅱの差、更に大小関係まで明らか

にすることによって、年齢、収入などの変数の変化の臨界点をみつけることとする。 

性別、学歴、職業、居住地域といった変数の分析結果を以下の表 4-3 で示す。 

 

 

 

 

 

 

                                                      

9 母比率の差の検定とは、母集団から抽出された標本（サンプル）の比率から母集団の比

率を推測する統計的仮説検定の方法である。本研究では、従属関係にある場合の母比率の

差の検定（クロス集計異集団）を用い、以下の公式、即ちΤ =
�̅�1−�̅�2

√Ρ̅(1−Ρ̅)(
1

𝑛1
+

1

𝑛2
) 

 但し、Ρ̅ =

𝑛1Ρ̅1+𝑛2Ρ̅2

𝑛1+𝑛2
 にもとづき、求める検定統計量によって、母集団における各標本集団間の比率

の差の有意性を検定する（菅、2010）。 
10 職業の安定性は月々固定的な収入があるか否かによる分類し、現住地の発達程度は「中

国統計年鑑 2013 年版」における地区の総生産と指数に基づいて、現住地を発達性によっ

て分類した。（出所：www.spc.jst.go.jp/statistics/stats2014/index.html） 
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表 4-3 母比率の差の検定結果（性別、学歴、職業、居住地域） 

変数組                  
基本統

計量 
群Ⅰ 群Ⅱ 

両側検定 片側検定 

（帰無仮説：比率に有意

な差がない） 

（帰無仮説：群Ⅰが群Ⅱよりも有

意に小さい） 

    男性 女性 判定 判定 

性別 
n 353 491 

4.587** -4.587** 
比率 0.418 0.582 

  低学歴 高学歴 判定 判定 

学歴 
n 173 669 

14.471** -14.471** 

比率 0.205 0.793 

                               非安定                 安定        判定 判定 

職業 
n 86 748 

18.190** -18.190** 
比率 0.102 0.886 

  非発達 発達 判定 判定 

居住 

地域 

n 246 598 
11.264** -11.264** 

比率 0.291 0.709 

注：*、**はそれぞれ有意水準 5％、1％で有意的に差があることを示している。 

 差の両側検定により、性別の男女、学歴の高低、職業の安定性または不安定性、居住地

域の発達性また不発達性のそれぞれに対して 2 群の差があるか否かを判断する。差の片側

検定により、差がある 2 群の具体的な大小関係も明らかにすることもできる。以上の分析

結果からみれば、性別、学歴、職業、居住地域の 2 群比較では、有意な差があって、しか

も、大小関係も明確化されているため、母比率への推定および検証項目の検証も可能にな

る。 

次に、年齢、月収といった変数の群Ⅰと群Ⅱの分析結果を表 4-4 で示している。 
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表 4-4 母比率の差の検定結果（年齢、月収） 

変数組 質問項目 

基本統計量 両側検定 片側検定 

n 比率 
（帰無仮説：比率に

有意な差がない） 

（帰無仮説：群Ⅰが群

Ⅱよりも有意に小さ

い、または多い） 

年 

齢 

組 

Ⅰ 22 歳以下（小） 50 0.592 
11.606** -11.606** 

Ⅱ 23〜30 歳 326 0.386 

Ⅰ 23〜30 歳 326 0.386 
9.984** 9.984 

Ⅱ 31〜39 歳 335 0.397 

Ⅰ 31〜39 歳（大） 335 0.397 
8.334** 8.334** 

Ⅱ 40 歳以上 133 0.158 

月 

収 

組 

Ⅰ 
2000 元以下

（小）        
38 0.045 

5.470** -5.470** 

Ⅱ 2000〜3999 元 109 0.129 

Ⅰ 
2000〜3999 元

（小） 
109 0.129 

5.809** -5.809** 

Ⅱ 4000〜5999 元 213 0.252 

Ⅰ 4000〜5999 元 213 0.252 
0.801   

Ⅱ 6000〜7999 元 189 0.224 

Ⅰ 
6000〜7999 元

（大） 
189 0.224 

2.506* 2.506** 

Ⅱ 8000〜9999 元 139 0.165 

Ⅰ 
8000〜9999 元

（大） 
139 0.165 

11.895** 11.895** 

Ⅱ 10000〜14999 元 120 0.142 

Ⅰ 
10000〜14999 元

（大） 
120 0.142 

5.701** 5.701** 

Ⅱ 15000 元以上 36 0.043 

注：*、**はそれぞれ有意水準 5％、1％で有意的に差があることを示している。 

差の両側検定により、年齢組の第一部分である 22 歳以下（群Ⅰ）と 23 歳～30 歳（群

Ⅱ）、第二部分である 23 歳～30 歳（群Ⅰ）と 31 歳～39 歳（群Ⅱ）、第三部分である 31

歳～39 歳（群Ⅰ）と 40 歳以上（群Ⅱ）と月収組の第一部分である 2000 元以下（群Ⅰ）
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と 2000～3999 元（群Ⅱ）、第二部分である 2000～3999 元（群Ⅰ）と 4000～5999 元（群

Ⅱ）、第三部分である 4000～5999 元（群Ⅰ）と 6000～7999 元（群Ⅱ）、第四部分である

6000～7999 元（群Ⅰ）と 8000～9999 元（群Ⅱ）、第五部分である 8000～9999 元（群

Ⅰ）と 10000～14999 元（群Ⅱ）、第六部分である 10000～14999 元（群Ⅰ）と 15000 元

以上（群Ⅱ）のそれぞれの各年齢層と各月収層における 2 群に比率上差があるか否かを判

断する。差の片側検定により、差がある 2 群（群Ⅰと群Ⅱ）の具体的な大小関係も明らか

にすることもできる。以上の分析結果から見れば、比率上有意な差が出ない月収組の第三

部分である 4000～5999 元（群Ⅰ）と 6000～7999 元（群Ⅱ）を除き、他の組における 2

群にはすべて有意な差があって、しかも、大小関係も明確化されているため、母比率への

推定および検証項目の検証も可能になる。 

4.5  実証研究１のまとめ 

本章では、情報源をネット・クチコミに特定する場合に、中国におけるネットショッピ

ングをする消費者の個人属性の解明を目的とし、先行研究にみられる理論展開および実証

研究をおこない、論述した。また、実証研究 1 の分析結果の一部（表 4-2、表 4-3、表 4-

4）、特にネットショッピングを利用する傾向がどのような個人属性によって、差異がある

ことへの明確性は、第 5 章においてネット上の購買行為に影響を与える個人属性の判別と

いう目的を持っている実証研究 2 の前提となっている。要するに、実証研究 2 において、

ネット上の買物行動に影響を与える消費者の内的要因の検討について、どのような個人属

性を選定するべきなのかを明らかにするのは本論における実証研究 1 の位置づけとなるこ

とが考えられる。 

以上の分析結果によって、検証項目の検証結果は以下の表 4-5 に要約されるとおりであ

る。 

表 4-5 実証研究 1 における検証項目の検証結果 

検証項目 結果 

1-1  ネットショッピングを利用する傾向が性別、年齢、学歴、月収、職業、および居住地域

によって、差異がある 
支持 

理論仮説 1  

H1  消費者の個人属性はネットショッピングを利用する傾向に影響を与える 支持 
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第 5 章 実証研究 2： 

ネット上の購買行為に影響を及ぼす個人属性間の重要性程度の判別 

－性別と年齢の調整効果への検討を含む－ 
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5.1  既存研究 

社会心理学者 Lewin（1935）が提案した人間の行動に影響を与える要因モデル、即ち B

＝f（P・E）という図式によって、人間の行動（Behavior）は、個人差（Personality）と

その時に個人が置かれている社会環境（Environment）との相互作用で規定されている。

このことを含め、消費者行動研究は社会学、心理学、経済学、行動科学等の研究領域の理

論モデル、および方法論を援用しつつ、独自の理論体系を成り立たせてきた。特に 1960

年代に、新行動主義の影響を受け、消費者行動をいかに統合的モデルによって捉えるのか

に関する議論は数多くの研究者の関心を集めてきた（井上, 2012；内田, 2008）。 

 この背景のもとで、消費者の意思決定プロセスが問題意識、代替案の探索、代替案の評

価、購買、購買結果の 5 つの基本的段階から成ることを提唱している EKB モデル

（Engel, Kollat and Blackwell, 1968）、消費者を説得する手段を中心的ルートと周辺的ル

ートという 2 種類のルートによって解釈することを提唱している ELM モデル（精緻化見

込みモデル）と消費者の意思決定プロセスに影響を及ぼす環境要因、個人差要因、および

消費者の情報処理能力、動機付けと関与などの外的要因と内的要因を同時に注目すべきこ

とを強調している EBM モデル（Blackwell, Miniard and Engel, 2006）、などの消費者行

動を統合的モデルな視点によって、捉える発想が溢れてきている。そのうち、代表的な研

究として Howard and Sheth（1969）が提案した S-O-R モデルと環境要因や個人差要因の

影響を強調する EBM モデルが挙げられる。 

まず、消費者の内部要因をブラックボックスとして捉える S-O-R モデルの基本的発想

は、消費者は刺激を受け、一系列の意思決定の結果によって行動することである。ここ

で、S（Stimulus）は外部環境からの刺激、R（Response）は刺激を受けた消費者の反応

を意味している。直接観察可能な S と R に対して、消費者の個人的要因と意思決定プロセ

スから構成されている O（Organism）はブラックボックスとして、消費者の反応の仕方

と実際の購買行為を左右している。また、意思決定プロセスについては、知覚構成体と学

習構成体という 2 つ構成要素が存在し、問題意識、情報探索、選択肢の評価、購買決定、

購買後の再評価という 5 つの段階から成る（井上, 2013；Kotler and Armstrong, 2012；

佐々木, 2012）。 

次に、EBM モデルの誕生背景について、消費者は実際に受動的に刺激を受けるのでは

なく、限界がある情報処理能力にもとづき能動的に商品の選択と情報探索を行うことが明

らかにされている。このことにより、S-O-R モデルの解釈範囲について多くの研究者に疑

問視されてきた（清水, 1999；内田, 2008）。そのため、1970 年代半ばになると、消費者

の個人差要因を説明変数として情報処理モデルの開発と関与の概念の吟味に大きな関心が
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集まった（杉本, 2012）。例えば、消費者の動機づけの論述に重点がおかれる EKB モデル

の改訂版として（Engel, Kollat and Blackwell, 1968）、Blackwell et al.,（2006）は、消

費者の意思決定プロセスにおける各段階の諸変数と環境要因、個人差要因との相互関係を

明らかにする EBM モデルを提案した。EBM モデルによると、消費者の反応を左右する

ブラックボックスの構成要素としての個人的要因と意思決定プロセスは相互に独立せず、

個人差は意思決定プロセスのすべての段階に影響を及ぼす要因として位置づけられている

ことが考えられる（佐々木, 2004）。 

 以上の様々な既存研究を踏まえ、本章では、阿部（2013）による消費者行動の分類体系

を反映した研究の中では購買量、頻度については比較的少ない研究しかなされていないと

いう指摘に従い、ネット上における実際の購買費用と頻度に対する消費者の個人属性（ブ

ラックボックス）の規定効果について、検討を進める。 

5.2  理論仮説 2 にもとづく検証項目の提唱 

 マーケティング戦略を勘案する際に、地理的基準、人口動態基準、心理的基準、および

行動変数基準などの個人的要因によって、同質的な消費者をグループに分けていく方策で

ある市場細分化が極めて重要な役割を果たしている（浅野, 2017：p.83-86 ;Smith, 

1956）。消費者行動研究の初期から、特に直接観察可能な人口統計的要因を説明変数とす

る消費者類型化研究に関して、数多くの成果が蓄積されてきた（阿部, 2013）。 

消費者の購買行動とその意思決定過程に対して、人口統計的要因を説明変数とする作用

効果について焦点を当てている研究では、例えば、Beatty and Smith（1987）のレビュー

でも指摘されているように、外部情報探索に影響する消費者側の要因は人口統計学的要因

（年齢、所得、教育程度）から当該製品の知識、購買経験、判断能力など多岐にわたって

いることが分かっている。消費者の性別、年齢、所得、および教育程度などの個人要因は

彼らのネットでの購買行為にも影響している（Bellman, Lohse and Johnson, 1999）。阿

部（2008）は、日本の某デパートの FSP データを用い、ある時点での顧客の生存確率を

推定するモデルの構造分析を通して、購買頻度に対して有意な説明変数は購買金額（平

均）と総訪問回数の中に食品を購入した訪問回数の割合であり、年齢と性別は消費者の購

買頻度に影響していないことを確認した。また、デモ変数間の相乗効果は消費者のネット

での購買行為にどのくらいの説明水準を持っているのかについて、张・黄（2005）は中国

消費者のスーパー内の購買頻度に対する制約するデモ変数の作用効果を解明するための実

証研究を行った。結果として、性別、年齢、社会階層、および婚姻状況などの個人属性間

の相乗効果によって、消費者の購買頻度に影響を伝えることを明らかにした。Naseri and 
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Elliott（2011）は、回帰モデルの構造分析を行った実証分析の結果として、ネット上の購

買行為に影響を与える要因は年齢、性別、教育程度、職業、および婚姻関係などの個人属

性になると確認されたとともに、以上の個人差要因間の相乗効果による解釈程度はわずか

22.6％しかないという指摘もされている。以上の議論より、次の検証項目 2-1 を提唱す

る。 

2-1 購買行為と相関関係があるデモ変数間の相乗効果によって、ネット上の購買行為

を予測することができる 

 しかしながら、すべてのデモ変数は検証項目 2-1 に示されたように、消費者の購買行為

を直接に説明、あるいは解釈できるとは言えない。この背景のもとで、目的変数と相関関

係がないデモ変数の調整作用について、例えば、最終の購買決定（買うか否か）に対する

直接な影響作用がないと確認された性別要因が情報探索の内容と積極性を規定することに

よって、実際に消費者の購買決定を調整する作用があるということが従来数多くの既存研

究によって、指摘されている（e.g., Meyers-Levy and Sternthal, 1991；Meyers-Levy 

and Zhu, 2010；Meyers-Levy, 1988；Goodrich, 2014；Voss and Cova, 2006）。孙・王

（2016）は、消費者の意思決定プロセスにおいて、情報探索内容の傾向性に対する性別の

規定効果について、女性と比べると、男性消費者は商品の物理的属性に係る情報内容をよ

り能動的に検索する傾向があると指摘している。张・孟・张（2019）は、S-O-R モデル

（刺激-生活体-反応）にもとづき、異なる環境と場面から得られた情報内容の比較行為に

対する個人属性の作用効果を検討した結果、性別要因だけではなく、年齢も以上の情報比

較行為を規定し、さらに最終の購買行為（Response）に影響を及ぼす一つの調整変数を、

提示した。尚（2019）は、消費者の購買行動に対する企業の評判の規定効果、および消費

者の性別、年齢、教育水準などのデモ変数の調整作用も含めて、検討した。結果として、

調整変数としてのデモ変数を導入する前の実証モデルより、導入した後の実証モデルにお

いて、消費者の購買行動に対する企業の評判の解釈効果が 46.6%増となった。このことに

よって、回帰モデルの精度改善に対するデモ変数の調整効果が示されているなどの議論よ

り、以下の検証項目 2-2 が提唱される。 

2-2 購買行為と相関関係がないデモ変数の調整作用によって、予測モデルの精度を上

げられる 

  消費者の購買行動と情報探索行為に対する各デモ変数のカテゴリーの作用方向につい
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て、例えば、Solomon（1999）は、消費者外部情報探索の積極性をデモグラフィック変数に

よる解釈する実証研究を行った。その結果、年齢が若いほど、教育水準が高いほど、また男

性より女性の方はより積極的な情報探索を行うことを明らかにしている。久保田（2010）

はブランド・リレーションシップの測量尺度が幅広くの消費者と製品カテゴリーに適用可

能であるのかを検証した結果により、独立変数としての「性別と年代」と「婚姻状況」によ

って、ブランド・リレーションシップの違いが確認された一方、「同居子供人数」の各水準

間に有意差がないことを明らかにした。大平・薗部・スタニスロスキースミレ（2015）はカ

イ 2 乗検定と分散分析を用い、日本の寄付つき商品を購入するソーシャル・コンシューマ

ー間の意思決定プロセスの差異を性別、婚姻関係、および子どもの有無等のデモグラフィッ

ク変数により解明した。Card, Chen and Cole（2003）は、EBM モデルにもとづく実証分

析により、ネットショッピングをする消費者は高所得、高学歴、低年齢（39 歳以下）等の

特徴があることを示している。以上によって、年齢層、学歴層、所得層による消費者の購買

行為の傾向性も完全に異なっていることがわかる。したがって、本章は、ネット通販おける

デモ変数の各カテゴリーの作用方向の差異性について、さらに詳しく検討するため、次の検

証項目 2-3 も設定する。 

2-3 デモ変数（アイテム）の各測定項目（カテゴリー）はネット上の購買行為に対す

る貢献度（重要性程度）について、差異がある 

以上の議論より、本章における実証研究の概念モデルは図 5-1 に要約されるとおりで 

ある。説明変数の選定、目的変数の選定、判別モデルの構築などの検証目的に従い、具体的 

な分析方法も独立性の検定（カイ 2 乗検定）、残差分析、および数量化Ⅱ類を用いることに 

分かれている。 
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図 5-1 実証研究 2 の概念モデル 

 

5.3  調査概要 

本章の実証分析は、前章において実施されたアンケート調査①（前半部分）の結果に準

拠する。具体的には、独立性検定（カイ 2 乗検定）と残差分析を用い、説明変数と 2 群の

目的変数を選定すること、および数量化Ⅱ類を用いて、判別モデルの構築によって、ネッ

ト上の購買行為に影響を及ぼす個人属性間の重要性程度について吟味すること、以上の 2

つの検証目的を持っている。 

5.3.1 測定尺度とデータ概要 

中国インターネットセンター（CNNIC）が公表した「第 44 回中国互聯網絡発展状況統

計報告（2019 年度）」11を参考にしたうえで、アンケート調査①において、ネット上の購

買行為を月次のネットショッピングの回数（1～2 回＝1、3～4 回＝2、5～6 回＝3、7 回

以上＝4）、および月次のネットショッピングの費用（100 元以下＝1、100～300 元＝2、

300～500 元＝3、500～700 元＝4、700～900 元＝5、900 元以上＝6）などの質問項目に

よって、測定した。比率集計の結果は表 5-1 に示す。 

                                                      

11 CNNIC（2019）「第 44 回中国互聯網絡発展状況統計報告」、

http://www.cnnic.net.cn/hlwfzyj/hlwxzbg/hlwtjbg/201908/P020190830356787490958.pdf 

（2020.2.13 アクセス）。 

　　　　2-2

　2-3

　2-1

     

 2-3

（説明変数） （目的変数）

独立性の検定 数量化Ⅱ類 残差分析

デモ変数（相関関係無）

（調整変数：モデル精度への調節効果）

デモ変数
（相関関係有）

購買行為

http://www.cnnic.net.cn/hlwfzyj/hlwxzbg/dzswbg/201606/p020160721526975632273.pdf（2020.2.13
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 表 5-1 購買行為変数の比率集計 

購買行為変数 質問項目 度数(n＝844) 相対度数（％） 

回数 

1～2 回 202 23.93 

3～4 回 389 46.09 

5～6 回 184 21.80 

7 回以上 69 8.175 

費用 

100 元以下 36 4.265 

100～300 元 167 19.79 

300～500 元 209 24.76 

500～700 元 152 18.01 

700～900 元 141 16.71 

900 元以上 139 16.47 

結果によると、月次のネットショッピングの回数について、4 回以下だと回答している

被験者の比率（46.09％）は回答者全体のほぼ半分ほど占めている。月次のネットショッ

ピングの費用層に関しては、300～500 元の費用層に属する被験者の比率（24.76％）が一

番高いことが見られる。 

5.4  判別モデルの構築 

5.4.1 相関関係の有無（説明変数の選定） 

 本節では、独立性の検定により、購買行為（費用と回数）と各個人属性間の相関関係の

有無について検証する。結果は表 5-2 とおりである。 
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表 5-2 行為変数とデモ変数間の相関関係12 

行為変数 デモ変数 
基本統計量 

自由度 χ2 値 クラメールの連関係数 p 値 

費用 

性別 5 10.63 0.112 0.059 

年齢 15 54.72 0.147 0.000** 

学歴 10 63.09 0.137 0.000** 

月収 30 221.9 0.299 0.000** 

職業 45 45.36 0.128 0.059 

居住地域 30 61.87 0.121 0.000** 

回数 

性別 3 54.77 0.255 0.000** 

年齢 9 25.91 0.101 0.002** 

学歴 6 29.51 0.108 0.003** 

月収 18 53.64 0.146 0.000** 

職業 27 20.28 0.090 0.681 

居住地域 18 29.17 0.107 0.046* 

注：*、**はそれぞれ有意水準 5％、1％で有意に差があることを示している。 

以上より、費用と年齢（Cramer's V＝0.147、 χ2（15）＝54.716、 p<0.001）、学歴

（Cramer's V＝0.137、 χ2（10）＝63.093、p<0.001）、月収（Cramer's V＝0.299、χ2

（30）＝221.906、p<0.001）、居住地域（Cramer's V＝0.121、 χ2（30）＝61.868、 

p<0.001）、回数と性別（Cramer's V＝0.255、 χ2（3）＝54.773、p<0.001）、年齢

（Cramer's V＝0.101、χ2（9）＝25.905、p<0.01）、学歴（Cramer's V＝0.108、 χ2

（6）＝29.505、 p<0.01）、月収（Cramer's V＝0.146、 χ2（18）＝53.637、p<0.001）、

居住地域（Cramer's V＝0.107、 χ2（18）＝29.173、 p<0.05）、以上の行為変数とデモ

変数間に相関があることが確認されている。クラメール連関係数の大小によれば、費用と

月収の相関関係が最も強いとみられる。 

判別モデルを構築するための説明変数の選び方については、一般的に①外的基準と相関

の高い目的変数を選択する、②説明変数相互に高い関連がある場合はいずれかの変数を除

くという手順に従って行う。前節に提示したデモ変数間の相関関係（表 4-2）と、行為変

                                                      

12 一般的な経験則では、クラメールの連関係数は 0.5 より大きいときには該当変数の間に

強い相関がある、0.5 より小さく 0.25 より大きい場合には関連がある、0.25 より小さく

0.10 より大きい場合には弱い関連がある、0.10 より小さくなる場合、関連があるとは言え

ないとされている（菅・藤越、 2011）。 
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数とデモ変数間の相関関係の検証結果（表 5-2）を参考にしたうえで、本章では、学歴、

月収、および居住地域を判別モデルの説明変数として選定した一方、性別と年齢を分析モ

デルの判別精度を調整する外的基準として捉えている。 

5.4.2 残差分析（2 群目的変数の選定）13 

数量化Ⅱ類における 2 群の目的変数の選び方について、既存研究の指摘に従い、クロス

集計表のどのカテゴリーの組み合わせ（セル）が変数間の関係性に大きな影響を与えるの

かについて調べられる残差分析を行った。 

残差分析とは、一般的な分析手順として、カイ 2 乗検定によって、クロス全体の有意な

相関関係があると判定された時、具体的に何の項目がこの相関関係に貢献するのかを明ら

かにするために行われるものである。 

得られた群間の差における有意水準 5％または 1％の有意性を把握するため、調整済み

残差（Rij）を求める。調整済み残差（Rij）の算出式は、（3）式のとおりである（Haberman,  

1973）。ここで、 n_ij、F_ij、n_(i.)、n_(.j)はそれぞれ実測度数、期待度数、横計のセルの

合計と縦計のセルの合計である。 

 

Rij ＝ 
𝑛𝑖𝑗−𝐹𝑖𝑗

√𝐹𝑖𝑗(1−𝑛𝑖. 𝑛⁄ )(1−𝑛.𝑗 𝑛⁄ )
                                     （3） 

 

 まず、購買費用と個人属性間の残差分析の結果は、表 5-3 に要約されるとおりである。 

 

 

 

 

 

                                                      

13 残差分析を用いるとクロス集計の個々の欄ごとに、統計的に独立な場合の回答割合と実

際の回答割合の差に基づいて特異性を検定することができる（篠田佳彦・山野直樹、 

2015）。以上を参考に、カイ 2 乗検定による有意差が出たのは残差分析の行う制約前提で

はなく、要するに、クロス表全体の有意性を検定するのか、あるいはセル単位間の特異性

を明らかにするのか、はカイ 2 乗検定と残差分析の違いところだと考えられる。 
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表 5-3  購買費用に影響を及ぼすデモ変数の測定項目 

デモ変数 測量項目 
購買費用 

100 元以下 100-300 元 300-500 元 700-900 元 900 元以上 

年龄 

22 歳以下 n.s. 17(2.601**) n.s. n.s. n.s. 

31-39 歳 7(-2.538*) n.s. n.s. 75(3.590**) n.s. 

40 歳以上 13(3.425**) 37(2.533*) n.s. n.s. n.s. 

学歴 
大学以下 8(5.449**) 44(3.958**) n.s. n.s. 11(-2.910**) 

大学 15(-3.795**) 100(-3.195**) n.s. n.s. 108(2.161*) 

月収 

2000-3999 15(5.257**) 41(5.006**) n.s. 8(-2.809**) 4(-3.861**) 

4000-5999 n.s. 54(2.358*) 65(2.250*) 22(-2.886**) n.s. 

6000-7999 n.s. 27(-2.155*) n.s. n.s. n.s. 

8000-9999 n.s. 13(-3.379**) n.s. 42(4.455**) n.s. 

10000-14999 n.s. 15(-2.163*) 16(-3.132**) 33(3.422**) 29(2.455**) 

居住地域 

東北地域 9(4.035**) n.s. n.s. n.s. n.s. 

西北地域 n.s. n.s. 13(2.701**) n.s. n.s. 

華中地域 n.s. n.s. n.s. 29(3.370**) n.s. 

注：*、**はそれぞれ有意水準 5％、1％で有意に差があることを示している。 

表 5-4 によると、例えば、31~39 歳（700~900 元）より、22 歳以下および 40 歳以上の

消費者の購買費用は比較的に少ない（300 元未満）であることがみられる。大学以下

（300 元未満）と比べると、大学教育を受けた消費者の購買費用（900 元以上）も比較的

多いことが分かっている。また、一か月の収入が 6000 元を超える消費者にとって、ネッ

トショッピングにかけた費用は 700 元以上になる傾向がある。最後に、東北地域（100 元

未満）と西北地域（300-500 元）より、華中地域に現住している消費者の購買費用のほう

が（700~900 元）比較的多いことがわかる。 
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表 5-4  購買回数に影響を及ぼすデモ変数の測定項目 

デモ変数 测量项目 
購買回数 

1-2 回 3-4 回 5-6 回 7 回以上 

性别 
男性 105(3.355**) 190(3.822**) 46(-5.232**) 12(-4.294**) 

女性 97(-3.355**) 199（-3.822**） 138(5.232**) 57(4.294**) 

年齢 
23-30 歳 62(-2.655**) n.s. n.s. n.s. 

40 歳以上 51(4.244**） n.s. n.s. n.s. 

学歴 
大学以下 49(3.547**) n.s. n.s. n.s. 

大学 115(-4.657**) 291(2.805**) n.s. n.s. 

月収 

2000-3999 43(4.068**) 37(-2.726**) n.s. n.s. 

8000-9999 20(-2.886**) 80(2.967**) n.s. n.s. 

15000 以上 n.s. n.s. n.s. 7(2.522*) 

居住地域 

東北地域 24(2.650**) n.s. n.s. n.s. 

華東地域 56(-2.663**) n.s. n.s. n.s. 

華南地域 44(2.334*) n.s. n.s. n.s. 

注：*、**はそれぞれ有意水準 5％、1％で有意的に差があることを示している。 

購買回数と個人属性間の残差分析の結果を示す表 5-4 によると、例えば、女性（5 回以

上）より、男性の購買回数は比較的に少ない（5 回以下）であることが読み取れる。大学

以下（2 回以下）と比べると、大学教育を受けた消費者の購買費用（3 回以上）も比較的

に多いことが分かっている。また、一か月の収入が 15000 元を超える消費者にとって、ネ

ットショッピングの回数は 7 回以上となる傾向が見られる。 

以上、300 元以下と 700 元以上のセルは購買費用とデモグラフィック変数の相関関係、3

回以上と 2 回以下のセルは購買回数とデモグラフィック変数の相関関係の強さに最も影響

を与えるカテゴリーと見られるため、数量化Ⅱ類における外的基準（2 群データ）を費用

の高低（700 元以上と 300 元以下）と回数の多少（1-2 回と 3-4 回）のように設定してい

る。ここで強調したいのは、中国におけるネットショッピングをする消費者の月購買費用

に関する既存データは入手できなかったことから、費用は 700 元以上であれば必ずしも高

費用とは限らず、300 元以下であれば必ずしも低費用とは限らない。本論で使用する基準

は、前述の分析結果を参照したものであり、あくまでも単なる 300 元と 700 元の大小関

係、つまり 300 元以下より 700 元以上の場合は高費用、700 元以上より 300 元以下は低費

用であることを意味している。 
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5.5  分析結果 

5.5.1 数量化Ⅱ類 

多変量統計解析法（Methods of Multivariate Statistical）はクロス集計した結果から直

接に判断できない変数の間の内在関係という問題に対して、いろいろな分野でよく用いら

れる有力な解決策である。具体的な多変量統計解析法について、例えば、重回帰分析、判別

分析、主成分分析、因子分析、AID 法、クラスター分析、数量化理論などの実証方法を挙げ

られる。以上のいくつかの多変量統計解析法のうちに、1940 年代後半から 50 年代にかけ

て林知己夫氏により開発されてきたⅠ類、Ⅱ類、Ⅲ類など複数の方法を含めている数量化理

論（Quantification Methods）はアンケート調査などの質的データの分析に欠くことができ

ない解析手法と言われる。 

それぞれの多変量統計解析法は外的基準（目的変数）の有無と、説明変数は量的か質的か

という 2 つ条件に基づき、分類されることになった。そのうち、本論において、用いられる

数量化Ⅱ類の位置づけは表 5-5 のように整理されている（後藤, 1977）。 

  

表 5-5 数量化Ⅱ類の位置付け 

外的基準 説明変数 手         法 

量的（1 つ） 
量的 重回帰分析 

質的 AID、数量化Ⅰ類 

質的（1 つ） 
量的 判別分析 

質的 数量化Ⅱ類 

なし 

量的 主成分分析、因子分析 

質的 数量化Ⅲ類 

量的 クラスター分析 

出所：後藤（1977）をもとに筆者作成。 

 

 数量化Ⅱ類（Quantification TypeⅡ）の内容について、菅・藤越（2011）は、群データ

で与えられる目的変数と質的データで与えられる説明変数（要因アイテム）との関係をモデ

ル式で表し、そのモデル式において、各個体が各説明変数のどの選択肢（カテゴリー）に反

応したのを測定し、その情報に基づいてどの群に属するかを予測する手法として解釈され

る。数量化Ⅱ類におけるモデル式は以下式（4）のように定義されている。 

 



66 

 

y  ∑ ∑ 𝑎𝑗𝑘𝑥𝑗𝑘
𝐶𝑗

𝑘=1
𝑄
𝑗=1   （4） 

 

 Q は説明変数の個数、𝐶𝑗は j 番目説明変数のカテゴリー数、y は目的変数、𝑥𝑗𝑘は説明変数

j の k 番目カテゴリーに反応したかどうかによってダミー変数 1、0 の値、𝑎𝑗𝑘は相関比 η2

（式（5））が最大となる時のモデル式の係数（ダミー変数の係数）と定められて、カテゴリ

ースコアと言う。 

 

 η2  
𝜎𝐵

2

𝜎𝑇
2  

𝑆𝐵

𝑆𝑇
（B は群間変動、T は全体変動） （5） 

 

 以上のモデル式に基づき、数量化Ⅱ類の量化結果として、「カテゴリースコア」、「レンジ」、

「相関比（Correlation Ratio）」、「判別的中率」のそれぞれが算出される。 

「カテゴリースコア」は各説明変数における個々カテゴリーデータの影響力の正負、大小

を表し、「レンジ」はそれぞれの説明変数のカテゴリースコアの最大値と最小値の差による

求められる。「レンジ」が大きい説明変数ほど該当変数は外的基準へ及ぼす影響が強いと言

える。次の「相関比」と「判別的中率」は分析モデルの精度の良さを示している係数である。

「相関比」は 1 に近いほど、「判別的中率」は 100％に近いほど、分析モデルの精度が高く

なることは言うまでもないが、ただし、分析モデルの説明力を保証するための最低基準とし

て、「相関比」は 0.25 以下、かつ「判別的中率」は 75％未満の際の分析モデルの説明力は低

くて、理想的な結果とはいえないと、一般的に認識されている。 

5.5.2 判別モデルの精度 

 説明変数は学歴、月収、と居住地域、目的変数は購買費用（1 群：300 元以下；2 群：700

元以上）と購買回数（1 群：1-2 回；2 群：3-4 回）を選定することによって、構築された判

別モデルの予測結果は図 5-2 のとおりである。購買費用の高低（相関比：0.052；判別的中

率：57.103%）と、購買回数の多少（相関比：0.103；判別的中率：60.578%）に対する判別

モデルの予測精度は、いずれにしても、基準値（相関比：0.25 以上；判別的中率：75%以上）

を大幅に下回っていることが示されている。したがって、本章における判別モデルの構築結

果から、購買行為と相関関係があるデモ変数間の相乗効果によって、ネット上の購買行為を

予測することができるとは言えないため、検証項目 2-1 は棄却されることになる。 
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図 5-2 判別モデルの構築 

5.5.3 単一要因の調整作用（性別） 

購買費用と相関関係がなく、判別モデルの精度調整として捉えている性別要因の調整効

果は表 5-6 に整理されるとおりである。従来の判別モデル（図 5-2）にもとづき、さらに

性別要因を入れることによって、新しく構築された男性の購買費用（相関比：0.359；判

別的中率：77.44%）と女性の購買費用（相関比：0.339；判別的中率：76.12%）に対する

それぞれの判別モデルの予測精度は、性別要因を入れる前のモデルより、かなり改善され

てきたことがみられる。数量化Ⅱ類を用いた関連の既存研究、加えて前述した基準（相関

比 0.25 以上、判別的中率 75％以上）のもとで、判別モデルに対する性別要因の調整効果

が認められると判断することができる。 

 また、得られたレンジの値によって、男性、あるいは女性のネット上の購買費用の高低

に対して、影響を及ぼす個人属性間の重要性程度の大小順は、いずれにせよ、月収＞学歴

＞居住地域、という順番になることを明らかになった。 

 

表 5-6 性別要因の調整作用（購買費用） 

説明変数 
レンジ（重要性順位） 

男性（n=168） 女性（n=259） 

月収 3.102（1） 3.664（1） 

学歴 2.086（2） 2.125（2） 

居住地域 1.234（3） 1.406（3） 

相関比 0.359 0.339 

判別的中率 77.44% 76.12% 

相関比 相関比

0.052 0.103

判別的中率 判別的中率

57.103% 60.578%

1群 2群 1群 2群

300元以下 700元以上 1-2回 3-4回

目的変数

説明変数

学歴 月収 居住地域

購買費用（n=427） 購買回数（n=591）
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5.5.4 複数要因の調整作用（性別×年齢） 

 性別という単一要因の調整効果を確認したうえで、性別と年齢という複数要因を入れる

ことで、従来の判別モデルより予測精度が高い判別モデルの構築可能性について、改めて

検討するため、追加分析を行った。その結果は表 5-7 と表 5-8 に整理されるとおりであ

る。 

 

表 5-7 男性群における年齢要因の調整作用（購買費用） 

説明変数 

レンジ（重要性順位） 

男性（n=168） 

30 歳以上（n=113） 30 歳以下（n=55） 

学歴 0.804（3） 1.104（2） 

月収 2.865（2） 2.793（1） 

居住地域 2.944（1） 0.875（3） 

相関比 0.462 0.389 

判別的中率 77.94% 75.91% 

 

 まず、男性群における年齢要因の調整作用について（表 5-7）、30 歳以上の男性と 30 歳

以下の男性の購買費用の高低を予測する判別モデルの精度（相関比：0.462 と 0.389；判

別的中率：77.94%と 75.91%）は、すでに既存基準に満たしているため、複数要因（性別

×年齢）の調整効果も認められると判断される。 

また、30 歳以上の男性の購買費用に左右する個人属性間の重要性程度について、居住地

域は一番重要な影響要因と判別され、これに続くのが月収と学歴である。一方で、30 歳以

下の男性の場合では、個人属性間の重要性程度の大小順は月収＞学歴＞居住地域、という

異なる順番になることがわかる。以上のレンジ値の結果によって、年齢層の差異に従い、

男性の購買費用に影響を伝える個人属性間の重要性程度の順位が変わってくることが示さ

れている。 
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表 5-8 女性群における年齢要因の調整作用（購買費用） 

説明変数 

レンジ（重要性順位） 

女性（n=259） 

30 歳以上（n=151） 30 歳以下（n=108） 

学歴 1.984（2） 2.921（1） 

月収 3.535（1） 2.618（2） 

居住地域 1.008（3） 1.709（3） 

相関比 0.353 0.395 

判別的中率 76.81% 77.83% 

 

 次に、女性群における年齢要因の調整作用について（表 5-8）、30 歳以上の女性と 30 歳

以下の女性の購買費用の高低を予測する判別モデルの精度（相関比：0.353 と 0.395；判

別的中率：76.81%と 77.83%）も、すでに既存基準に満たしているため、複数要因（性別

×年齢）の調整効果も認められると考えられる。 

また、30 歳以上の女性の購買費用に左右する個人属性間の重要性の度合いについて、月

収は一番重要な影響要因と判別され、次は学歴と居住地域である。その一方、30 歳以下の

女性の場合では、個人属性間の重要性程度の大小順は学歴＞月収＞居住地域、という男性

の分析結果と同様に、異なる順番に変わった。以上のレンジ値の結果によって、年齢層の

差異に従い、女性の購買費用に影響を伝える個人属性間の重要性程度の順位も変わってく

ることが示される。 

以上、従来の判別モデルの予測精度に対する単一要因、および複数要因の調整作用を確

認した結果によって、購買行為（購買費用）と相関関係がないデモ変数の調整作用によっ

て、予測モデルの精度を上げることが示されているため、検証項目 2-2 は支持された。 

5.5.5 購買行動に対するカテゴリー項目の貢献度  

 購買費用に対する各説明変数のカテゴリーの貢献度は、表 5-9 に要約されるとおりであ

る。 
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表 5-9 数量化Ⅱ類によるカテゴリースコアの抽出（購買費用） 

説明変数 

アイテム 

質問項目 

カテゴリー 

カテゴリースコア 

男性 
男性 

30 歳以上 

男性 

30 歳以下 
女性 

女性 

30 歳以上 

女性 

30 歳以下 

χ1 

𝑥11 -0.170 -0.099 -0.536 -0.091 0.051 0.052 

𝑥12 0.104 0.131 0.129 0.083 -0.035 0.115 

𝑥13 -0.482 -0.673 0.126 -0.920 -0.589 -1.320 

χ2 

𝑥21 -1.864 -1.814 -1.566 -1.495 -1.520 -1.233 

𝑥22 -1.115 -1.115 -0.608 -0.716 -0.678 -0.533 

𝑥23 0.157 0.332 -0.332 0.515 0.326 0.653 

𝑥24 0.819 0.696 0.635 0.797 0.667 1.004 

𝑥25 0.560 0.450 0.618 0.963 0.851 0.780 

𝑥26 1.238 1.052 1.237 1.463 1.157 1.384 

χ3 

𝑥31 -0.173 -0.531 0.372 -0.277 -0.263 -0.128 

𝑥32 -0.566 -2.212 0.070 -0.225 -0.442 0.470 

𝑥33 -0.674 -0.845 0.223 0.775 0.397 0.975 

𝑥34 -0.225 -0.049 -0.503 0.043 0.049 0.077 

𝑥35 0.561 0.732 -0.334 0.105 0.396 0.072 

𝑥36 0.142 0.109 0.176 0.229 0.267 0.131 

𝑥37 0.248 0.368 0.039 -0.631 -0.611 -0.734 

注：X1 、X2、X3のそれぞれは学歴、月収と居住地域を意味している。 

 

 抽出されたカテゴリースコアの正負は、購買費用に対する該当カテゴリーのプラスの作

用方向（促進）とマイナスの作用方向（抑止）を意味している。結果への説明について、

例えば、学歴である「大学以下（-0.170）」と「大学以上（-0.482）」、月収である「2000～

3999 元（-1.814）」と「4000～5999 元（-1.115）」、居住地域である「東北地域（-

0.173）」、「西北地域（-0.566）」、「西南地域（-0.674）」、と「華北地域（-0.225）」などの

カテゴリーは男性の購買費用の増加を抑止することとなった一方、「大学（0.104）」、

「6000～7999 元（0.157）」、「8000～9999 元（0.819）」、「10000～14999 元（0.560）」、

「15000 元以上（1.238）」、「華中地域（0.561）」、「華東地域（0.142）」、と「華南地域

（0.248）」などのカテゴリーは男性の購買費用の増加を促進することなど、判別モデルに

おいて、各カテゴリーは購買費用に対する貢献度と作用方向が異なっている。 

したがって、数量化Ⅱ類によるカテゴリースコアの抽出結果によって、デモ変数（アイ
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テム）の各測定項目（カテゴリー）はネット上の購買行為に対する貢献度（重要性程度）

について、差異があると明らかにされため、検証項目 2-3 は支持された。 

5.6  実証研究 2 のまとめ 

 中国におけるネット上の消費者の個人属性とその購買行為の測定を目的としているアン

ケート調査①の前半部分の統計データにもとづき、購買費用（1 群：300 元以下；2 群：

700 元以上）と回数（1 群：1～2 回；2 群：3～4 回）に対する消費者の個人属性（学歴、

月収、居住地域、性別、年齢）の規定効果を吟味するための実証研究②を行った。上述の

分析結果によって、仮説検証の結果は表 5-10 に整理されるとおりである。 

 しかしながら、ネット上の消費者行動の特徴としては、単なる購買費用と購買回数の視

点によって解釈していくことは極めて不十分である点が問題視されている。ネット上にお

いて、消費者がよく購買している商品のカテゴリー、およびその商品を購入する際に、必

ず検索していくネット・クチコミの内容、いわゆる購買決定とつながっている意思決定プ

ロセスの解明に主眼を置く研究の必要性がますます問われてきている。これらの残された

課題の検討については、第 6 章において、詳細な検証を行う。 

 

表 5-10 実証研究 2 における検証項目の検証結果  

検証項目 結果 

2-1  購買行為と相関関係があるデモ変数間の相乗効果によって、ネット上の購買行為を予

測することができる 
棄却 

2-2  購買行為と相関関係がないデモ変数の調整作用によって、予測モデルの精度を上げら

れる  
支持 

2-3  デモ変数（アイテム）の各測定項目（カテゴリー）はネット上の購買行為に対する 

貢献度（重要性程度）について、差異がある 
支持 

理論仮説 2  

H2  消費者の個人属性によって、ネット上の購買行為を予測することができる 支持 
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第 6 章 実証研究 3： 

財別によるネット上の消費者行動の特徴 

―地域要因の影響性を含む― 
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6.1 既存研究 

6.1.1 ネット環境下の消費者行動 

 90 年代の初期に入ると、ネット技術が急速に普及してきたことによって、消費者を取り

巻く情報メディア環境と市場環境が大きく変化した。例えば、Facebook、Twitter 等のソ

ーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS）の出現、アマゾン、楽天等の EC 事業を

中心とする小売業の台頭、および数多くのオンライン決済手段の導入に伴い、ネット上で

の買物行為、および個人間のコミュニケーションも本格的に行われるようになってきた

（濱岡・里村、2009）。こうした背景のもとで、学界においては、ネット環境下の消費者

行動研究の必要性を論じる研究が次々に現れてきた（青木, 2012；清水, 2006；杉谷, 

2012）。 

 広告と店頭（チラシ、パンフレット）などの受動的な情報源による情報の獲得、その認

知から購買までの一連の意思決定プロセスが単一の場で行われること、および購買後の評

価をより多くの潜在的な消費者のもとに拡散しにくいこと、などは実店舗における消費者

行動の特徴として捉えられる。この特徴とは異なり、関心を持っている商品に関するクチ

コミを能動的に検索できることと、地理的、時間的制約を受けず、短期間のうちに、価格

比較から購買決定までのすべての購買プロセスをオンラインで済ませることはネット通販

の最大の魅力といえる。2004 年には株式会社電通が実店舗における消費者の購買行動を解

釈するモデル、いわゆるアイドマ（AIDMA：Attention, Interest, Desire, Memory, 

Action）モデルにもとづき、ネット時代における進化する消費者行動の特徴を説明するた

めのアイサス（AISAS：Attention, Interest, Search, Action, Share）モデルを提案した。

アイサスモデルによると、情報探索（Search）と購買行為（Action）の関係性、およびそ

れぞれの意思決定段階を解明していくのは、ネット上における消費者行動の全体像の把握

に対して、重要な意味を持っていると考えられる（須永, 2008；秋山・杉山, 2004；近藤, 

2009）。 

6.1.2 地域差による消費者行動の差異 

この状況下で、マーケティング分野において、ネットショッピングをする消費者の購買

行為、外部情報探索過程、およびネット・クチコミ情報の有効性などの視角によって、数

多くの量的研究が提示されるようになってきた。その中には、特にネット上において、消

費者行動の規定要因の解明について、従来多く検討されている性別差、年齢差、学歴差、
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所得差のほか、近年、地域要因（差異）の影響性を焦点にあてる研究も見られるようにな

っている（森英高・西村洋紀・谷口守, 2015；Lynch and Beek, 2001；Phang, 

Kankanhalli, Ramakrishnan and Raman 2010；孙・付・高, 2019）。ここでいう地域差

とは、単純に地理的位置の差異だけではなく、異なる文化背景のもとで、長年にわたっ

て、生じる言語、食生活、所得、価値観などの様々な生活環境にかかわる独自性を意味し

ている。それらの地域差から由来する独自性は知らず知らずのうちに、消費者の購買選

択、および情報探索の傾向性を規定している。したがって、地域ニーズの区別と把握とい

う視点から、異なる地域に在住している消費者間の購買行為や情報探索行為の差異を明ら

かにするのは、地域住民に向けるマーケティングの効率性を高めるとともに、現地の消費

者行動の差異から成る地域特有の価値の発現に対して、きわめて重要な意味を持っている

といえるであろう。 

 したがって、上述の問題点にもとづき、実証研究 4 では、カイ 2 乗検定と数量化Ⅲ類を

用い、著しい発展を遂げている中国の企業と消費者間 BtoC-EC 取引市場において、どの

地域の消費者が、ネットで買い物する際にどのような特性がある製品を購入する傾向があ

るのか、また製品を購入する際にどのようなネット・クチコミの内容を能動的に探索する

のか、などのネット上における財別の消費者行動の特徴とその地域差を明らかにする目的

を持っている。 

6.1.3 本章における財別への捉え方 

 消費の対象となる財が経済的財貨とサービスに区別されるのは、従来の経済学の研究に

おいて、「財には財貨 goods とサービス services14の二種類があるという基礎による。それ

は財貨とはリンゴや靴のような有形の財であり、サービスとは理髪のような無形の財であ

る」といった典型的な定義に基づくからである（熊谷・篠原、1970：p.167）。 

 経済的財貨は経済的用途によって、有形財は生産財と消費財に大別されることになり、

さらに、消費財は耐久期間によって、耐久財、半耐久財、非耐久財に分けられるように、

ある明瞭な分類基準に従い、経済的財貨への認識も深化されつつある。また、サービス産

業の発展とともに、サービスの概念化とその分類基準について、特にマーケティング研究

の領域において、数多くの研究者の関心が寄せられてきた（長島, 2009；坪井, 2001；小

                                                      

14 サービスの 4 つの基本特性に関する解釈は小宮路（2010）の研究の提示によると、サ

ービスの無形性はサービスそのものには物理的実体がなく、触知不可能であること、品質

の変動性は提供されるサービスが同一のものになるとは限らないこと、消費と生産の同時

性はサービスの生産とデリバリー、消費は同時になされるものであり三者は不可分である

こと、消滅性は物理的な意味での在庫ができないことなどを意味している。 
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宮路, 2010）。 

 本章では、「財別」を論じる場合には、特に有形性によって分かれる有形財と無形財の

ことを意味する。「有形財」を論じる場合には、産業財ではなく、一般の消費財を意味す

る。また、サービスを論じる場合、サービス業という産業構造の全体を対象にするという

意味ではなく、直接市場で交換される一般的な無形の財という狭義の意味で扱う。そこ

で、言葉の表現による意味の混同を避けるために、本論では「サービス」ではなく、有形

財の対応語である「無形財」というタームを用いる。 

6.1.4 情報探索内容の分類 

 Holbrook（1978）は、客観的標準にもとづく発信内容である「客観的クチコミ（商品の

物理特性）」と主観的感覚に制約される発信内容である「主観的クチコミ（商品の無形特

性）」に分けることを示唆した。Chan（2000）は、上のクチコミの内容分類を踏まえた上

で、クチコミの内容分類の基準の拡張として、発信者が実際に商品を購入する経験の有無

により、「経験的クチコミ」と「非経験的クチコミ」に区別されるべきことを提示した。

Park and Lee（2008）は、ネット・クチコミの内容は商品の属性（色、質、性能）との関

連性の有無により、ネット・クチコミを「属性評価型（Attribute Value Reviews）」と

「単純推薦型（Simple Recommendation Reviews）」とに分けることを示している。 

 また、ネット上で公開される情報の種類はリスク削減の水準によって、「評価情報」と

「詳細情報」の 2 つに分けることができる。さらに、誰が下した評価かという視点なら、

評価情報は「リアル評価」、「外部権威の評価」、「消費者の評価」に細分することもできる

（野島・新宅・竹田・国領, 2002）。 

本章では、特定の情報源であるネット・クチコミに言及する場合、商品の状況を紹介す

る詳細情報ではなくて、オンライン購買において消費者が発信する商品に関する評価情報

を意味することとする。 

6.2 理論仮説 3 にもとづく検証項目の提唱  

Copeland（1923）は、消費者の購買動機と習慣により、消費財を「最寄り品」、「買回品」、

および「専門品」に分類したが、この研究は商品分類を概念化する最初の試みとなった。そ

の後、この分類はマーケティング論の基本概念の一つとして定着するが、商品分類を巡って

は、理論面と計量的側面からの分類基準とその次元を拡張する研究も進められてきた（田村, 

1978；寺島・大橋, 1994）。 
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まず、理論面において、ホルブルック と ハワードらの学者は、最寄り品、買回品、およ

び専門品に加えて、消費者の嗜好で購買決定が左右される選好品という商品カテゴリーの

存在を示した。この研究により、購入に対する自信の程度、自己関与の程度（消費者特性）

と身体的買回り努力の程度、メンタルな努力の程度（消費者反応）などの要因に基づく商品

分類体系が提案されている（坪井, 2002：p.82）。荒川（1983）は消費使用様式のほか、生

産様式と物理化学的性質に基づき、商品をより詳細に類型分類を可能とする研究を行った。

Murphy and Enis（1986）は、最寄り品、選好品、買回品、および専門品の差異を価格に

関連する「危険」と「努力」の 2 つの次元によって把握し、商品分類とマーケティング戦略

の関連性を説明する分類体系を作成した。そのうえで、彼らは消費者の価格に対する知覚程

度の高低は商品カテゴリーによって違いが出るため、マーケティング戦略策定は商品別と

いう前提を満たしたうえで、より多角的に考慮すべきだと主張している。 

 また、統計的手法を用い、実証的視点からより明確な商品分類をアプローチする代表的研

究といえば、田村（1978）があげられる。この研究では、消費者の買い物行動を、問題変数

（価格、購買間隔など）、決定過程変数（決定時間、品種決定など）と買い物行為変数（商

品探索、店舗探索など）を検討することで測定している。収集されたデータを因子分析とク

ラスター分析で実証した結果は、買い物情況の変化、買い物場所、買い物の重要性、および

探索性向の 4 つの因子から規定される空間を買い物行動空間として定義し、買い物行動空

間上での各クラスターの因子得点の平均値より、19 種類の商品を 5 グループに分けている。   

寺島・大橋（1994）は、コープランドの「最寄り品」、「買回り品」、および「専門品」の

3 分類と「食料品」および「非食料品」の 2 分類のどちらがより妥当かという問題意識を持

ち、因子分析とクラスター分析の結果により、コープランドの 3 分類がより妥当であると

いう結論を得た。そのうえで、商品は大きく「日常性商品」と「非日常性商品」との 2 群に

分かれ、前者はさらに「食料品」と「日用雑貨品」に、後者は「衣料流行品」と「耐久・娯

楽品」に、計 4 グループに分けることで商品分類の基準をより細分化した。 

清水（2004）は、消費者の購買意思決定プロセスにおいて、情報に受動的に反応する消費

者、すなわち刺激―反応型と積極的に情報を収集する消費者、すなわち情報処理型の存在を

仮定している既存研究を前提とし、商品認知、比較検討、商品選択、商品購入の意思決定プ

ロセスの各段階において利用される情報源が異なることと商品カテゴリーの違いとの関連

性の検討、さらに、利用する情報源の違いにより商品を分類する研究を行った。この結果、

商品カテゴリーと意思決定プロセスの段階の違いにより、消費者は異なる情報源を能動的、

あるいは受動的に利用することが確認されている。また、利用される情報源の組み合わせ

（類似度）を MDS 法（多次元尺度法）により分析した。自動車と家電を購入する消費者は

情報処理型であり、逆に、ソフトドリング、アルコール飲料、加工食品、お菓子類、および
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医薬品を購入する消費者は完全に刺激―反応型であることを示している。そのため、清水

（2004）の研究は従来の商品分類について、分類基準とその次元を拡張する視点からアプ

ローチする研究と異なり、消費者の意思決定プロセスにおける異なる情報源の利用とその

購買選択との関連性を検討したことにより、商品分類に関する研究の新たな可能性が示さ

れている。 

以上のリアル購買、あるいは実店舗での消費者の購買行為を対象とする既存研究と異な

るものとして、渡部・岩崎（2010）があげられる。この研究では、オンライン購買において

消費者が買いやすい商品（分野）、買いにくい商品（分野）とその特性を明らかにするため、

オンライン購買に対する抵抗感にもとづく商品ポジショニングマップを作成した。ここで

は 38 種類の商品を「サービス・コンテンツ」、「最寄り品」、「買回品」、「専門品」の 4 つの

タイプに分けたうえで、重回帰分析によりネット上で商品の購入への抵抗感を緩和する要

因と強める要因が検証された。 

 上述のように、商品の特性、嗜好、自信程度、自我関与の程度などの消費者特性、および

購入ツールの違いによって、購買選択行為における購入商品間の類似性程度は異なること

が示されている。以上の議論より、本章では、特に前述した渡部・岩崎（2010）の研究指摘

に従い、ネット通販において、商品カテゴリー間の類似度（商品分類）という視点から、財

別（有形財と無形財）による購買選択行動間の差異を明らかにするため、次の検証項目 3-1

を提唱する。 

3-1：ネット上において購入する商品カテゴリー間の類似度は財の有形性によって、 

差異がある 

Bauer（1960）以来、消費者行動研究の分野では、消費者の情報探索を規定する要因と

して知覚リスクが注目され始めた（鈴木, 1994）。同研究によると、知覚リスクは購買過程

に伴う不確実性と結果の重大性（危険性）によって規定されるという。また、Jacoby and 

Kaplan（1972）は、12 種の商品に対する知覚リスクの差異を測った結果により、知覚さ

れたリスクを、金銭的リスク、機能的リスク、肉体的リスク、心理的リスク、および社会

的リスクの 5 タイプに分けている。 

消費者はすべての商品カテゴリーの購買過程において、必ずしも上記の 5 タイプのリス

クが同時に同じような強さの程度で知覚しているわけではない（Kaplan, Szybillo and 

Jacoby, 1974；Lim, 2003）。その理由として、サービスは無形性、品質の変動性、消費と

生産の同時性、消滅性等の特有の特徴を有することが挙げられる（Zeithaml, 

Parasuraman and Berry, 1985）。故に、有形財の購入とは違い、消費者は事前にサービス
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の品質を確認することができないことによって、サービス製品の購入においてより高いリ

スクを知覚することが示されている（Guseman, 1981；山本, 1999）。Mitchell and 

Greatorex（1993）は、サービス製品と有形財を購入する際の、それぞれの知覚リスク

（金銭的、時間的、物理的、心理的）の程度間の差異を比較した。結果としては、いずれ

のリスクタイプにとっても消費者はサービス製品群の方が有形財より高い知覚リスクを持

っていることを実証している。 

また、知覚リスクのタイプによって、利用される情報源が異なることを論述する研究も

いくつか見られる（Cox, 1967；Cunningham, 1967； Lutz and Reilly, 1974；鈴木、

1994）。その一方で、外部情報の探索量とその知覚リスクとの関係性について、例えば

Moore and Lehmann（1980）は、個人的要因による情報探索量の差異に関する研究を行

った。結果としては、知覚リスクと外的情報探索量との間に正の相関があることが明らか

にされた。青木（1986）は情報探索の規定要因を「選択環境」および「個人差要因」と捉

え、知覚リスクは「個人差要因」の 1 つ要素であることをあげている。「個人差要因」と

情報探索性向との因果関係を構造方程式により推定した結果、知覚リスクが情報探索内容

を規定するモデルの構成概念間の妥当性が確認された。大橋（2006）は、2003 年の

JGSS（Japanese General Social Surveys）データを用い、日本の消費者の情報探索行為

とその規定要因の解明を目的とする研究を行った。その結果、知覚リスクと知識（ネット

情報）、および情報探索量（チラシ探索、店舗間探索）のそれぞれ相互に正の相関が明確

に存在することが報告されている。 

財の種類によって、知覚リスクのタイプと程度が異なる。そこで、情報探索の内容と量

がさらに知覚リスクのタイプと程度に規定されている。以上の議論より、次のような検証

項目 3-2 を提示する。 

3-2：ネット上において検索にするネット・クチコミの内容は財の有形性によって、 

差異がある 

 近年、消費者の購買行為と情報探索行為にめぐり、実店舗、またはネット上における消

費者行動の特徴とその規制要因について、多くの研究者が検討してきた（神山, 1997；塩

田, 1998；澁谷, 2006；田島・青木, 1989；Hauser and Wernerfelt, 1990；Milliman, 

1982）。特に消費者行動の地域差に重きを置いた研究、例えば、Kahle（1986）は価値観

の違い（Values of Differential Importance）と異なる地域区分方法（Garreau’s Nine 

Nations of North America ；Bureau of Census Regions）のそれぞれの相関関係を明ら

かにすることによって、消費者の購買（店舗）、および情報源（広告）の選択は大きく居
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住地域の制約を受けることを指摘している。黒田（1989）は、「昭和 63 年度国民生活白

書」や「昭和 59 年全国消費実態調査報告（第 10 卷解説編）」からの統計データにもとづ

き、所得、消費支出格差の地域間の差異を明確にするとともに、地域要因による細かいマ

ーケット・セグメントの必要性、特に商品別のエリア・マーケティングの重要性を強調し

ている。中村ら（2013）は、1 元配置多変量分散分析と多重比較を用いて、説明変数であ

る居住地域と子どもの成長階段が福島県産農産物に対する消費行動と態度に及ぼす影響を

実証検定したが、その結果では、居住地域によって、購買意図の差異、つまり、京阪神よ

り、東京、北関東、岩手・宮城は有意に高く、福島はそれら 3 地域よりさらに購買意図が

高いことが示されている。 

その一方、ネット上の消費者行動と地域間のつながりについて、森らは（2015）は、中

高齢者の「買い物支援サービスの利用意向」（移動販売・ネットショッピング・お届けサ

ービス）の把握を目的とした実証研究によって、ネットショッピングの利用意向は、他の

サービスより、居住地域属性に関わらず活用される可能性が高いこと、言いかえれば、ネ

ットショッピングの利用意向は居住地域と関係ないことが明らかとなった。薛ら（2014）

は、中国の 31 省市自治区において、消費者のネット上の商品選択行為（商品カテゴリー

の選好）をクラスター分析とカイ 2 乗検定を用いて分析し、判明した結果として、化粧

品、食品、およびホーム製品を対象とするネット上の購買選好は地域によって差異があ

り、しかも、異なる地域の居住者のデモグラフィック変数（性別、年齢、学歴）も有意な

差があることが示されている。魏と王（2018）は、Dagum のジニ係数を用いた実証研究

によって、消費者のネット上の購買費用は地域性によって制約されていることが提示され

ている。最後に、孙ら（2019）は、ネット上における購買時点の選択という視点によっ

て、週末に商品選択、購入をする河北地域とは違い、北京と天津の消費者は基本的には週

内にネットショッピングをする傾向があることを明らかにした実証研究を行った。 

 以上の議論より、異なる地域の在住者の消費活動の差異を考察するうえで、次のような

検証項目 3-3 を提起する。 

3-3：中国の BtoC-EC 市場において消費者行動の特徴は居住地域によって、差異が 

生じる 

6.3 調査概要 

本章の実証分析は、第 4 章において実施されたアンケート調査①（後半部分）の結果に準

拠する。本章では、多変量統計解析法の 1 つである数量化Ⅲ類を用い、抽出した成分（第 2
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成分まで）とその成分（軸）における得点化の結果を用いて、財別によるネット上の消費者

行動の差異を明らかにするとともに、第 5 章の分析結果にもとづき、デモ変数、特に地域要

因の調節作用について、明らかにする。 

6.3.1 測量尺度とデータ概要 

 消費者の購買選択行為はネットで具体的に購入する商品カテゴリーによって測定され

る。具体的な項目の設定について、中国インターネットセンター（CNNIC）が公表した

「中国におけるネットショッピング市場研究報告（2015 年度）」における 2013 年～2015

年ネットショッピングユーザーの購入商品品目分布を参考した15。 

また、情報探索行為はネット・クチコミの内容（トピック）によって、把握される。質

問項目については、中国における有形財、または無形財を購入することにつき、利用率が

高い関連サイトを対象とするカスタマーのレビューのトピックを確認しつつ、Chan

（2000）、Holbrook（1978）、Park and Lee（2008）、泉水（2015）、および杉谷

（2009）らのそれぞれの研究の指摘を踏まえたうえで、設定した16。 

第 4 章に言及したアンケート調査①の結果によって、844 名の被験者のうち、有形財の

購買選択と情報探索行為を測るための質問項目に対する回答者数は 807 名となった。ま

た、無形財を対象とする測定結果は、522 個の有効データを識別した。測量尺度の設定や

項目別の比率結果（降順）は表 6-1 のとおりである。 

 

 

 

                                                      

15 CNNIC（2016）「中国におけるネットショッピング市場研究報告（2015 年度）」、

http://www.cnnic.net.cn/hlwfzyj/hlwxzbg/dzswbg/201606/P020160721526975632273.pdf

（2020 年 5 月 25 日アクセス）。 
16 Chan（2000）は、発信者が実際に商品を購入する経験の有無により、「経験的クチコ

ミ」と「非経験的クチコミ」とに区別されるべきことを提示した。Holbrook（1978）は、

客観的標準にもとづく発信内容である「客観的クチコミ（商品の物理特性）」と主観的感

覚に制約される発信内容である「主観的クチコミ（商品の無形特性）」とに分けることを

示唆した。Park and Lee（2008）は、ネット・クチコミの内容は商品の属性（色、質、性

能）との関連性の有無により、ネット・クチコミを「属性評価型（Attribute Value 

Reviews）」と「単純推薦型（Simple Recommendation Reviews）」とに分けることを示し

ている。泉水（2015）は、魅力（共感する）、機能（品質が優れている）、感情（思い入れ

がある）、および認知（知らない）等の尺度によって、商品評価に関するクチコミの発信

内容を分類した。杉谷（2009）は、提案した機能性（品質が良い、便利な、機能が充実し

た等）と感情的（デザインがよい、センスがよい、魅力的な等）の評価尺度を提示した。 
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表 6-1 測量尺度の設定と比率集計 

変数 項目設定 

有形財（n=807） 

項目設定 

無形財（n=522） 

n（複数 

回答） 

比率

（％） 
n（複数回答） 

比率

（％） 

購買 

選択 

（商品

カテゴ

リー） 

1. 衣料品 733 90.830 1. 外食 419 80.268 

2. ホーム関連 489 60.595 
2. 観光ツアー 333 63.793 

3. 家電 488 60.471 

4. 化粧品 472 58.488 
3. 宿泊サービス 305 58.429 

5. 食料品 419 51.921 

6. パソコン関連 372 46.097 
4. 映画チケット 271 51.916 

7. デジタル製品 305 37.794 

8. ベビー用品 303 37.546 
5. 航空券 187 35.824 

9. 本 248 30.731 

情報 

探索 

行為

（クチ

コミの

内容） 

1. 質 691 85.626 1. 値段 354 67.816 

2. 値段 597 73.978 2. 安全性 313 59.962 

3. ブランド 490 60.719 3. 利便性 303 58.046 

4. 利便性 404 50.062 4. 個人体験 280 53.640 

5. デザイン 373 46.221 5. サービス 232 44.444 

6. 種類 329 40.768 6. 真偽 223 42.720 

7. サービス 318 39.405 7. ブランド 163 31.226 

8. 安全性 295 36.555 8. 種類 162 31.034 

9. 真偽 263 32.590 
9. 売上 146 27.969 

10. 個性化 138 17.100 

6.4  分析結果 1：財別によるネット上の消費者行動の差異 

6.4.1 数量化Ⅲ類 

 数量化Ⅲ類とは、多変量解析手法の一つで、外的基準がない場合の質的データの尺度化

の理論であり、正式には「パターン分類法」と呼ばれている。この理論は、データ内的の

反応パターンにもとづき、アイテム・カテゴリーとサンプルの相互関係が明らかになるよ

うに数値を付与するもので、その対応的な類似関係やポジショニングを求め、また、主成

分分析と類似した手法であり、1962 年頃ベンゼクリ氏により提唱された対応分析

（Correspondence Analysis）と数理的には等価の理論である（林, 1974；清水, 1998）。
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主成分分析との違いは、主成分分析が数量データを扱うのに対して、数量化Ⅲ類ではカテ

ゴリーデータを扱い、特に意識調査をはじめとする各種のデータを分析するために多くの

研究分野で用いられている（河野・中森, 2002）。 

 本論で分析方法として数量化Ⅲ類を選定する理由としては、（1）アイテム・カテゴリー

の得点とサンプルの得点を同時に付与できることによって、カテゴリー相互の類似度と個

体相互の類似度の両方を明らかにできること、（2）得点という数理的な表示だけでなく、

アイテム・カテゴリーとサンプルのポジショニングを同一次元の空間の散布図で提示でき

ること、があげられる。さらに、（3）外的基準がないので、多重共線性が発生する恐れも

なく、（4）サンプルスコア値の正負により、全属性別に各タイプのサンプル数、構成比を

算出することができるなどの利点が挙げられる（日比野・山下, 2010；菅, 2017；李, 

2004；三上, 1996）。 

 以上の数量化Ⅲ類の定義や利点を踏まえたうえで、本論においては、数量化Ⅲ類を用い

った分析結果について、①固有値（軸の重要性を表す指標）、寄与率（固有値の固有値合

計に占める割合）、および相関係数などの分析精度を表す指標、②数量化されたカテゴリ

ースコアの得点、③カテゴリー間の類似度を同一次元の空間で表す散布図などの内容を含

めて、提示する。 

6.4.2 財別による購買行為の差異 

1）有形財の購買行為 

 数量化Ⅲ類に適用できるデータはカテゴリーデータであり、入力用データのフォーマッ

トにはアイテム・カテゴリーとフリーチェックの 2 つの方式がある。また、フリーチェック

方式により、導出される軸数はカテゴリー総数から項目数を引いた値に等しくなる（菅, 

2017）。本論では、フリーチェック方式で入力されたデータを数量化Ⅲ類で分析した。なお、

結果の提示について、導出されたすべての軸ではなく、相関係数が 0.3 を超える軸のうち、

上位 2 個の軸のみを扱って、解釈する。 

表 6-2 分析精度（有形財の購買行為） 
 

商品カテゴリー（有形財） 

軸 NO 1 軸 2 軸 3 軸 4 軸 

固有値 0.168 0.138 0.126 0.102 

寄与率（％） 19.94 16.35 14.98 12.06 

累積寄与率（％） 19.94 36.29 51.27 63.33 

相関係数 0.410 0.372 0.356 0.319 
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有形財の購買行為を量化した分析モデルの精度について、第 1 軸（固有値＝0.168、寄

与率＝19.94％）と第 2 軸（固有値＝0.138、寄与率＝16.35％）の寄与率の合計（累積寄

与率）は 36.29％であり、それほど説明力が高いとは言えないが、2 個の軸の相関係数は

それぞれ 0.410 と 0.372 になるため、数量化Ⅲ類を用いた関連研究を参照すると、本論に

おける有形財間の類似度を説明するための軸 1 と軸 2 の選択、および有形財の分析結果で

ある分析精度は良好であると考えられる。 

 

表 6-3 カテゴリースコアの抽出（有形財の購買行為） 

 変数名 
1 軸 

（カテゴリースコア） 
変数名 

2 軸 

（カテゴリースコア） 

商品 

カテ 

ゴリー 

（有形財） 

パソコン関連 1.556 ベビー用品 2.513 

デジタル製品 1.450 パソコン関連 0.691 

本 0.914 本 0.642 

家電 0.531 デジタル製品 0.533 

ホーム関連 0.050 ホーム関連 0.100 

衣料品 -0.264 家電 0.026 

食料品 -0.520 化粧品 -0.504 

化粧品 -1.083 衣料品 -0.659 

ベビー用品 -2.009 食料品 -1.624 

  

また、各商品項目（有形財）のカテゴリースコアの得点結果（表 6-3）によると、第 1 軸

において、プラスの値の中で、最も大きいものが「パソコン関連」であり、他にも大きい順

に「デジタル製品」、「本」、「家電」、「ホーム関連」などが並んでいる。一方、マイナスの値

の中で、最も小さいものが「ベビー用品」であり、他にも小さい順に「化粧品」、「食料品」、

「衣料品」などが示されている。第 2 軸では、プラスの値の中で、最も大きくて、しかも 2

位とかなりの差があるのは「ベビー用品」であり、他にも大きい順に「本」、「デジタル製品」、

「ホーム関連」、「家電」などとなる。マイナスの値の中では、最も小さいものが「食料品」

であり、他には小さい順に「衣料品」と「化粧品」となっている。 
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図 6-1 散布図における商品カテゴリーの位置付け（有形財） 

 

散布図における商品カテゴリー（有形財）の位置付けは図 6-1 のとおりである。1 軸（横

軸）における商品の分布をみると、正の方向に位置するのは「パソコン関連」、「デジタル製

品」などの長期間にわたり効用をもたらす商品カテゴリーであり、負の方向は「ベビー用品」、

「化粧品」、「食料品」などの耐久期間が比較的に短い商品カテゴリーである。消費財の耐久

期間によって、1 軸を耐久・非耐久商品判別軸とネーミングした。また、2 軸（縦軸）につ

いては、正の方向には、「ベビー用品」、およびコストが高いため、購買に当たり、一定の関

連知識と特別な購買努力が必要だといわれる「パソコン関連」などの商品カテゴリーが位置

している。負の方向には、オンラインであれ、オフラインであれ、簡単に買える「食料品」、

「衣料品」などの商品カテゴリーが位置している。ここで、説明しておきたいのは、「食料

品」と「ベビー用品」にとっては、安全性は共通した問題になる。中国の消費者にとっては、

2008 年の国内乳製品大手メーカー三鹿集団がメラミン入り粉ミルクを製造販売していた事

件によって、食品安全性といえば、特に国産の赤ちゃん用の粉ミルクへの不信感の高まりが

続いている（石原, 2014；畢, 2016）。このような背景のもとに、越境 EC サービスを利用し

て、海外ブランドの粉ミルクを購入しようとしている消費者が増えてきたものの、関連デー

タによると、ネット上で「衣料品」と「食料品」を購入した経験がある消費者の比率のそれ

ぞれは、46.5％と 37.5％となる一方、実際に「ベビー用品」を購入した消費者の比率はわず

か 13.1％しかない。理由として、ネット通販に対して、最も気になる問題は製品の品質（偽
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物が多いため）などが挙げられている。したがって、実際のネット上の購買経験（傾向）と

いう現状から見れば、「ベビー用品」より、「食料品」と「衣料品」の方がネットで最も抵抗

感なく、買いやすい商品カテゴリーであると考えられる。以上によって、本論は渡部・岩崎

（2010）における商品のネット購買への抵抗感という視点にもとづき、2 軸を抵抗・非抵抗

商品判別軸とネーミングした。これにより、有形財を対象とするネット上の購買行為は「Ⅰ：

耐久・抵抗型」、「Ⅱ：非耐久・抵抗型」、「Ⅲ：非耐久・非抵抗型」、「Ⅳ：耐久・非抵抗型」

の 4 タイプに区分される。 

2）無形財の購買行為 

 無形財の購買行為を定量化した分析モデルの精度について、第 1 軸（固有値＝0.226、寄

与率＝32.88％）と第 2 軸（固有値＝0.180、寄与率＝26.10％）の寄与率の合計（累積寄与

率）は 50％を超えて、58.98％になり、2 個の軸の相関係数はそれぞれ 0.476 と 0.424 にな

るため、数量化Ⅲ類を用いた関連研究を参照すれば、本論における無形財間の類似度を説明

するための 1 軸と 2 軸の選択は妥当であると考えられる。 

 

表 6-4 分析精度（無形財の購買行為） 
 

商品カテゴリー（無形財） 

軸 NO 1 軸 2 軸 3 軸 4 軸 

固有値 0.226 0.180 0.153 0.129 

寄与率（％） 32.88 26.10 22.25 18.75 

累積寄与率（％） 32.88 58.98 81.25 100.0 

相関係数 0.476 0.424 0.391 0.359 

 

 カテゴリースコアの正負により、1 軸は「航空券」、「映画チケット」の 2 項目と「外

食」、「宿泊予約」、「観光ツアー」の 3 項目、2 軸は「映画チケット」、「外食」の 2 項目と

「宿泊予約」、「観光ツアー」、「航空券」の 3 項目に分かれている。 
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表 6-5 カテゴリースコアの抽出（無形財の購買行為） 

 変数名 
1 軸 

（カテゴリースコア） 
変数名 

2 軸 

（カテゴリースコア） 

商品 

カテ 

ゴリー 

（無形財） 

航空券 2.381 映画チケット 1.513 

映画チケット 0.608 外食 0.765 

外食 -0.530 宿泊サービス -0.809 

宿泊サービス -0.562 観光ツアー -0.925 

観光ツアー -0.650 航空券 -0.940 

 

 散布図における商品カテゴリー（無形財）の位置付けは図 6-2 のとおりである。1 軸

（横軸）の正の方向は「航空券」、「映画チケット」などの持続時間が少ないサービスであ

り、一方、負の方向は「外食」、「宿泊サービス」、「観光ツアー」などの比較的長時間持続

している無形財となっている。無形財の持続期間という基準に基づき、1 軸を持続時間

少・持続時間多判別軸とネーミングした。また、2 軸（縦軸）については、正の方向に位

置している「映画チケット」、「外食」と比べると、負の方向は「宿泊サービス」、「観光ツ

アー」、「航空券」などとなっており、多くのリスクが伴う無形財である。サービス・コス

トの高低によりサービスを分類する基準に従い、2 軸を低サービス・コストと高サービ

ス・コスト判別軸とネーミングした。無形財を対象とする購買行為も「Ⅰ：少時間・低コ

スト型」、「Ⅱ：多時間・低コスト型」、「Ⅲ：多時間・多コスト型」、「Ⅳ：少時間・多コス

ト型」の 4 タイプに分類することができる17。 

 

                                                      

17 無形財の持続期間は Lovelock and Gummesson（2004）の指摘に依拠している。それ

は、消費者は有形財を購入したら、所有権の移転が発生するのに対して、無形財を購入す

る場合、購入されたサービスの提供が一定的期間内しか持続しないことという。つまり、

サービスの消費は、時間と空間を超えて存在することができず、サービス主体とサービス

対象の間に、特定の時間と特定の空間に存立する一過性のものである。また、サービス・

コストに関する Lovelock and Wright（1999）の指摘によると、非金銭的コストである時

間的コストはサービスを受ける過程中に要する時間、身体的コストはサービスを受ける過

程中に伴う肉体的疲労、心理的コストはサービスを受ける過程中に伴う心理的不安、感覚

的コストはサービスを受ける過程中に伴う不愉快の感覚であることを意味している。 
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図 6-2 散布図における商品カテゴリーの位置付け（無形財） 

 

3）財別による購買行為間の差異 

商品カテゴリー間の類似性程度は図 6-3 のとおりである。まず、有形財間の類似度につい

て、左下の第Ⅲ象限にプロットされる「化粧品」は「衣料品」と近く、「ベビー用品」とは

遠い距離にあることから、ネット上で「化粧品」を購入する消費者は、「ベビー用品」より

「衣料品」を共同購入する可能性が高いことが推測される。また、有形財カテゴリーは原点

からの距離の遠近によって、例えば、「ベビー用品」、「デジタル製品」、「パソコン関連」よ

り、「ホーム関連」、「家電」、および「衣料品」のほうが散布図の中心に近いため、ネット上

で有形財を購入する消費者は、前者より後者の商品を購入する可能性が高いことが見込ま

れる。一方で、ネット上で無形財の購入行為について、「宿泊予約」と「観光ツアー」との

間には高い類似度があるのに対して、「映画チケット」、「外食」、および「航空券」にはそれ

ぞれ大きな間隔があり、散布図の第Ⅰ、Ⅱ、Ⅳ象限に位置しており、原点からもかなり離れ

ている。これによると、検証項目 3-1、すなわち「ネット上において購入する商品カテゴリ

ー間の類似度は財の有形性によって、差異がある」が成り立つことが実証された。 
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図 6-3 財別による購買行為間の差異 

 

6.4.3 財別による情報探索行為の差異 

1）有形財の情報探索行為 

有形財の情報探索行為を量化した分析モデルの精度について、第 1 軸（固有値＝

0.178、寄与率＝17.91％）と第 2 軸（固有値＝0.139、寄与率＝13.95％）の寄与率の合計

（累積寄与率）は 31.86％にしかならないが、2 個の軸の相関係数はそれぞれ 0.422 と

0.373 になる。数量化Ⅲ類を用いた関連研究を参照すれば、本論における情報の内容（有

形財）の類似度を説明するための 1 軸と 2 軸の選択は適当であろうと判断される。 

 

表 6-6 分析精度（有形財の情報探索行為） 
 

クチコミ内容（有形財） 

軸 NO 1 軸 2 軸 3 軸 4 軸 

固有値 0.178 0.139 0.136 0.116 

寄与率（％） 17.91 13.95 13.67 11.60 

累積寄与率（％） 17.91 31.86 45.53 57.13 

相関係数 0.422 0.373 0.369 0.340 

 

カテゴリースコアの正負により、1 軸は「真偽」、「安全性」、「サービス」、「ブランド」、

「質」の 5 項目と「値段」、「種類」、「便利性」、「デザイン」、「個性化」の 5 項目、2 軸は「個
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性化」、「サービス」、「真偽」、「安全性」、「ブランド」の 5 項目と「便利性」、「質」、「種類」、

「デザイン」、「値段」の 5 項目に分かれている。 

 

表 6-7 カテゴリースコアの抽出（有形財の情報探索行為） 

 変数名 
1 軸 

（カテゴリースコア） 
変数名 

2 軸 

（カテゴリースコア） 

クチコミ 

の内容 

（有形財） 

真偽 2.185 個性化 3.845 

安全性 1.525 サービス 1.839 

サービス 0.492 真偽 0.393 

ブランド 0.187 安全性 0.136 

質 0.143 ブランド 0.018 

値段 -0.158 便利性 -0.176 

種類 -0.371 質 -0.551 

便利性 -0.598 種類 -0.599 

デザイン -1.695 デザイン -0.604 

個性化 -2.037 値段 -0.659 

 

散布図におけるクチコミの内容（有形財）の位置付けは図 6-4 のとおりである。有形財

を購入する場合、1 軸（横軸）における正の方向は「真偽」、「安全性」、「サービス」など

実際に商品を買い、使用し、体験しないと、評価できない部分に関する情報の内容であ

り、負の方向には「個性化」、「デザイン」などの消費者にとって、利用するしないにかか

わらず、その商品を紹介する写真、ビデオなどの広告によって、自分の感想を自由に表出

できる情報の内容が並んでいる。以上により、Chan（2000）の指摘をふまえて、1 軸を

経験的・非経験的情報判別軸とネーミングした。また、2 軸（縦軸）では、正の方向が

「個性化」、「サービス」などの情報の内容であり、負の方向には「値段」、「種類」、「質」

などが並んでいる。商品の「個性化」の有無と販売者が提供する「サービス」の良さに注

目する評価情報は極めて主観的であり、完全に消費者自身のセンスおよび感覚に依存す

る。これに対して、商品の「値段」の高低、「種類」の多少、および「質」の良さに関す

る評価は比較的、客観的な事実、あるいは商品の実状に依存するものである。Holbrook

（1978）の研究に基づき、2 軸を主観的・客観的情報判別軸とネーミングした。これによ

り、有形財を購入する際に、消費者の情報探索行為は「Ⅰ：経験・主観型」、「Ⅱ：非経

験・主観的」、「Ⅲ：非経験・客観型」、「Ⅳ：経験・客観型」の 4 タイプに分けられる。 
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図 6-4 散布図におけるクチコミ内容の位置付け（有形財） 

 

2）無形財の情報探索行為 

 無形財の情報探索行為を量化した分析モデルの精度について、第 1 軸（固有値＝

0.171、寄与率＝15.81％）と第 2 軸（固有値＝0.166、寄与率＝15.27％）の寄与率の合計

（累積寄与率）は 31.08％しかならないが、2 個の軸の相関係数はそれぞれ 0.414 と 0.407

になるため、数量化Ⅲ類を用いた関連研究を参照すれば、本論における情報の内容（無形

財）の類似度を説明するための 1 軸と 2 軸の選択は妥当であろうと判断される。 

 

表 6-8 分析精度（無形財の情報探索行為） 
 

クチコミ内容（無形財） 

軸 NO 1 軸 2 軸 3 軸 4 軸 

固有値 0.171 0.166 0.150 0.131 

寄与率（％） 15.81 15.27 13.85 12.05 

累積寄与率（％） 15.81 31.08 44.93 56.98 

相関係数 0.414 0.407 0.388 0.362 

 

カテゴリースコアの正負により、1 軸は「売上」、「ブランド」、「利便性」、「値段」、「種



91 

 

類」の 5 項目と「安全性」、「サービス」、「真偽」、「個人体験」の 4 項目に、2 軸は「ブラ

ンド」、「種類」、「売上」、「真偽」、「サービス」の 5 項目と「安全性」、「値段」、「個人体

験」、「利便性」の 4 項目に分かれている。 

 

表 6-9 カテゴリースコアの抽出（無形財の情報探索行為） 

 変数名 
1 軸 

（カテゴリースコア） 
変数名 

2 軸 

（カテゴリースコア） 

クチコミ 

の内容 

（無形財） 

売上 1.811 ブランド 1.883 

ブランド 1.173 種類 1.082 

利便性 0.925 売上 0.859 

値段 0.386 真偽 0.834 

種類 0.178 サービス 0.191 

安全性 -0.139 安全性 -0.118 

サービス -0.510 値段 -0.273 

真偽 -1.426 個人体験 -0.519 

個人体験 -1.506 利便性 -1.845 

 

 散布図におけるクチコミの内容（無形財）の位置付けは図 6-5 のとおりである。無形財

を購入する場合、1 軸（横軸）における正の方向は「売上」、「ブランド」、「値段」などの

情報であり、負の方向は「個人体験」、「情報の正確さ（真偽）」、「サービス」、「安全性」

などとなっている。これらは購入という前提を満たさないと、評価しづらい内容である。

したがって、Chan（2000）の研究に基づき、1 軸を非経験的・経験的情報判別軸とネー

ミングした。また、2 軸（縦軸）における情報の内容の分布について、正の方向は「ブラ

ンド」、「種類」、「売上」などのサービス財の使用体験とは関連がない情報であり、負の方

向は「利便性」、「個人体験」、「安全性」などのサービス財の基本属性を評価する情報が並

んでいる。Park and Lee（2008）の研究により、2 軸を非属性・属性情報判別軸とネーミ

ングした。以上のことより、無形財を購入する際に、「非経験・非属性型」、「経験・非属

性型」、「経験・属性型」、「非経験・属性型」の 4 タイプの情報探索行為で識別されてい

る。 
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図 6-5 散布図におけるクチコミ内容の位置付け（無形財） 

 

3）財別による情報探索行為間の差異 

 図 6-6 によると、消費者はネットで有形財を購入する前に、「個性化」、「真偽」、「デザイ

ン」、および「安全性」というクチコミの内容より、「ブランド」、「利便性」、「値段」、

「質」、および「種類」などの内容に関連する評価をより重視することが見出せる。ま

た、後者においては、「値段」、「質」、「種類」という情報の内容の間に高い類似度があ

る。これにより、購入したい有形財の「値段」に関連するクチコミを参照するとともに、

「質」と「種類」に相関するクチコミも検索する可能性の高さが推測される。その一方、

ネットで無形財を購入する前に、「ブランド」、「売上」、「正確さ」、「個人体験」、および

「利便性」のようなクチコミの内容より、「種類」、「サービス」、「安全性」、「値段」など

の内容に関連する評価をより重視することが見られる。また、後者のうち、「サービス」、

「安全性」、「値段」という情報の内容の間に高い類似度があることから、購入したい無形

財の「値段」に関連するクチコミを参照するとともに、「サービス」と「安全性」に関連

するクチコミも検索する可能性が高いことが推測される。これによると、検証項目 3-2、

すなわち「ネット上において検索にするネット・クチコミの内容は財の有形性によって、 

差異がある」が成り立つことも実証された。 
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図 6-6 財別による情報探索行為間の差異 

 

6.4.4 消費者の類型化 

 実験 2 の追加分析として、サンプルスコアによって、消費者の類型化を行うことを試み

た（表 6-10）。また、各パターンの各タイプに属する被験者の個人属性の間、比率集計の

結果の差の有意性を検討するため、母比率の差の検定を行った。 

 男性はネットで非耐久・抵抗型より、耐久・抵抗型（Ⅰ（49.3％）とⅡ（35.9％）：Z＝

2.702、p＝0.007）の有形財を購入する可能性の比率が高いのに対して、女性は、ネット

で有形財を購入する場合、耐久・非抵抗型より、非耐久・非抵抗型（Ⅱ（64.1％）とⅣ

（45.7％）：Z＝3.610、p＝0.000）の商品カテゴリーを選択する傾向にある。無形財の購

入については、20 歳代の消費者（Ⅰ（56.4％）とⅣ（41.3％）：Z＝2.165、p＝0.030）は

少時間・高コスト型より少時間・低コスト型の商品カテゴリーをネットで購入する傾向が

ある。また、居住地域は発達地域の消費者はネットで有形財を購入する場合、非経験・主

観型（Ⅱ（75.5％）とⅠ（63.6％）：Z＝2.313、p＝0.021）と経験・客観型（Ⅳ

（73.3％）とⅠ（63.6％）：Z＝2.036、p＝0.042）のクチコミの内容を検索する可能性が

高いが、非発達地域の消費者の気になるクチコミは経験・主観型の内容（Ⅰ（36.4％）と

Ⅱ（24.5％）：Z＝2.313、p＝0.021）となる。 
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表 6-10 サンプルスコアにもとづく消費者の類型化 

 第Ⅰ象限 第Ⅱ象限 第Ⅲ象限 第Ⅳ象限 

有形財 

n＝807 

耐久・抵抗 非耐久・抵抗 非耐久・非抵抗 耐久・非抵抗 

205（25.403%） 195（24.164%） 221（27.385%） 186（23.048%） 

無形財 

n＝522 

少時間・低コスト 多時間・低コスト 多時間・多コスト 少時間・多コスト 

78（14.943%） 135（25.862%） 159（30.460%） 150（28.736%） 

有形財内容 

n＝807 

経験・主観 非経験・主観 非経験・客観 経験・客観 

162（20.074%） 159（19.703%） 265（32.838%） 221（27.385%） 

無形財内容 

n＝520 

非経験・非属性 経験・非属性 経験・属性 非経験・属性 

135（25.962%） 117（22.500%） 134（25.769%） 134（25.769%） 

 

 消費者類型化の方法として、従来のサンプルスコア間の距離の大小によるグルーピング

を行うクラスター分類法ではなく、サンプルスコアによりそれぞれネーミングされた 1 軸

と 2 軸における得点の正負によって、消費者の類型化を行った。理由としては、本研究はラ

ンダムで抽出されている数多くのサンプルそのものは無意味なものであり、通常のクラス

ター分析によるサンプル分類によれば、分けられる群をネーミングにするのは極めて困難

であることが挙げられる。 

上記の理由から、選定する軸の数が不十分であることにより、生じる誤差が類型化した結

果の信頼性にどのぐらいの影響をもたらすのかを検証するために、数量化Ⅲ類により算出

されたサンプルスコアをクラスター分析（ウォード法）に適用してみた。その後、一致性の

統計学的検定を用い、2 つの基準にもとづき分類した各パターン間の一致率とカッパ係数

（99％信頼区間）について検討したが、その結果は以下の表 6-11 の通りである。Landis and 

Koch（1977）の一致性の評価基準に関する指摘によると、2 つの基準にもとづく消費者類

型化の結果は中等度の一致となることが考えられる。 
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表 6-11 消費者類型化結果の信頼性（カッパ係数） 

数量化Ⅲ類 

クラスター分析 

Kappa 係数 Z 値 p 値 

95% CI 

（下限） 

95% CI 

（上限） 

S P (n=522) 0.465 18.597 0.000** 0.413 0.518 

G P (n=807) 0.475 23.523 0.000** 0.431 0.520 

S S (n=520) 0.382 15.464 0.000** 0.327 0.437 

G S (n=807) 0.479 23.478 0.000** 0.435 0.524 

注：**は有意水準 1％で有意的に差があることを示している。 

6.5  分析結果 2：地域要因を考慮した消費者行動の差異 

6.5.1 地域別の個人属性の特徴 

 独立性の検定により回答者の居住地域と個人属性間の相互関係の有無を分析した結果

を表 6-12 に示す。 

 

表 6-12 居住地域と個人属性間の相関関係 

 居住地域 性別 年齢 学歴 月収 職業 費用 回数 

居住地域 ― n.s. 0.005 n.s. 0.005 n.s. 0.000 0.046 

性別 0.104 ― 0.000 n.s. 0.000 0.036 n.s. 0.000 

年齢 0.121 0.158 ― 0.000 0.000 n.s. 0.000 0.002 

学歴 0.095 0.042 0.156 ― 0.000 0.003 0.000 0.001 

月収 0.110 0.178 0.335 0.233 ― n.s. 0.000 0.000 

職業 0.111 0.141 0.120 0.131 0.093 ― n.s. n.s. 

費用 0.121 0.112 0.147 0.147 0.299 0.128 ― 0.000 

回数 0.107 0.255 0.101 0.108 0.146 0.090 0.440 ― 

平均値 ― 1.582 2.653 1.892 3.931 ― 2.624 2.142 

標準偏差 ― 0.493 0.813 0.282 1.512 ― 1.172 0.881 

註：下三角行列はクラメールの連関係数が示されており、上三角行列には有意確率が示されている。囲み

線の項目はクラメールの連関係数は 0.20 を超える変数組である。 

 

さらに回答者の居住地域と他の個人属性間の関係性に大きな影響を与える具体的な反応
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項目を調べるため、続いて残差分析を行う。得られた群間の差における有意水準 5％または

1％の有意性を把握するため、調整済み残差（Rij）を求める。結果として、地域差によるネ

ットショッピングをする消費者の個人属性を取り上げ、表 6-13 のように整理した。 

 

表 6-13 地域別の調整済み残差反応項18 

居住 

地域 

反応項 
度数 比率（％） 调整済み残差 

質問 項目 

東北 

地域 

年齢 40 歳以上 19 29.69 3.181** 

月収 2000～3999 14 21.88 2.223* 

費用 300 元以下 9 25.00 4.035** 

西北 

地域 

職業 公務員 5 19.23 3.722** 

費用 
301～500 13 6.220 2.701** 

501～700 1 0.658 -2.022/ 

西南 

地域 
性別 

男性 28 57.14 2.240** 

女性 21 42.86 -2.240/ 

華北 

地域 

学歴 大学以上 28 16.57 3.677** 

職業 NPO 19 11.31 2.061* 

月収 
4000～5999 32 18.94 -2.109/ 

10000～14999 35 20.71 2.702** 

華中 

地域 

職業 自由業 7 7.527 3.271** 

月収 
2000～3999 20 21.05 2.511* 

10000～14999 5 5.263 -2.653// 

費用 501～700 29 19.08 3.370** 

華東 

地域 

職業 NPO 15 5.000 -2.092/ 

月収 
2000～3999 24 8.000 -3.162// 

6000～7999 81 27.00 2.384* 

費用 300 元以下 5 13.89 -2.774// 

華南 

地域 

年齢 40 歳以上 9 6.475 -3.287// 

月収 2000 元以下 12 8.633 2.570* 

注） *と**、/と//はそれぞれ有意水準 5％および 1％で有意に大きい、小さいことを示している。 

 

                                                      

18 表 6-13 において調整済み残差の結果にもとづき（Rij>1.96、あるいは Rij＜-1.96）、網

付けのない部分は、統計的に独立ではない場合（p＜0.05、あるいは p＜0.01）、特異性が

ある各反応項目、網付けの部分は、統計的に独立な場合（p＞0.05）、特異性がある各反応

項目を意味している。 
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 表 6-13 によると、例えば、東北地域において、40 歳以上の消費者はネットショッピン

グをする傾向の可能性が高いのに対し、華南地域では 40 歳以上の消費者は少ないことが分

かる。また、月次ネットショッピングにかけた費用について、西北地域では 301～500 元ま

での消費者の数が多く、501～700 元までの消費者の数は少ないのに対して、華中地域では

月ネットショッピングに 501～700 元をかかった消費者の数が多い。この購買費用の差が現

れる理由については、地域の発達程度による影響であると考えられる。性別の差については、

西南地域しか現れていない（女性より男性が有意に多い）ことから、中国における西南地域

の他にはネットショッピングをする消費者の性差がほとんどないことが分かる。その理由

として、地域差によるインターネットの普及率および教育レベルに差異があることが考え

られる。 

6.5.2 地域別の購買行為の特徴 

1）地域別の有形財の購買行為 

  

表 6-14 地域要因の量化得点（有形財の購買行為） 

有形財 

購買行為 
変数名 

1 軸 

（カテゴリースコア） 
変数名 

2 軸 

（カテゴリースコア） 

居住 

地域 

華中地域 0.084 西北地域 0.742 

東北地域 0.007 東北地域 0.064 

西南地域 0.007 華中地域 -0.087 

華南地域 -0.003 華東地域 -0.090 

華北地域 -0.197 華南地域 -0.157 

華東地域 -0.279 西南地域 -0.168 

西北地域 -0.447 華北地域 -0.342 

 

 ネーミングした軸における各地域の位置づけの結果（図 6-7）によると、例えば、華東、華

北、華南、西南、および華中地域と違い、西北と東北地域の在住者はネットで購買リスクが

高い有形商品を購入する傾向がある。そのうち、東北地域（Ⅰ）と華南、華北、華東地域（Ⅲ）、

西北地域（Ⅱ）と華中、西南地域（Ⅳ）の在住者のそれぞれは、まったく対立する購買選択

パターンに従うことが分かる。 
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図 6-7 散布図における各地域の位置付け（有形財の購買行為） 

 

2）地域別の無形財の購買行為 

 

表 6-15 地域要因の量化得点（無形財の購買行為） 

無形財 

購買行為 
変数名 

1 軸 

（カテゴリースコア） 
変数名 

2 軸 

（カテゴリースコア） 

居住 

地域 

華南地域 0.052 華南地域 0.382 

西南地域 0.050 華北地域 0.151 

東北地域 -0.012 華東地域 0.086 

華中地域 -0.031 華中地域 -0.089 

華北地域 -0.104 西南地域 -0.147 

華東地域 -0.203 東北地域 -0.156 

西北地域 -0.381 西北地域 -0.267 

 

ネーミングした軸における各地域の位置づけの結果（図 6-8）によると、例えば、西

北、華南、華北、華中、および東北地域と違い、華南と西南地域の在住者はネットで持続

時間の少ない無形商品を購入する傾向がみられる。そのうち、華南地域（Ⅰ）と華中、東

北、西北地域（Ⅲ）、西南地域（Ⅳ）と華南、華北地域（Ⅱ）の在住者のそれぞれは、ま

ったく対立する購買選択パターンに従うことも分かる。 
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図 6-8 散布図における各地域の位置付け（無形財の購買行為） 

 

それぞれの地域において、購買選択行為間の類似性の差異（遠近関係）に注目すると

（図 6-7 と図 6-8）、例えば華南と西南地域の在住者はネット上で有形財を購入する際に、

きわめて類似性の高い選択行為を行うことに対して、購入製品が無形財に変わると、両地

域の在住者たちの購買選択パターンも変わってくる。その理由について、表 6-13 の結果

を再び参考にすれば、即ち、華南地域の在住者は低年齢、少収入で（40 歳以上が少ない、

月収は 2000 元以下が多い）、西南地域の在住者は男性の方が多い、などのデモ変数の特徴

差異を無視するわけにはいかないであろう。以上、ネット通販はバーチャル空間として、

その場における消費者行為は時間的な制約を受けず、地理上の縛りにおいて容易に離脱で

きる特徴もある。それにもかかわらず、ネット上の消費者の選好行為は性別、年齢、収入

水準、および製品の種類などの測定可能な要因のほかには、本研究が言及していない言

語、飲食、および長年にわたって生じる特有の地域文化などの潜在要因によって、規定さ

れているのであろうと推察される。 

6.5.3 地域別の情報探索行為の特徴 

1）地域別の有形財の情報探索行為 
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表 6-16 地域要因の量化得点（有形財の情報探索行為） 

有形財 

情報探索 
変数名 

1 軸 

（カテゴリースコア） 
変数名 

2 軸 

（カテゴリースコア） 

居住 

地域 

西北地域 0.177 西北地域 0.225 

東北地域 0.132 華南地域 0.002 

華北地域 0.091 華中地域 -0.149 

華東地域 -0.044 華東地域 -0.163 

華南地域 -0.050 西南地域 -0.170 

華中地域 -0.107 華北地域 -0.193 

西南地域 -0.197 東北地域 -0.255 

 

ネーミングした軸における各地域の位置づけの結果（図 6-9）によると、居住地域の差異

に伴い、消費者はネットショッピングをする際に、まったく異なる情報探索行為を行うこ

とが分かっている。例えば、西南、華中、華南、華北、および東北地域と違い、華南と西

北地域の在住者はネットで有形商品を購入する際に、他の消費者からの主観的クチコミを

探索する傾向がある。そのうち、西北地域（Ⅰ）と西南、華中、華東地域（Ⅲ）、華南地

域（Ⅱ）と華北、東北地域（Ⅱ）の在住者のそれぞれは、まったく逆のクチコミの内容を

重視することも分かる。 

 

 

図 6-9 散布図における各地域の位置付け（有形財の情報探索行為） 



101 

 

2）地域別の無形財の情報探索行為 

 

表 6-17 地域要因の量化得点（有形財の情報探索行為） 

無形財 

情報探索 
変数名 

1 軸 

（カテゴリースコア） 
変数名 

2 軸 

（カテゴリースコア） 

居住 

地域 

西南地域 0.249 華南地域 -0.102 

東北地域 0.134 華北地域 -0.139 

華北地域 -0.025 華中地域 -0.185 

華中地域 -0.031 西南地域 -0.210 

華東地域 -0.056 華東地域 -0.263 

華南地域 -0.089 西北地域 -0.341 

西北地域 -0.120 東北地域 -0.557 

 

 続いて、ネーミングした軸における各地域の位置づけの結果（図 6-10）によると、有形

財の購買を対象とする情報探索行為（図 6-9）とは違い、ネットで無形財を購入する消費

者は主に属性型のクチコミを重視することが分かっている。また、居住地域による情報探

索行為の差異といえば、例えば、西北、華南、華東、華中、および華北地域と比べると、

東北と西南地域の在住者はネットで無形財を購入する際に、当該商品を購入した消費者か

らの購買経験より、購入経験がない消費者の非経験的評価より好む傾向がみられる。 

 

 

図 6-10 散布図における各地域の位置付け（無形財の情報探索行為） 
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それぞれの地域において、情報探索行為間の類似性の程度（遠近関係）に注目すると

（図 6-9 と図 6-10）、例えば高い類似性がある華北と東北地域の在住者たちは、購入製品

の類別が変わったことによって、その類似性の程度も弱くなる。前述の購買選択の場合と

同様に、異なる地域住民のデモ変数間の差異（東北地域：高年齢、低収入、および低費

用；華北地域：高学歴、高収入）は 1 つの影響要因として考えられる。また、得点化した

各地域間の遠近関係（有形財）の位置付けによると、中国の北地域（西北地域、華北地

域、および東北地域）と南地域（華南地域、西南地域、華東地域）に在住している消費者

間の情報探索行為が完全に逆のパターンであることが示されており、また、クチコミは主

観的なのか、客観的なのかという分類基準によって、北地域では、さらに「経験・主観

型」である西北地域と「経験・客観型」である華北と東北地域に細分化されている。以上

によると、検証項目 3-3、すなわち「居住地域は一つの調整要因として、異なる消費者行

動に対する調整効果がある」ことも実証された。 

6.6 実証研究 3 のまとめ 

 以上の議論より、実証研究 3では、中国におけるネット上の消費者の購買（商品カテゴ

リー）と情報探索行為（ネット・クチコミの内容）の測定を目的としているアンケート調

査①の後半部分の統計データにもとづき、財別によるネット上の消費者行動の特徴を明確

にしたうえで、消費者の個人属性、特に地域要因の影響作用を吟味するための実証研究③

を行った。上述の分析結果によって、仮説検証の結果は表 6-18 に整理されるとおりであ

る。 

 

表 6-18 実証研究 3 における検証項目の検証結果 

検証項目 結果 

3-1  ネット上において購入する商品カテゴリー間の類似度は財の有形性によって、差異が

ある 
支持 

3-2  ネット上において検索にするネット・クチコミの内容は財の有形性によって、差異が

ある 
支持 

3-3  居住地域は一つの調整要因として、異なる消費者行動に対する調整効果がある 

 
支持 

理論仮説 3  
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H3  ネット上において消費者行動の特徴は財の有形性によって、差異がある 支持 

 

 実証研究 3 では、知覚リスクのタイプと程度が、分析結果により提示した財別の購買行

動間、および情報探索行為間の差異が生じる理由になると考えている。ところが、財別の

消費者行動における知覚リスクのタイプと程度の差異を客観的に測定することは、本章の

議論では限界があることも事実である。したがって、ネットで購入する財の種類により、

消費者はどのくらいの程度で何のタイプのリスクを知覚するのかに関しては、次章にいて

検討するべき課題となっている。 
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第 7 章 実証研究 4： 

知覚リスクの視点にもとづくネット上の情報探索行為に関する考察 

－財別による情報探索行為の差異の明確化－ 
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7.1  既存研究 

7.1.1 知覚リスクの定義 

 消費者が製品の品質に一定の期待を持って購買行動を行うときに、サービス品質のばら

つきによって、製品の品質は必ずしも消費者が期待する水準を満たしていないことが考え

られる。このような不確実性の存在とその購買結果がどのぐらいの重要性を持つのかは、

消費者の購買決定を支配している。この 2 つの要因の相互作用によって規定されている購

買の結果に対する不安の程度は「知覚リスク（Perceived Risk）」であると認識されてきた

（Bauer, 1960；Bettman, 1973；Dowling, 1986）。以上の認識にもとづき、消費者の購買

行為に伴う知覚リスクの構造モデルとその測定を上述の 2 つの要因、すなわち「不確実性

（Uncertainty）」と「結果の重大性（Consequence）」に求める研究が当初から行われて

きた（Cunningham, 1967；Derbaix, 1983；Dowling and Staelin, 1994）。「不確実性」

とは、ある製品もしくはサービスの品質がどの程度のばらついているのかに関する消費者

の感知を意味し、また、「結果の重大性」については、自動車、結婚式・披露宴などのよ

うに高価格であり、しかも直接身体や社会的評判につながる製品ほど高くなる傾向にある

と指摘されている（山本, 2001：p.75-76）。 

 知覚リスクはあくまでも自分自身の主観的な感知であり、消費者の個人属性の差異（性

別、年齢、購買経験および当該製品に対する知識量など）によって、実際に知覚されたリ

スクの内容と種類について、異なっていることも考える。したがって、知覚されたリスク

の内容とタイプをより詳しく描写するため、以前より様々な分類が試みてきた。例えば、

商品の機能や品質、および使用経験がもたらす幸福感の程度に対する不安や懸念を説明す

る機能的リスクと心理・社会的リスクの分類法などある（Robertson, 1970）。また、

Jacoby and Kaplan（1972）によると、カラーテレビ、スーツ、歯磨き粉などの有形財と

サービスである生命保険を含む 12 種類の商品に対する知覚リスクの測定結果によって、

金銭的リスク（Financial Risk）、社会的リスク（Social Risk）、機能的リスク

（Performance Risk）、感情的リスク（Psychological Risk）、および健康的リスク

（Physical Risk）という 5 つの異なるタイプのリスクが確認されている。神山・高木

（1993）は、上述の従来からの概念的なリスクの分類を洋服の購買過程に適用する場合で

は、必ずしも明瞭に表示できるものではないと考えた。そして、その問題意識をもって、

男子大学生と女子大学生の洋服の購買過程における「知覚されたファッション・リスク」

の内容を集団別因子分析で識別した結果に基づき、「流行性懸念」、「自己顕示懸念」、「規

範からの逸脱懸念」を含む「ひと」関連ファッション・リスクと、「着こなし・使いこな
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し懸念」、「品質・性能懸念」を包含する「もの」関連ファッション・リスクという構造モ

デルとして提案した。 

本章では、主に「不確実性」という知覚リスク構造要因の次元から、ネット上の購買行

為に伴うリスクのタイプを Jacoby and Kaplan（1972）の従来の概念分類によって、捉え

る妥当性に基づき検討を行う。 

7.1.2 知覚リスクの規定要因 

 消費者の購買過程において、必ずしも 7.1.1 節に述べた 5 つのタイプのリスクを同時、

かつ同じような強さの程度で実感しているわけではない（Kaplan, Szybillo and Jacoby, 

1974；Lim, 2003）。理由として、リスクの知覚程度は消費者の個人属性、商品の購買ツー

ル、商品の流行性、および商品の種類と特性などの要因によって規定されることが挙げら

れる（神山, 1997）。 

 知覚リスクに対する消費者の個人属性の規定作用について、例えば、洋服の購入過程に

伴う知覚リスクの種類とその程度は、性別と年齢層によって顕著な差異がみられる（神

山・高木, 1987）。Bhatnagar et al., （2000）は洋服、食品、旅行、投資などの合計 17 種

類の財とサービスの購買過程において、知覚されたリスクの差異を検討した結果、性別に

よりリスクを実感する商品カテゴリーの差異と、年齢が高いほど知覚リスクの程度が低く

なることなどが明らかにされている。 

 商品の購買ツールの規定作用に関して、電話注文によって購入した商品はほとんどの場

合知覚リスクの程度が比較的に低い商品であると確認された（Cox and Rich, 1964）。店舗

内の購買行為と比べると、ネットを介しての購買過程に伴う知覚リスクが全般的に高い傾

向にあることを論じられている（青木, 2005）。辻本（2015）は観光土産のオンライン・

リピート購買に対する知覚リスクの影響作用を検討した結果、直営店では、土産物店よ

り、知覚リスクが強く影響する要素は少なくなるため、知覚リスクが影響する要因は店舗

形態により異なることを指摘している。 

 商品の流行性について、Minshall et al.,（1982）は、洋服のデザインの時間性とそのリ

スク知覚間の相関関係についての研究を行った。その結果、新商品の購入に関しては、知

覚リスクの程度が最も高くなる一方、流行性からの影響を受けないクラッシックを購入す

る際には、感知するリスクの程度が最も低かったことを提示している。 

 最後に、知覚リスクの程度に対する商品の特性の影響効果について、Battman（1973）

は有形財（シャンプー、カップ麵など）とサービス財（クリーニング店、海外旅行など）

の購買行動に対する知覚リスクの説明力の差異を検討する実証研究を行った。その結果、
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サービス製品においては非常に高い知覚リスクが存在することが確認されている。      

Murray and Schlacter（1990）は、既存の有形財とサービス財の知覚リスクに関する測

定尺度を用い、財の有形性による知覚リスクの差異を検討した結果、金銭的リスクと機能

的リスクを除いたほかのすべてのリスクに対して、サービス財の購買の方により強いリス

クが感じられることが明らかにしている。 

 本章では、主に商品の特性は知覚リスクの規定要因として、すなわち財の有形性にもと

づき、異なる財のネット上の購買行為における知覚されたリスクのタイプの確認と情報探

索行為に対する各リスクの作用強度の差異を検討することが一つの目的になる。 

調査対象に関しては、第 1 に、第 1 章で述べた中国の BtoC-EC 市場におけるネット上

の購買選択（購入率）とその影響要因（図 1-5）の調査結果や、本論の第 6 章においてネ

ット上の消費者の購買選好（商品カテゴリー別）を測った比率集計の結果（表 6-1）によ

ると、他の商品カテゴリーと比べると、消費者はネットを通じて、衣料品と観光ツアーを

より積極的に購入している傾向が見られる。第 2 に、Minshall et al.,（1982）、神山・高

木（1993）、Bhatnagar et al.,（2000）、田中（2011）などの先行研究が設定した測定尺度

によると、洋服と観光ツアーは実店舗の購買行為に伴う知覚リスクの内容を考察する時

に、よく取り上げられた代表的な商品カテゴリーとなっている。こうしたことを考慮し

て、本章では、ネット上の消費者の購買習慣と選好を代表できる商品カテゴリー、および

実店舗の消費者行動を対象とする先行研究より示唆されている結論との比較してみること

という理由に基づき、ネット上の購買対象となる有形財と無形財のそれぞれの代表的製品

として、洋服と観光ツアーを選定した。また、ここで強調しておきたいことは、洋服の購

買と消費は消費者本人の身体、あるいは健康に直接影響を与える可能性が極めて低いた

め、問題の一般性を考慮したうえで、洋服の購買行為に伴うリスクのタイプの確認につい

ては、「健康的リスク」を取り除き、残りの「金銭的リスク」、「社会的リスク」、「機能的

リスク」および「感情的リスク」によって、測定尺度の設定することとする。 

7.1.3 知覚リスクを低減するための情報探索 

 消費者の購買前の情報探索行為は、購買目的、情報探索の努力程度、製品の差異などの

要因によって影響されていることが以前より明らかにされてきた（Newman and Staelin, 

1972；Duncun and Olshavsky, 1982；Punj and Staelin, 1978）。近年、知覚リスクの低

減という視点から、消費者はなぜ情報探索を行うのか、どのような情報源を重視する傾向

があるのかなどのように、情報探索の動機付けの問題を取り上げることは一般的になって

いる（Zeithaml, 1981；青木, 1986；山本, 2003；大橋, 2006；吉井, 2019） 
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知覚リスクを低減するための情報源の利用傾向について、鈴木（1993）は、ワープロ、

かぜ薬、自動車、シャンプー、およびスーツの 5 つの商品の購買行為に伴う知覚リスクと

その知覚リスクを低減するための各情報源（家族、テレビ番組、新聞記事、店員など）へ

の情報探索度の間の関係性を検討した。その結果、知覚リスクが消費者の情報探索度の重

要な規定要因であることが確認されたとともに、社会的リスクを強く感じる場合、家族

（β＝.124）や友人・知人（β＝-.038）への情報探索ではなく、テレビ CM（β＝.259、

p<.001）、新聞広告（β＝.238、p<.001）などのマス・メディアを能動的に利用する傾向が

顕著であること示されている。山口（2007）は、金融商品・サービスの購入過程におい

て、知覚リスクを低減するための情報探索行為の特徴を検討した結果は、特に情報源への

重視度（有益性比率）大小順について、営業の説明・アドバイス（72.8％）＞雑誌・専門

誌の記事（63.2％）＞ホームページ・メルマガなど（52.7％）＞…ネットの広告

（20.6％）＞家族の意見（15.1％）＞友人・知人の意見（8.5％）となることを明らかにし

ている。 

その一方、知覚リスクの低減に対するクチコミの有効性を論じる研究、例えば、Arndt

（1967a）は、知覚リスクの低減、特に新商品の初回購買に対するクチコミの有効性に言

及した。Roselius（1971）は、ブランド・ロイヤリティ（Brand Loyalty）、店舗のイメー

ジ（Store Image）、返金保証（Money Back）、クチコミ（Word of Mouth）、および購買

体験（Shopping）など知覚リスクの低減に対する 11 種類の手段の有効性を検討した結

果、友達からのクチコミ（商品の品質に関する評価）は購買に伴う知覚リスクの低減手段

となり得ることを明らかにしている。また、ネット環境下の購買行為に伴う知覚リスクの

低減に対して、準拠集団の推薦、ポジティブなネット・クチコミが比較的有効である考え

られる（Poel and Leunis, 1996；Tan, 1999；Ha, 2002）。 

 本章は、以上の先行研究を参考にしたうえで、知覚リスクと情報源重視度間の相関関係

を検討するというよりは、むしろ、ネット購買において、ネット・クチコミに対する信頼

性、情報探索行為、および購買行為などの要因間の因果関係を明らかにすることを試み

る。 

7.2 理論仮説 4 と理論仮説 5 にもとづく検証項目の提唱 

 家庭用パソコンの購買に関わるリスク内容の感知（Stone and Gronhuang, 1993）、旅行

商品、医療サービス、銀行などのサービス製品に関する知覚リスクの構成要素の抽出（山

本, 2003）、および金融商品を購入する際に、知覚されたリスクの内容と程度（山口, 

2007）、などの実店舗の購買行為に伴う知覚されたリスクのタイプの確認について、以前
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から数多くの実証研究がなされてきた。 

そのうち、特に洋服と観光ツアーの購買行為を対象とした既存研究、例えば、神山・苗

村・田中・高木（1989）は、因子分析（主因子法とバリマックス回転）を用い、ファッシ

ョン製品（洋服）の購買行為に伴うリスクのタイプについて、抽出された「品質・性能懸

念」、「服装規範からの逸脱懸念」、「着こなし懸念」、「流行性懸念」、「自己顕示懸念」の 5

つの懸念因子によって解釈する実証的研究を行った。 

照井・安（2012）は、衣料商品を対象とするネット上の購買意図に影響を及ぼす知覚リ

スクの内容と、知覚リスクの削減をもたらす情報のタイプについて検討した結果から、

「衣類審査リスク」、「衣類品質リスク」、「判断能力リスク」、「e チャネルリスク」の 4 つ

のリスクのタイプを掛け合わせた「知覚リスク感度」は消費者の購買意図を阻害すること

を示している。 

田中（2011）は、旅行商品に対してもつ知覚リスクの種類を確認した結果、旅行に対し

て消費者がもつ知覚リスクの構造は不確実性と結果の重大性から説明され、それぞれの知

覚リスクのタイプは金銭的リスク、設備的リスク、身体的リスク、心理的リスク、社会的

リスク、時間的リスク、コミュニケーション・リスクから構成されることを示している。 

 以上の議論より、実店舗ではなく、ネット上において、洋服と観光ツアーの購買過程に

伴うリスクのタイプを検討する点から、以下の検討項目 G4-1 と S4-1 を提唱する。 

G4-1： ネット上で有形財を購入する時に、購買行動に伴う知覚リスクの内容は金銭的 

リスク、社会的リスク、機能的リスク、および感情的リスクに分けられる 

S4-1： ネット上で無形財を購入する時に、購買行動に伴う知覚リスクの内容は金銭的 

リスク、社会的リスク、機能的リスク、感情的リスク、健康的リスクに分けら

れる 

 7.1.2 節に述べたように、消費者の特性、製品の種類からの影響を受けることによって、

実際の購買過程において、実感しているリスクのタイプと程度は異なっている。したがっ

て、知覚されたリスクを低減するための情報探索行為の傾向も動機付けの違いに伴って差

異が出てくることが考えられる。 

 例えば、鈴木（1994）の指摘によると、かぜ薬、自動車などの商品を対象とする購買過

程において、「社会的リスク」は他のタイプのリスク（「金銭的リスク」、「機能的リス

ク」、「感情的リスク」、「健康的リスク」）と比べると、多くの情報源への情報探索度が強

く作用することを示しており、「健康的リスク」を感じている購買過程に対応した商品カ
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テゴリーがほとんどなかったことを示唆している。 

また、安（2012）によるネット購買におけるファッション消費者の購買態度形成に関す

る日韓間の比較に主眼を置いた研究では、共分散構造分析による相関関係パスの推定結果

（日本の場合）によると、衣類経験リスクと情報探索志向（r＝-.288、p<.001）、衣類感性

リスクと情報探索志向（r＝-.326、p<.001）、および e チャネルリスクと情報探索志向（r

＝-.496、p<.001）などの異なる知覚リスクのタイプと情報探索志向間の相関関係について

有意な差が出ることを示している。 

以上の議論より、洋服と観光ツアーの購買過程において、ネット上の情報探索行為に対

する知覚された各リスクのタイプの影響が異なることも考えられる。その影響性の具体的

な作用方向と強度をはっきりさせるため、以下の検討項目 G4-2 と S4-2 仮説を提唱する。 

G4-2： ネット上で有形財を購入する時に、知覚されたリスクの各タイプは情報探索行

為に影響を与える方向と強度について、差異がある 

S4-2： ネット上で無形財を購入する時に、知覚されたリスクの各タイプは情報探索行為

に影響を与える方向と強度について、差異がある 

消費者の情報探索行為と購買行為間の作用関係を従来の消費行動モデルによって解釈し

てみると、例えば、消費者は刺激を受け、一系列の意思決定の結果によって、購買行為を

行うのは S-O-R モデルの基本的発想である。そこで、S（Stimulus）は外部環境からの刺

激、R（Response）は刺激を受けた消費者の反応を意味している。直接観察可能な S と R

に対して、消費者の個人的要因と意思決定プロセスから構成されている O（Organism）

はブラックボックスとして、消費者の反応の仕方と実際の購買行為を左右している。 

消費者は実際に受動的に刺激を受けるのではなく、限界がある情報処理能力にもとづき

能動的に商品の選択と情報探索を行うことが明らかにされたことにより、S-O-R モデルの

解釈範囲については多くの研究者に疑問視されてきた（清水, 1999；内田, 2008）。そのた

め、1970 年代半ばになると、消費者の個人差要因を説明変数として情報処理モデルの開発

と関与の概念の検討に大きな関心が集まった（杉本, 2012）。例えば、消費者の動機づけの

論述に主眼がおかれる EKB モデルの改訂版とし（Engel, Kollat and Blackwell, 1968）、

Blackwell et al.,（2006）、消費者の意思決定プロセスにおける各段階の諸変数と環境要

因、個人差要因との相互関係を明らかにする EBM モデルを提案した。 

 また、情報探索行為の程度と情報源への信頼性間の相関関係について、消費者が検索す

るネット・クチコミの量が多いほど、ネット・クチコミへの信頼程度がより高くなること
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が指摘されている（Urban, Sultan and Qualls, 2000；Awad and Ragowsky, 2008）。 

蘇（2015）は観光ツアーを対象とするネット上の購買行為の規定要因を明らかにする研究

の中で、ネット・クチコミの信頼性に対する情報探索行為の作用効果を検討した結果か

ら、ネット・クチコミの量はネット・クチコミに対する信頼性の間に弱い因果関係（β

＝.114、p<.005）があることを確認している。 

 以上の議論より、ネット通販における情報探索程度が、クチコミに対する信頼度、およ

び消費者の購買行為に一体どのような方向（プラス、もしくはマイナス）と強度の影響力

を与えるのかについて明らかにするために、以下の検証項目 G5-1､G5-2 と S5-1、S5-2 を

提唱する。 

G5-1： ネット上で有形財を購入する時に、その情報探索行為は、クチコミに対する

信頼にプラスの影響を与える 

G5-2： ネット上で有形財を購入する時に、その情報探索行為は、消費者の購買行為

にプラスの影響を与える 

S5-1： ネット上で無形財を購入する時に、その情報探索行為は、クチコミに対する信

頼にプラスの影響を与える 

S5-2： ネット上で無形財を購入する時に、その情報探索行為は、消費者の購買行為に

プラスの影響を与える 

 個人消費者の意思決定プロセスによると、消費者の購買過程は常に欲求（問題）認識、

情報探索、選択肢評価、購買、購買後評価という意思決定階段の流れに従うことが示され

てきた（Engel, Kollat and Blackwell, 1968；井上, 2013；Kotler and Armstrong, 2012；

佐々木, 2012）。意思決定に影響を与える要因について、Blackwell et al.,（2001）は、個

人的差異と環境的影響のほかに、情報処理（自信程度と情報への信頼程度による意思決定

の結果が異なる）、学習（消費経験による行動の変化）、および態度と行動変容を含む心理

的過程に注目すべきことを提示している。 

 信頼とは、同じグループに属する人と組織の口頭、あるいは文字による評価が自分に有

益であるという期待の程度を指す（Rotter, 1967；Frost, Stimpson and Maughan, 

1978）。信頼の構成要素については、自信（Confidence）、予測性（Predictability）、協力

（Cooperation）の 3 つの次元によって、捉えることも提示されている（Mayer, Davis 
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and Schoorman, 1995）。このうち、情報処理に対する消費者の自信程度は知覚リスクの低

減、および購買意欲への影響性に関して、以前から多く議論されてきた（Bennett and 

Harrell, 1975；Locander and Hermann, 1979；Kim, Ferrin and Rao, 2008）。 

以上の研究の流れのもとで、クチコミに対する信頼は消費者の購買意図への影響につい

て、例えば、野島ら（2002）は、日本の消費者調査をもとに、ネット通販のリスク削減制

度を考察する実証的研究を行った。消費者の属性（自身、情報収集、経験）が知覚リスク

の高さとリスク削減行動の選択に与える影響を検討した結果によると、自信をもっている

消費者ほど知覚リスクへの感知度が低く、リピート購買に対する促進効果が高くなること

が確認された。また、蘇（2015）は、観光ツアーのネット上の購買行為を対象とする研究

結果として、野島ら（2002）の研究指摘と同じく、クチコミに対する信頼は知覚リスクの

感知程度にマイナスの影響（β＝-.519、p<.005）を与える一方、購買意図に対するプラス

の影響（β＝.536、p<.005）を与えることを提示している。 

 以上の議論より、多くの既存研究に指摘されてきた情報探索行為から購買行為への直接

的な影響作用のほか、クチコミに対する信頼という見えない心理的過程と購買行為（意

図）間の作用関係をはっきりするために、以下の検証項目 G5-3 と S5-3 を設定する。 

G5-3： ネット上で有形財を購入する時に、クチコミに対する信頼は、消費者の購買

行為にプラスの影響を与える 

S5-3： ネット上で無形財を購入する時に、クチコミに対する信頼は、消費者の購買

行為にプラスの影響を与える 

 本章における実証検証の概念モデルは図 7-1 に要約されるとおりである。 

 

 

図 7-1 実証研究 4 の概念モデル 

金銭的

社会的

機能的

感情的

金銭的

社会的
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クチコミに対する信頼

購買行為

GS5-1

GS5-2

GS5-3

洋服

観光
ツアー

知覚されたリスクのタイプ 情報探索行為GS4-2GS4-1
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7.3 測定尺度の設定 

 本章で分析の目的は、消費者がネット上で洋服、あるいは観光ツアーを購入する際に、

それぞれの知覚されたリスクのタイプを確認することであり、また、その知覚されたリス

クの内容がいかに消費者の情報探索行為を制約するのかについての検討、さらに、情報探

索行為、購買行為、およびクチコミに対する信頼などの要因間の因果関係を明らかにする

ことである。したがって、測定尺度の設定について、主に知覚されたリスクのタイプ、情

報探索行為、クチコミに対する信頼、および購買行為といった潜在要因の測定を行った。 

7.3.1 知覚されたリスクのタイプ 

 知覚されたリスクのタイプに係る測定尺度については、まず、ネット上における洋服を

対象とする購買行為に伴うリスクのタイプの測定には、Jacoby and Kaplan（1972）、神

山（1997）、Dowling and Staelin（1994）、Garbarino and Strahilevitz（2004）などの

既存尺度の構成を参考したうえで、金銭的リスク、社会的リスク、機能的リスク、および

感情的リスクのそれぞれの 4 項目で、7 ポイントのリッカート尺度を採用した。アンケー

ト②で用いた質問項目（洋服）は以下の表 7-1 のとおりである。 

 

表 7-1 知覚されたリスクのタイプ（洋服） 

洋服（n＝316）「まったく感じていない～非常に感じている」7 ポイントのリッカート尺度 

金銭的リスク（Financial Risk） 

FIR1 変更、キャンセルできず、金銭的な損失が生じる恐れがある 

FIR2 他のところでもっと安く買えることによる金銭的な損失が生じる恐れがある  

FIR3 手数料がかかることよる金銭的な損失が生じる恐れがある 

FIR4 配送のトラブルによる金銭的な損失が生じる恐れがある 

社会的リスク（Social Risk） 

 

SOR1 周りの人のネガティブな評価を引き起こす恐れがある 

SOR2 周りの人から似合わないと言われる恐れがある 

SOR3 周りの人から批判的意見が出る恐れがある 

SOR4 洋服はよく周りの人と被る恐れがある 
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機能的リスク（Performance Risk） 

 

PER1 サイズと色は商家の陳述と差異が出る恐れがある 

PER2 質的上の問題がある恐れがある 

PER3 偽物である恐れがある 

PER4 値段相応ではない恐れがある 

感情的リスク（Psychological Risk） 

 

PSR1 ネット上で購入したら、期待より落ちる恐れがある 

PSR2 ネット上で洋服を購入することにより、不安感が生じる恐れがある 

PSR3 ネット上で購入したことにより、相手に満足してもらわないこと恐れがある 

PSR4 ネット上で購入したことにより、将来の心残りになってしまうこと恐れがある 

 

次に、ネット上での観光ツアー購入に関しては、Stone and Gronhaug（1993）、

Mitchell and Vassos（1998）、Featherman and Pavlou（2003）、Fuchs and Reichel

（2011）、蘇（2015）などの既存尺度を援用し、さらに、現地の治安、文化の差異などの

要因による旅行の安全性問題が客観的に存在すること（健康的リスクへの測定の追加）を

考慮したうえで、ネット上における観光ツアーを対象とする購買行為に伴うリスクのタイ

プの測定を行ったが、その結果は表 7-2 に示すとおりである。 

 

表 7-2 知覚されたリスクのタイプ（観光ツアー） 

観光ツアー（n＝301）「まったく感じていない～非常に感じている」7 ポイントのリッカート尺度 

金銭的リスク（Financial Risk） 

FIR1 変更、キャンセルできず、金銭的な損失が生じる恐れがある 

FIR2 他のところでもっと安く買えることによる金銭的な損失が生じる恐れがある  

FIR3 手数料がかかることよる金銭的な損失が生じる恐れがある 

FIR4 予想できないトラブルが起こることで金銭的な損失が生じる恐れがある 

社会的リスク（Social Risk） 
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SOR1 周りの人のネガティブな評価を引き起こす恐れがある 

SOR2 周りの人から似合わないと言われる恐れがある 

SOR3 季節と行程について周りの人から批判的意見が出る恐れがある 

SOR4 同行の人に満足させない恐れがある 

機能的リスク（Performance Risk） 

 

PER1 旅行サービスは商家の陳述と差異が出る恐れがある 

PER2 正規旅行代理店による提供する商品ではない恐れがある 

PER3 行程とおり行わない恐れがある 

PER4 値段相応ではない恐れがある 

感情的リスク（Psychological Risk） 

 

PSR1 ネット上で購入したら、期待より落ちる恐れがある 

PSR2 ネット上で洋服を購入することにより、不安感が生じる恐れがある 

PSR3 ネット上で購入したことにより、相手に満足してもらわないこと恐れがある 

PSR4 ネット上で購入したことにより、将来の心残りになってしまうこと恐れがある 

健康的リスク（Physical Risk） 

PHR1 旅行先の治安により、身体に害を被る恐れがある 

PHR2 トラブルに巻き込まれることによって、身体に害を被る恐れがある 

PHR3 旅行先習慣を考慮しない行為を出すことによって、身体に害を被る恐れがある 

PHR4 提供されるサービスの不備により、身体に害を被る恐れがある 

 

7.3.2 その他の観察変数 

 参考する傾向と検索する傾向の視点から、情報探索行為の測定には、本章では独自に項

目を設定した。消費者の購買行動の現状についての測定には、中国インターネットセンタ

ー（CNNIC）が公表した「第 44 回中国互聯網絡発展状況統計報告（2019 年度）」に提示

された尺度を援用した。また、クチコミに対する信頼は、Yang et al.,（2009）、蘇
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（2015）から 3 項目を援用した。以上、アンケート②において、その他の観察変数を測定

する質問項目の設定は表 7-3 に要約されるとおりである。 

 

 

表 7-3 その他の観察変数の測定  

観察変数 
洋服と観光ツアーの共通項目 

情報探索行為 

1 
ネットショッピングをするときに、ネット・クチコミを参考する頻度 

「まったく参考しない～必ず参考する」7 ポイントのリッカート尺度で測定 

2 
不安やリスクを感じている時に、ネット・クチコミを検索にする傾向 

「まったく検索しない～必ず検索する」7 ポイントのリッカート尺度で測定 

 購買行動 

1 
月次頻度 

①1 回未満 ②1～2 回 ③3～4 回 ④5～6 回 ⑤7 回以上 

2. 

月次費用 

①100 元以下 ②101～300 元 ③301～500 元 ④501～700 元 ⑤701～1000 元  

⑥1001～1500 元 ⑦1501～2000 元 ⑧2001 元以上 

 クチコミに対する信頼 

1 
過去の経験に基づき、あなたはネット・クチコミにどのくらいの信頼度が持っている 

「まったく信頼しない～非常に信頼する」7 ポイントのリッカート尺度で測定 

   2 
ネット・クチコミ内容の真偽を見極める自信がある 

「まったく自信がない～非常に自信がある」7 ポイントのリッカート尺度で測定 

3 
自分の購買決定はネット・クチコミの内容によって制約されるだと思う 

「まったくそう思わない～非常にそう思う」7 ポイントのリッカート尺度で測定 

7.4 サンプルの基本情報 

アンケート調査②の対象（母集団）は、ネット上で洋服、または観光ツアーを購入した経

験がある消費者であることを想定している。本調査では、アンケート調査①と同じく、中国

国内において、研究者および一般企業によく利用されているコンサルティング会社にサン

プル抽出の作業を依頼した。 
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7.4.1 洋服 

調査は 2019 年 6 月 13 日から 2019 年 6 月 17 日間の約 1 週間にわたり実施し、洋服の

購買行為の測定について、総計 347 人分のデータを回収することができた。ネット・クチ

コミを検索に用いないと回答していた対象外となるサンプルと回答項目の欠落による欠損

値が出るサンプルを取り除いた結果、有効回答数は 316、有効回答率は 91.07％となっ

た。回収したデータにおけるデモ変数の記述統計量は表 7-4 に要約されるとおりである。 

 

表 7-4 デモ変数の記述統計量（洋服・部分） 

変数 項目 度数 比率（％） 平均値 標準偏差 

性別 

男性 147 46.52 

1.530 0.500 

女性 169 53.48 

年齢 

20 代 143 45.25 

29.90 6.694 

30 代 145 45.89 

学歴 

大学未満 42 13.29 

2.992 2.243 

大学 235 74.37 

職業の安定性 

定職 251 79.43 

1.338 0.701 

非定職 23 7.278 

所得（月次） 

4001～6000 元 49 15.51 

3.972 1.722 6001～8000 元 80 25.32 

8001～10000 元 60 18.99 

 

 以上より、ネット上で洋服を購入する消費者は、例えば、男性（46.52％）より、女性

がやや多い（52.68％）、年齢層の構成について、主に 20 代（45.25％）と 30 代

（45.89％）の若い層、いわゆる青年層に集中している。また、学歴としては、大卒であ

り（74.37％）、かつ定職に就いている（79.43％）、月次の所得は 4001～10000 元に集中

している（59.82％）、などの個人属性上の特徴があることが示された。 
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7.4.2 観光ツアー 

調査は 2019 年 6 月 13 日から 2019 年 6 月 17 日間の約 1 週間にわたり実施し、観光ツ

アーの購買行為の測定について、総計 343 人分のデータを回収することができた。ネッ

ト・クチコミを検索に用いないと回答していた対象外となるサンプルと回答項目の欠落に

よる欠損値が出るサンプルを取り除いた結果、有効回答数は 301、有効回答率は 87.76％

となった。回収したデータにおけるデモ変数の記述統計量は表 7-5 に要約されるとおりで

ある。 

 

表 7-5 デモ変数の記述統計量（観光ツアー・部分） 

変数 項目 度数 比率（％） 平均値 標準偏差 

性別 

男性 133 44.19 

1.560 0.497 

女性 168 55.81 

年齢 

20 代 135 44.85 

30.34 7.885 

30 代 129 42.86 

学歴 

大学未満 50 16.61 

2.920 0.608 

大学 221 73.42 

職業の安定性 

定職 240 79.73 

1.300 0.642 

非定職 31 10.30 

所得（月次） 

4001～6000 元 61 20.27 

4.010 1.774 6001～8000 元 54 17.94 

8001～10000 元 64 21.26 

 

以上より、ネット上で観光ツアーを購入する消費者は、例えば、男性（44.19％）よ

り、女性の方が比較的に多い（55.81％）、年齢層の構成については、洋服の購入行為と同

じく、主に 20 代（44.85％）と 30 代（42.86％）の若い層、いわゆる青年層に集中してい

る。また、学歴としては、大卒であり（73.42％）、かつ定職に就いていて（79.73％）、月

次の所得は 4001～10000 元に集中している（59.47％）、などの個人属性上の特徴がある

ことが示された。 
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7.5 測定尺度の妥当性と信頼性 

7.5.1 洋服 

仮説の検証に先立って、7-4-1 節に設定した測量尺度の妥当性と信頼性を検証する。表

7-5 に示したように、構成概念の収束妥当性（AVE ：Average Variance Extracted）につ

いて、知覚されたリスクの各タイプ（金銭的リスク：0.655、社会的リスク：0.602、感情

的リスク：0.526）、情報探索行為（探索行為：0.577、クチコミに対する信頼：0.563）の

構成項目はすべて 0.50 以上となり、Fornell and Larcker（1981）、Bagozzi and Yi

（1988）の指摘に従い、十分な収束妥当性が確認された。機能的リスクの AVE（.481）は

0.50 以上という既存基準を満たしていないが、Comrey and Lee（2009）の指摘による

と、因子負荷量（表 7-6）はすべて 0.45 以上となり、受容可能な収束妥当性があると考え

られる。測定尺度の弁別妥当性について、因子間相関の平方（表 7-6 における網掛けの項

目）よりもすべての構成概念の AVE が上回っているため、したがって、洋服を対象とす

る測量尺度は、十分な弁別妥当性も有することが確認された。 

 また、構成概念の信頼性指標としての指標 CR（Composite Reliability）とクロンバッ

クの α 係数（Cronbach's α）は 0.75 以上となり、洋服を対象とする測定尺度の各構成概念

は高い信頼性を有することも示された（Nunnally, 1978; Hair, Black, Babin and 

Anderson, 2010）。 

 

表 7-6 測定尺度の信頼性と妥当性（洋服） 

 測量尺度   AVE CR Cronbach's α  因子間相関 

金銭的リスク 

FIR1 

 0.655  0.883  0.881 

FIR SOR FUR PSR 

FIR2 

1 

0.326 0.398 0.361 

FIR3 

FIR4 0.106 0.155 0.130 

社会的リスク 

SOR1 

 0.602  0.855 0.848 

FIR SOR FUR PSR 

SOR2 

― 1 

.328 .274 

SOR3 

SOR4 0.108 0.075 
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機能的リスク 

FUR1 

 0.481 0.786 0.781 

FIR SOR FUR PSR 

FUR2 

― ― 1.000 

.586 

FUR3 

FUR4 0.343 

感情的リスク 

PHR1 

 0.526  0.816  0.816 

FIR SOR FUR PSR 

PHR2 

― ― ― 1 PHR3 

PHR4 

情報探索行為 

探索行為 

0.577 0.732 0.837 

 

参考行為 

クチコミに対

する信頼 

信頼程度 

0.563 0.793 0.782 判別能力 

被影響性 

 

7.5.2 観光ツアー 

検証項目の検証に先立って、7-4-1 節に設定した測量尺度の妥当性と信頼性を検証す

る。表 7-8 に示したように、知覚されたリスクの各タイプ（社会的リスク：0.567、感情的

リスク：0.512、健康的リスク：0.567）、情報探索行為（探索行為：0.586、クチコミに対

する信頼：0.520）の構成項目はすべて 0.50 以上となり、Fornell and Larcker（1981）、

Bagozzi and Yi（1988）の指摘に従い、十分な収束妥当性が確認された。金銭的リスク

（0.482）と機能的リスク（0.464）の AVE は 0.50 以上という既存基準を満たしていない

が、Comrey and Lee（2009）の指摘によると、因子負荷量（表 7-9）はすべて 0.45 以上

となり、受容可能な収束妥当性があると考えられる。測定尺度の弁別妥当性について、因

子間相関の平方（表 7-7 における網掛けの項目）よりもすべての構成概念の AVE が上回

っているため、したがって、観光ツアーを対象とする測量尺度も、十分な弁別妥当性を有

することが確認された。 

 また、構成概念の信頼性指標としての指標 CR とクロンバック α 係数は、すべて 0.75 以

上となり、観光ツアーを対象とする測定尺度の各構成概念は高い信頼性を有することも示
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された（Nunnally, 1978; Hair, Black, Babin and Anderson, 2010）。 

 

 

 

表 7-7 測定尺度の信頼性と妥当性（観光ツアー） 

測量尺度 AVE CR Cronbach's α  因子間相関 

金銭的リスク 

FIR1 

0.482 0.787 0.786 

FIR SOR FUR PSR PHR 

FIR2 

1 

0.459 0.683 0.589 0.444 

FIR3 

FIR4 0.211 0.466 0.347 0.197 

社会的リスク 

SOR1 

0.567 0.838 0.833 

FIR SOR FUR PSR PHR 

SOR2 

― 1 

0.444 0.522 0.431 

SOR3 

SOR4 0.197 0.272 0.186 

機能的リスク 

FUR1 

0.464 0.776 0.774 

FIR SOR FUR PSR PHR 

FUR2 

― ― 1 

0.680 0.552 

FUR3 

FUR4 0.462 0.305 

感情的リスク 

PHR1 

0.512 0.807 0.805 

FIR SOR FUR PSR PHR 

PHR2 

― ― ― 1 

0.604 

PHR3 

PHR4 0.365 

健康的リスク 

PSR1 

0.563 0.837 0.836 

FIR SOR FUR PSR PHR 

PSR2 

― ― ― ― 1 PSR3 

PSR4 

情報探索行為 探索行為 0.586 0.738 0.761  
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参考行為 

クチコミに対

する信頼 

信頼程度 

0.520 0.760 0.785 判別能力 

被影響性 

 

7.6 分析結果 

7.6.1 洋服 

 消費者はネット上で洋服を購入する際に、知覚されたリスクのタイプを検討するための

確認的因子分析（洋服）を行った結果は、表 7-8 に要約されるとおりである。 

モデルの適合度指標は、χ2（160）＝256.048、p<.001、CFI＝0.961、GFI＝0.923、

AGFI＝0.898、IFI＝0.958、RMSEA＝0.045 であった。カイ 2 乗検定の結果は有意とな

り、CFI、GFI、IFI は多くの研究で推奨されている基準（＞0.90）を満たし、RMSEA も

0.05 を下回っている（豊田, 1998；Hair, Black, Babin and Anderson, 2010）。これにも

とづき、リスクのタイプの抽出に係る測量尺度の一次元性が確認された。 

以上、検証モデルの適合度、実際に抽出されたリスクの内容、および因子負荷量の結果

（金銭的リスク、社会的リスク、機能的リスク、感情的リスク）によって、検証項目 G4-

1、すなわち「ネット上で有形財を購入する時に、購買行動に伴う知覚リスクの内容は金

銭的リスク、社会的リスク、機能的リスク、および感情的リスクに分けられる」は支持さ

れた。 
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表 7-8 確認的因子分析の結果（洋服） 

  Std.λ S.E. M SD 

金銭的リスク   
 

    

FIR1   0.854   ― 4.521 1.672 

FIR2  0.688  0.053 4.763 1.430 

FIR3  0.839  0.057 4.288 1.727 

FIR4  0.845  0.053 4.593 1.610 

社会的リスク   
 

    

SOR1   0.793   ― 4.267 1.585 

SOR2  0.863  0.072 4.301 1.678 

SOR3  0.835  0.077 3.964 1.807 

SOR4  0.580  0.078 4.451 1.666 

機能的リスク   
 

    

FUR1   0.755   ― 5.616 1.222 

FUR2  0.756  0.079 5.681 1.141 

FUR3  0.653  0.089 5.422 1.311 

FUR4  0.598  0.090 5.013 1.325 

感情的リスク   
 

    

PSR1   0.760   ― 5.267 1.292 

PSR2  0.675  0.084 4.744 1.492 

PSR3  0.733  0.087 5.254 1.405 

PSR4  0.730  0.087 5.148 1.436 

CFI=0.961，GFI=0.923，AGFI=0.898，IFI=0.958     

RMSEA=0.045，  χ2=256.048，df=160，p<.001，n=316     

 

 また、消費者がネット上で洋服を購入する際に、知覚されたリスクの内容はいかに消費

者の情報探索行為を制約するのか、情報探索行為、購買行為、およびクチコミに対する信
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頼などの要因間の因果関係を明らかにするために共分散構造分析を用いた検証モデルのパ

ラメータの推定結果については、図 7-2 に整理されるとおりである。 

 

 

図 7-2 検証モデルの推定結果（洋服） 

 

 モデルの適合度指標は、χ2（217）＝334.391、p<0.001、CFI＝0.961（＞.900）、GFI

＝0.916（＞0.900）、AGFI＝0.894（＞0.900）、RMSEA＝0.041（＜0.050）であった。上

述の既存基準を参考に、AGFI 以外には、CFI、GFI、RMSEA の値は概ね良好であり、カ

イ 2 乗検定の結果も有意となった。したがって、検証モデルの適合度が理想的であると判

断できた。 

 消費者の情報探索行為に対する知覚されたリスクのタイプの規制効果について、金銭的

リスク（β＝0.078、p=0.233）と社会的リスク（β＝0.098、p=0.117）から情報探索行為へ

のパスは有意水準を満たさなかった。一方、機能的リスクと感情的リスクの作用方向が同

じく、両方とも情報探索行為に対するプラスの影響を及ぼしている。しかも、機能的リス

ク（β＝0.248、p=0.006）より、感情的リスク（β＝0.309、p=0.000）の方が消費者の情報

探索行為に対する規定作用の強度がより高いと示された。したがって、検証項目 G4-2、

「ネット上で有形財を購入する時に、知覚されたリスクの各タイプは情報探索行為に影響

信頼程度

判別能力

探索傾向

被影響可能性

誤差変数は省略した

CFI=.961，　 GFI=.916，　 AGFI=.894，

RMSEA=.041，  X
2
=334.391，　 df=217，

p<.001，　 n=316

購買回数

***:p<0.001;　**:p<0.1

購買費用

参考傾向

金銭的

リスク

社会的

リスク

機能的

リスク

感情的

リスク

情報探索行為

クチコミに

対する信頼

購買行為

.078(1.193)

.098(1.566)

.248**

.309***

.246***

.093(1.250)

.264***

.894***

.816***

.742***

.701***

-.660***

.812***

.777***
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を与える方向と強度について、差異がある」は部分的に支持された。 

 情報探索行為は、クチコミに対する信頼へプラスの影響を伝えていたことが確認された

（β＝0.246、p=0.000）。ところが、洋服を購入する場合、情報探索行為から購買行為への

パスは有意ではなかった（β＝0.093、p=0.211）。したがって、検証 G5-1、「ネット上で有

形財を購入する時に、その情報探索行為は、クチコミに対する信頼にプラスの影響を与え

る」は支持され、検証項目 G5-2「ネット上で有形財を購入する時に、その情報探索行為

は、消費者の購買行為にプラスの影響を与える」は棄却された。 

 最後に、クチコミに対する信頼から購買行為へのパスは 0.1％水準で有意であった。消

費者の購買行為に対して、クチコミに対する信頼はプラスの影響を与えていることも確認

できた（β＝0.264、p=0.004）。したがって、検証項目 G5-3、「ネット上で有形財を購入す

る時に、クチコミに対する信頼は、消費者の購買行為にプラスの影響を与える」は支持さ

れた。 

7.6.2 観光ツアー 

消費者がネット上で観光ツアーを購入する際の知覚されたリスクのタイプを検討するた

めの確認的因子分析を行った結果は、表 7-9 に要約されるとおりである。 

モデルの適合度指標は、χ2（98）＝181.869、p<0.001、CFI＝0.963、GFI＝0.933、

AGFI＝0.907、IFI＝0.961、RMSEA＝0.052 であった。RMSEA は 0.05 を上回ってしま

ったが、カイ 2 乗検定の結果は有意となり、CFI、GFI、IFI は多くの研究で推奨されてい

る基準（＞0.90）を満たしているため、観光ツアーを対象とするリスクのタイプの抽出に

係る測量尺度は受容可能な水準であると判断した（豊田, 1998；Hair, Black, Babin and 

Anderson, 2010）。 

以上、検証モデルの適合度、実際に抽出されたリスクの内容、および因子負荷量の結果

（金銭的リスク、社会的リスク、機能的リスク、感情的リスク、健康的リスク）によっ

て、検証項目 S4-1「ネット上で無形財を購入する時に、購買行動に伴う知覚リスクの内容

は金銭的リスク、社会的リスク、機能的リスク、感情的リスク、健康的リスクに分けられ

る」は支持された。 
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表 7-9 確認的因子分析の結果（観光ツアー） 

  Std.λ S.E. M SD 

金銭的リスク   
 

    

FIR1 0.725  ― 4.872 1.452 

FIR2 0.653  0.091 4.951 1.481 

FIR3 0.662  0.099 4.784 1.616 

FIR4 0.732  0.092 5.01 1.485 

社会的リスク   
 

    

SOR1 0.783  ― 4.216 1.542 

SOR2  0.874   0.078 4.171 1.579 

SOR3  0.648   0.076 4.267 1.489 

SOR4 0.685  0.077 4.414 1.609 

機能的リスク   
 

    

FUR1 0.646  ― 5.364 1.344 

FUR2 0.723  0.115 5.135 1.443 

FUR3 0.691  0.118 5.381 1.443 

FUR4 0.655  0.109 5.207 1.393 

感情的リスク   
 

    

PSR1 0.733  ― 4.955 1.437 

PSR2 0.652  0.094 4.636 1.574 

PSR3 0.741  0.088 4.862 1.499 

PSR4 0.732  0.094 5.037 1.601 

健康的リスク   
 

    

PHR1 0.772  ー 4.562 1.695 

PHR2 0.780  0.074 4.511 1.614 

PHR3 0.686  0.077 4.454 1.678 

PHR4 0.760  0.069 4.683 1.516 

CFI＝0.963，GFI＝0.933，AGFI＝0.907，IFI＝0.961     

RMSEA＝0.052，  χ2＝181.869，df＝98，p<0.001，n＝301     
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また、消費者がネット上で観光ツアーを購入する際に知覚されたリスクの内容はいかに

消費者の情報探索行為を制約するのか、情報探索行為、購買行為、およびクチコミに対す

る信頼などの要因間の因果関係を明らかにするための共分散構造分析を用いた検証モデル

のパラメータの推定結果は、図 7-3 に整理されるとおりである。 

 

 

図 7-3 検証モデルの推定結果（観光ツアー） 

 

モデルの適合度指標は、χ2（306）＝440.271、p<0.001、CFI＝0.957（＞0.900）、GFI

＝0.904（＞0.900）、AGFI＝0.881（＞0.900）、RMSEA＝0.038（＜0.050）であった。上

述の既存基準を参考に、AGFI 以外には、CFI、GFI、RMSEA の値は概ね良好であり、カ

イ 2 乗検定の結果も有意となった。したがって、検証モデルの適合度が理想的であると判

断できた。 

 消費者の情報探索行為に対する知覚されたリスクのタイプの規制効果について、金銭的

リスク（β＝0.180、p=0.187）、感情的リスク（β＝-0.043、p=0.757）、および健康的リス

ク（β＝-0.069、p=0.506）から情報探索行為へのパスは有意水準を満たさなかった。一

誤差変数は省略した

信頼程度

判別能力

探索傾向

被影響可能性

***:p<0.001;   **:p<0.01

CFI=.957，　GFI=.904，　AGFI=.881，

RMSEA=.038，　 X
2
=440.271，　df=306，

p<.001，　n=301

購買費用

参考傾向

購買回数

金銭的

リスク

社会的

リスク

感情的

リスク

健康的

リスク

情報探索行為

クチコミに

対する信頼

購買行為

.180(1.321)

-.256***

-.043(0.039)

-.069(0.665)

.416***

.239***

.230***

.919***

.707***

.726***

.748***

-.666***

.780***

.743***

機能的

リスク
.333**
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方、社会的リスクはマイナスの影響（β＝-0.256、p=0.004）、機能的リスクの方は（β＝

0.333、p=0.039）消費者の情報探索行為に対するプラスの影響を伝えている。したがっ

て、検証項目 S4-2「ネット上で無形財を購入する時に、知覚されたリスクの各タイプは情

報探索行為に影響を与える方向と強度について、差異がある」は部分的に支持された。 

 洋服を購入する場合とは違い、消費者はネット上で観光ツアーを購入する際に、情報探

索行為は、クチコミに対する信頼（β＝0.416、p=0.000）と購買行為（β＝0.239、

p=0.002）へプラスの影響を与えていたことから、両ツールとも確認された。したがっ

て、検証項目 S5-1「ネット上で無形財を購入する時に、その情報探索行為は、クチコミに

対する信頼にプラスの影響を与える」、と検証項目 S5-2「ネット上で無形財を購入する時

に、その情報探索行為は、消費者の購買行為にプラスの影響を与える」は支持された。 

 最後に、クチコミに対する信頼から購買行為へのパスは 0.1％水準で有意であった。消

費者の購買行為に対して、クチコミに対する信頼はプラスの影響を与えていることも確認

できた（β＝0.230、p=0.005）。したがって、検証項目 S5-3「ネット上で無形財を購入す

る時に、クチコミに対する信頼は、消費者の購買行為にプラスの影響を与える」も支持さ

れた。 

7.6.3 財別による情報探索行為の差異  

 本節では、ネット上において、洋服と観光ツアーを対象とする情報探索行為の差異を比

較するため、それぞれの検証モデルの推定結果を表 7-10 のように整理した。 

 

表 7-10 財別による情報探索行為の差異 

パス 

標準化係数（β） 

洋服 観光ツアー 

金銭的リスク 
 

情報探索行為 

0.078 0.180 

社会的リスク   0.098 -0.256** 

機能的リスク → 0.248** 0.333** 

感情的リスク 
 0.309*** 0.043 

健康的リスク 
 ― -0.069 

情報探索行為 → クチコミに対する信頼 0.246*** 0.416*** 

情報探索行為 → 購買行為 0.093 0.239** 
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クチコミに対する信頼 → 購買行為 0.264** 0.232** 

注： **、***はそれぞれ有意水準 1％、0.1％で有意に差があることを示している。 

 

 本章の実証部分において行った確認的因子分析の結果（表 7-6 と表 7-9）によると、洋

服であれ、観光ツアーであれ、いずれの異なる製品を対象とするネット上の購買行為にお

いても、消費者は既存研究が指摘したとおりのリスクのタイプと内容を実感している、換

言すれば、ネット上の購買行為に伴うリスクのタイプとその内容は財の種類と関連がない

ことも改めてはっきりと示された。 

しかしながら、財別によって、消費者の情報探索行為に対する知覚された各リスクの制

約程度とその作用方向について（表 7-8）、例えば、洋服を対象とする情報探索行為に対し

ては、機能的リスク（β＝0.248）と感情的リスク（β＝0.309）は有意、かつ異なる程度の

プラスの影響を与える一方で、観光ツアーの場合では、影響を伝えるリスクのタイプは社

会的リスク（β＝-0.256）と機能的リスク（β＝0.333）だけとなり、しかも、社会的リスク

を知覚することの結果として、消費者の情報探索行為をさらに抑えることなどのように、

情報探索行為に対する知覚されたリスクの作用程度と方向は財の種類によって、差異が生

じることを明らかになった。 

 また、財別による情報探索行為、クチコミに対する信頼、および購買行為という 3 つの

潜在変数間の作用関係について、対象製品は観光ツアーとなる場合、情報探索行為からク

チコミに対する信頼（β＝0.416）、情報探索行為から購買行為（β＝0.239）、およびクチコ

ミに対する信頼から購買行為へ（β＝0.230）のプラスの作用効果がすべて確認された。そ

の一方、洋服の場合では、情報探索行為からクチコミに対する信頼（β＝0.246）と、クチ

コミに対するから購買行為（β＝0.264）へのプラスの作用効果が確認されたが、情報探索

行為から購買行為への有意な影響は認められなかった。 

7.7 実証研究 4 のまとめ 

以上の議論より、本章では、財別によるネット上の情報探索行為の明確を目的としたアン

ケート調査②の統計データにもとづき、ネットショッピングをする際に、知覚されたリスク

のタイプとその内容、情報探索行為に対する各リスクの作用強度と方向などを吟味するた

めの実証研究④を行った。分析結果によって、検証項目の実証結果は表 7-11 に整理される

とおりである。 
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表 7-11 実証研究 4 における検証項目の検証結果  

検証項目 結果 

G4-1 ネット上で有形財を購入する時に、購買行動に伴う知覚リスクの内容は金銭的リス

ク、社会的リスク、機能的リスク、および感情的リスクに分けられる 
支持 

G4-2 ネット上で有形財を購入する時に、知覚されたリスクの各タイプは情報探索行為に

影響を与える方向と強度について、差異がある 
支持 

S4-1 ネット上で無形財を購入する時に、購買行動に伴う知覚リスクの内容は金銭的リス

ク、社会的リスク、機能的リスク、感情的リスク、健康的リスクに分けられる 
支持 

S4-2 ネット上で無形財を購入する時に、知覚されたリスクの各タイプは情報探索行為に影

響を与える方向と強度について、差異がある 
支持 

理論仮説 4  

H4  財の有形性によって、知覚されたリスクの各タイプはネット上の情報探索行為に影響

を与える方向と強度に対して、差異が与える 
支持 

検証項目  

G5-1 ネット上で有形財を購入する時に、その情報探索行為は、クチコミに対する信頼にプ

ラスの影響を与える 
支持 

G5-2 ネット上で有形財を購入する時に、その情報探索行為は、消費者の購買行為にプラス

の影響を与える 
棄却 

G5-3 ネット上で有形財を購入する時に、クチコミに対する信頼は、消費者の購買行為にプ

ラスの影響を与える 
支持 

S5-1 ネット上で無形財を購入する時に、その情報探索行為は、クチコミに対する信頼にプ

ラスの影響を与える 
支持 

S5-2 ネット上で無形財を購入する時に、その情報探索行為は、消費者の購買行為にプラス

の影響を与える 
支持 

S5-3 ネット上で無形財を購入する時に、クチコミに対する信頼は、消費者の購買行為にプ

ラスの影響を与える 
支持 

理論仮説 5  

H5  財の有形性によって、ネット上の情報探索行為、クチコミに対する信頼、および購買

行為間の因果強度（因果関係の強さ）に差異が現れる 
支持 
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第三部 本論文の総括 

第 8 章 結果の考察 
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8.1 実証研究 1  

 実証研究 1 では、先行研究にもとづき、ネットショッピングをする傾向に影響を与える

個人属性として、性別、年齢、学歴、月収、職業、および居住地域の 6 つの要因を設定し

た。その後、男女、教育水準の高低、職業の安定性、居住地域の発達程度間の比率差異の

有意性を母比率の差の検定によって検証した。また、年齢と月収といった変数組につい

て、なかなか客観的な分別する基準が特定できないため、各年齢層と月収層間の比率差異

をすべて確認した。分析結果によると、消費者の個人属性とネットショッピングを利用す

る傾向との間につながりがあることを示されているとともに、男性より、女性の方がネッ

トショッピングをする傾向が強いなどの具体的な差異の表現も確認された。 

8.1.1 ネットショッピングをする消費者の個人特性 

ネットショッピングをする消費者の個人特性の明確性について、まず、独立性の検定に

より調査した変数間の相関関係を検証したが、これだけではもちろん不十分であろうとは

いえ、調整済み残差の結果から得た個々の知見により、例えば、男性より、女性の方が月

次ネットショッピングの回数が 7 回以上になる傾向があることや、東北地域の消費者は月

次ネットショッピングの回数が 2 回以下の傾向があること、大学学歴が有する消費者は月

3 回から 4 回までネットショッピングをする傾向強いことなどが明らかとなった。これら

によって、ネット・クチコミに特化した中国のオンライン消費者の実際の購買行動を予測

することも可能になる。 

次に、標本の比率を用いて母集団の特徴を推測した結果によって、性別、学歴という変

数組は明確に男女、高低の基準に基づいて分別できたことに対して、年齢と月収という変

数組については、なかなか客観的な分別する基準が特定できないことが指摘できた（例と

して、若さの基準など）。そのため、Solomon(1999)の指摘である年齢が若いほどより積極

的な情報探索を行い、最終の購買意思決定に結び付くことを明らかにした研究とは異なる

結果となった。本章の結論によると、単純に年齢が若いほど、消費者はネットショッピン

グをする傾向が強いとは言えない（仮説 2、4 の部分支持）。ただし、各年齢段階の設定の

しかたによって、年齢の変化によって消費者がネットショッピングをする傾向の変化をも

っと緻密に把握することが出来るようになると考えられる。 

これまでの消費者行動に関する既存研究において、特に情報源をネット・クチコミに限

定する場合、中国におけるネットショッピングをする消費者の属性の解明に焦点をあてて

いるものはない。したがって、本章の結論の一部は既存研究の補足となるであろう。 
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8.2 実証研究 2  

実証研究 2 では、ネット上における消費者の個人属性は、どのように消費者の購買行為

を制約しているのかという問題意識にもとづき、ネット上における消費者の購買行為を規

定する個人属性要因の重要性の程度を把握するために実証研究を行った。分析の結果とし

て、数量化Ⅱ類を用い、まず、選んだ学歴、月収、および居住地域などの説明変数によっ

て、目的変数としての 2 群の購買費用（高費用組と低費用組）を予測するモデルの妥当性

を検討した。さらに、性別や年齢などの消費者の購買行為と相関関係がない個人属性が予

測モデルに与える調整効果も確認された。それと共に、個人差要因の影響を重視する

EBM モデルは実店舗内に限らず、ネット上の消費者の購買行為とその意思決定プロセス

にも適用できる可能性が示された。 

8.2.1 消費者の個人属性はネット上の購買行為に与える予測・調整効果 

 実証研究 2 は、消費者の内的要因である個人属性が、いかなる消費者のネット上の購買

行為に影響を与えるのかという問題意識にもとづき、「消費者の個人属性によって、ネット

上の購買行為を予測することができる」という理論仮説を提起した。この仮説の妥当性を検

証するために、「購買行為と相関関係があるデモ変数間の相乗効果によって、ネット上の購

買行為を予測することができる」、「購買行為と相関関係がないデモ変数の調整作用によっ

て、予測モデルの精度を上げられる」、「デモ変数（アイテム）の各測定項目（カテゴリー）

はネット上の購買行為に対する貢献度（重要性程度）について、差異がある」という 3 つの

具体的な検討項目を設定した。分析結果によって、以下の 4 点の理論的含意を導いたこと

が示唆されている。 

第 1 に、購買費用と購買回数と相関関係がある学歴、月収、および居住地域などの個人

属性要因を説明変数とした判別モデルによって、ネット上の消費者の購買行動を予測する

ことは達成されていないことが確認できた（図 5-2：モデル精度は 60%程度しか達してい

ない）。理由として、個人属性などの消費者の内的要因のほかにも、ネット通販における

購買ツールの多様性、情報源の非特定性、および消費者間における双方向コミュニケーシ

ョンの展開などの、消費者の意思決定プロセスに影響を及ぼす外在条件も多数存在してい

る点が挙げられる。そのため、個人属性要因を中心として議論を展開し、消費者を取り巻

く外部環境の影響性を考慮しないことが、本章で構築した判別モデルの精度を低くする理

由であると考えられた。 

第 2 に、消費者の購買行為に直接影響しない性別や年齢などの個人属性の調整作用が確
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認された（表 5-6、表 5-7、表 5-8）。数量化Ⅱ類における説明変数と 2 群の目的変数の選

定方法を提示した既存研究にもとづき、学歴、月収、および居住地域を説明変数、購買費

用(1 群：300 元以下；2 群：700 元以上)と購入回数(1 群：1～2 回；2 群：3～4 回)を目的

変数としての判別モデルを構築した。一方で、残りの性別と年齢は判別モデルの予測精度

を調整するデモ変数として捉えた。単一要因である性別と、複数要因である性別と年齢を

含めた後の試行結果により、判別モデルの予測精度が大幅に改善されたことが示されてい

た。したがって、直接な影響作用への検討だけではなく、デモ変数はいかなる調整作用を

果たしているのかを解明していく実証研究も不可欠となると考えられた。 

第 3 に、異なるデモ変数の調整作用を受ける判別モデルにおいて、購買費用に対する説

明変数間の重要性程度の大小順（レンジの値）が異なっていることが指摘できた。性別と

いう単一要因の調整作用しか検討していない判別モデル（表 5-6）によると、男性と女性

のネット上の購買費用に影響を与える個人属性間の重要性程度の大小順は、両方とも、同

じく月収＞学歴＞居住地となっているが、年齢要因を入れたことに伴い（表 5-7 と表 5-

8）、個人属性間の重要性程度の大小順も変わってきた。したがって、学歴、月収、および

居住地域の中で、いったいどの個人属性がネット上の購買費用に対する最も影響している

要因なのかという問について、一意的には決定し得ないことがわかる。  

第 4 に、学歴、月収、居住地域などの説明変数のカテゴリーはネット上の購買費用に対

する影響性の程度と作用方向にも明らかな違いがあると確認された。表 5-9 を参照したう

えで、 大学以下の教育程度を有する男性（-0.170）にとっては、低費用（300 元以下）の

ネット上の購買行為の傾向があることに対して、大学以上の教育程度を有し、かつ 30 歳

以下の男性（0.126）は、逆にネット上で高費用の購買傾向（700 元以上）があるとみられ

る。また、低費用の購買行為傾向を有する西北地域に在住している女性（-0.225）に対し

て、年齢要因の調整作用を入れた後、30 歳以下の女性（0.470）が全く逆パターンの購買

行為傾向を行うことが示された。以上、本章の分析結果によって明らかになった消費者の

ネット上の購買行為に対するデモ変数の影響性が、カテゴリーによって、その作用程度と

方向が完全に異なっていることについては、既存研究ではほとんど言及されてこなかった

ことである。したがって、本章では、質的データの処理に対する極めて有効的だと認識さ

れている数量化理論（Ⅱ類）を用い、従来の量的データ間の因果関係（線形関係）だけに

依拠して検討してきた既存研究とは異なり、質的データ間の関係性についての探索的な検

討を試みることができた。 

その一方で、本章は実務的には以下の含意を持っている。第 1 に、従来の実店舗内の消

費者行動だけではなく、ネット上での購買行為も内的要因である消費者の個人属性の制約

を大きく受けている点である。したがって、オンライン通販に従事している業者にとっ
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て、ネットを通じて消費者との双方向コミュニケーションを行うことによって、いかなる

いくつかの個人属性のうちから消費者の買物行動を左右する個人属性を探し出すことは、

これからの買物行動の予測とニーズの把握することに対して、極めて重要な意味を持って

いることが指摘できるだろう。 

第 2 に、ネット上の購買行為に直接に影響を及ぼせない消費者の個人属性の調節効果が

無視されるべきではない点である。ここでは、もっとも重視すべき要因が性別であること

を強調したい。実証研究 2 の分析結果によると、男性ならではの購買費用、あるいは女性

ならではの購買費用という性別によるネット上の購買行為（費用）の差異が確認されなか

った。ところが、判別モデルに対する性別の調節効果を考察した結果によって（表 5-6）、

性別要因を入れた後の判別モデルの相関比と判別的中率が、入れる前のモデルより、大幅

に改善されたことが示されている。なぜかというと、ネットショッピングをする男性と女

性の月収、学歴、および居住地域が完全に異なることが理由の一つではないかと考えられ

る。したがって、性別要因にもとづくマーケティング・セグメンテーションの実践はオン

ライン通販市場においてマーケティング対象の識別に対して、重要不可欠な手段であると

言えるだろう。 

第 3 に、ネット上での購買回数より、購買費用の多少に対する消費者の個人属性の予測

力が最も効果的になる点である。実証研究 2 では、目的変数としての 2 群の購買費用（高

費用：700 元以上；低費用：300 元以下）と購買回数（多回数：3 回以上；少回数：2 回以

下）に対する内的要因組（学歴、月収、居住地域）のそれぞれの予測効果を考察したが、

結果として、購買回数と比べると、ネット上の購買費用を消費者の個人属性によって、予

測することが可能であると示されている。したがって、消費者の購買回数の増加をいかに

促すかにより、購買費用の高低を評価する基準の設定、およびその基準と密接に関わる個

人属性の把握を取り込むことは、絞られたターゲットの購買意欲、およびリピート購買の

傾向を高めることに対して、不可欠ではないかと考えられた。 

8.3 実証研究 3  

実証研究 3 では、近年、著しい発展を遂げている中国の BtoC-EC 市場において財別によ

る購買行為とその情報探索行為間の差異を明らかにしていく探索を試みた。また、既存研究

を参考に、ネット時代において、消費者を地域価値発現の 1 つの主体として捉られ、異なる

地域の在住者の消費動向は地域価値の発現に対する重要性を持つことに着目すべきと考え

ている。そのため、どの地域の消費者が、ネットで買い物する際にどのような特性がある製

品を購入する傾向があるのか、また製品を購入する際にどのようなネット・クチコミの内容
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を能動的に探索するのか、などのネット上の消費者行動の地域差を明らかにすることによ

って、ネット時代における消費者の地域性という視点から、地域価値の発現についても検討

した。 

8.3.1 購買選択とその情報探索行為に対する財の有形性の調整効果 

購買選択とその情報探索行為に対する財の有形性の調整効果について、図 6-3 によると、

まず、有形財と無形財を対象とするそれぞれの製品間の相互距離を比較してみると、「化粧

品」は「衣料品」と近く、「ベビー用品」とは遠い距離にあることから、ネット上で「化粧

品」を購入する消費者は、「ベビー用品」より「衣料品」を共同購入する可能性が高いこと

が推測された。また、原点からの距離の遠近によって、例えば「ベビー用品」、「デジタル製

品」、「パソコン関連」より、「ホーム関連」、「家電」、および「衣料品」のほうが散布図の中

心に近いため、消費者は前者より後者の商品を購入する可能性が高いことが見込まれる。一

方で、ネット上での無形財の購入選択について、「宿泊サービス」と「観光ツアー」との間

には高い類似性があるのに対して、「映画チケット」、「外食」、および「航空券」にはそれぞ

れ大きな間隔があり、散布図の第Ⅰ、Ⅱ、Ⅳ象限に位置しており、原点からもかなり離れて

いる。要するに、無形財より、消費者はネット上で有形財をより積極的に購入する行動傾向

があることが分かった。その理由として、サービスは無形性、品質の変動性、消費と生産の

同時性、消滅性等の特有の特徴を有することによって、有形財より、サービス製品の購入に

おいてより高いリスクを知覚することが示されている（Zeithaml, Parasuraman and Berry, 

1985；Mitchell and Greatorex, 1993）。それ故に、仮想空間であるネット通販において、

品質上の相違が多いサービス製品への購入に対する積極性は、自覚するリスクの存在によ

り阻害されていると推察できた。 

次に、有形財と無形財を対象とするそれぞれのクチコミ内容間の相互距離を比較してみ

ると（図 6-6）、消費者はネットで有形財を購入する前に、「個性化」、「真偽」、「デザイ

ン」、および「安全性」というクチコミの内容より、「ブランド」、「利便性」、「値段」、

「質」、および「種類」などの内容に関連する評価をより重視することが見出せた。ま

た、後者においては、「値段」、「質」、「種類」という情報の内容の間に高い類似度があっ

た。これにより、購入したい有形財の「値段」に関連するクチコミを参照するとともに、

「質」と「種類」に相関するクチコミも検索する可能性の高さが推測された。その一方

で、ネットで無形財を購入する前に、「ブランド」、「売上」、「情報の正確さ」、「個人体

験」、および「利便性」のようなクチコミの内容より、「種類」、「サービス」、「安全性」、

「値段」などの内容に関連する評価をより重視することが見られた。また、後者のうち、
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「サービス」、「安全性」、「値段」という情報の内容の間に高い類似度があることから、購

入したい無形財の「値段」に関連するクチコミを参照するとともに、「サービス」と「安

全性」に関連するクチコミも検索する可能性が高いことが推測された。 

したがって、実証研究 3 の分析結果より、以下のような理論的な意義が挙げられた。第

1 に、ある消費者を取り巻く環境の変化により、消費者行動研究を展開する新たな方向性

と可能性（青木, 2014）、および消費者を分類する研究のとおり、購買行動を把握する次元

（購買意欲）が単一であること（阿部, 2013）等の先行研究の指摘に従い、本研究は消費

者の購買行為を、実際の購買頻度、費用および商品カテゴリーによって捉え、さらに、測

定した個人差要因との相関関係の強度を実証した結果、ネット上の消費者の購買行為を制

約する個人要因と商品購入の傾向を明確にした。 

 第 2 に、財の種類により、消費者はネット上の購買行為間とその情報探索行為との間に

は差異が生じることを明らかにした点である。従来の有形財、または無形財を対象とする

別々に行った研究とは違い、本研究はネットで有形財、または無形財を対象とするそれぞれ

の購買行為間、および情報探索行為間の差異を商品カテゴリー間とクチコミ内容間の類似

度によって、比較することを試みた。その結果として、例えば抵抗性（渡部・岩崎, 2010）

の他には、耐久期間、持続時間、およびコスト等の特徴により、有形財と無形財をさらに区

分することができた。したがって、財の有形性によって、消費者行動の類型化、消費者の反

応、およびその意思決定プロセスを制約する要因に巡って、今後より精緻に検討していく必

要があることも示唆されている。 

8.3.2 地域差によるネット上の購買選択と情報探索行為 

地域差によるネット上の購買選択と情報探索行為を考察した結果については、まず、地域

別の調整済み残差の反応項結果によると（表 6-13）、例えば、東北地域において、40 歳以上

の消費者はネットショッピングをする傾向の可能性が高いのに対し、華南地域では 40 歳以

上の消費者は少ないことが分かった。また、性別の差については、西南地域しか出ていない

（女性より男性が有意に多い）ことから、中国における西南地域の他にはネットショッピン

グをする消費者の性差がほとんどないことが分かる。その理由として、地域差によるインタ

ーネットの普及率および教育レベルに差異があることが考えられる。 

次に、それぞれの地域において、購買選択行為間の類似性の差異（遠近関係）に注目する

と（図 6-7 と図 6-8）、例えば華南と西南地域の在住者はネット上で有形財を購入する際に、

きわめて類似性の高い選択行為をすることに対して、購入製品が無形財に変わると、両地域

の在住者たちの購買選択パターンも変わってくることが明らかとなった。その理由につい
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て、表 6-13 の結果を再び参考にすれば、即ち、華南地域の在住者は低年齢、少収入（40 歳

以上が少ない、月収は 2000 元以下が多い）、西南地域の在住者は男性の方が多い、などの

デモ変数の特徴差異を無視するわけにはいかないであろう。以上、ネット通販はバーチャル

空間として、その場における消費者行為は時間的な制約を受けず、地理上の縛りにおいて容

易に離脱できる特徴もある。それにもかかわらず、ネット上の消費者の選好行為は性別、年

齢、収入水準、および製品の種類などの測定可能な要因のほかには、本研究が言及していな

い言語、飲食、および長年にわたって、生じる特有の地域文化などの定量化しにくい要因に

よって、規定されているのであろうと考えられた。 

 さらに、製品の種類によって、情報源の選好と外部情報探索量の差異明確に焦点を当てる

研究は以前から数多くなされている。実証研究 3 は上述の既存研究を踏まえたうえで、ク

チコミの内容という視点から、異なる地域の在住者によるネット通販における情報探索行

為の差異を明らかにすることをもう 1 つの目的とした。分析結果によると、ネット通販に

おいては、居住地域によって、異なる情報探索傾向が現れた。また、地域間における情報探

索行為の類似性は購入する財の種類（有形財なのか、無形財なのか）によって、差異が出る

ことも明らかにすることができた。 

具体的には、それぞれの地域における情報探索行為間の類似性の程度（遠近関係）に注目

すると（図 6-9 と図 6-10）、例えば高い類似性がある華北と東北地域の在住者たちは、購入

製品の類別が変わったことによって、その類似性の程度も弱くなることが指摘できた。前述

の購買選択の場合と同じく、異なる地域住民のデモ変数間の差異（東北地域：高年齢、低収

入、および低費用；華北地域：高学歴、高収入）は 1 つの影響要因として考えられた。また、

図 6-9 で得点化した各地域間の遠近関係（有形財）の位置付けによると、中国の北地域（西

北地域、華北地域、および東北地域）と南地域（華南地域、西南地域、華東地域）に在住し

ている消費者間の情報探索行為が完全に逆のパターンであることが示されており、また、ネ

ット・クチコミは主観的なのか、客観的なのかという分類基準によって、北地域では、さら

に「経験・主観型」である西北地域と「経験・客観型」である華北と東北地域に細分化され

ていることも明らかとなった。 

 分析結果のうち、説明変数の操作結果（表 6-12 と表 6-13）だけに注目すれば、異なる地

域に在住している消費者は、属性上の差異があると見られている。その一方で、もし数量化

Ⅲ類の位置付けの結果（図 6-7、図 6-8、図 6-9 と図 6-10）と合わせて比較してみれば、異

なる地域における購買選択と情報探索行為に差異が生じる理由について、デモグラフィッ

クと購買頻度の視点によって、解釈していくことも可能であると考えられた。 

 以上の結果から、実証研究 3 におけるもう一つの問題提起、つまり「ある地域の消費者が

ネットで買い物する際に、どのような特性がある製品を購入する傾向があるのか、またその
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製品を購入する際に、どのようなネット・クチコミの内容を自動的に探索するのか」につい

ての地域別の答えについては、例えば、東北地域に在住している消費者では、ネットで「耐

久・抵抗型」の有形財と「多時間・高コスト」の無形財を購入する傾向があり、それらの製

品を購入する際に、検索するネット・クチコミの内容はそれぞれ、「経験・客観型」（有形財）

と「非経験・属性型」（無形財）となっているといえる。その理由については、高年齢、低

月収、および低費用などのデモグラフィック要因が挙げられている、などのように整理する

ことができた。 

 少子高齢化の進行に伴う地域における労働力の不足、都市部への人口集中の加速によ

り、数多くの過疎化地域の増加、および人口減少に伴う地域の魅力の低下などの社会現象

の誕生は、ある範囲内のエリア、国家、および組織だけの問題ではなく、高度経済成長に

伴う必然的な産物と言わざるを得ない。こうした背景のもとで、地域価値の発現に主眼を

置く研究の必要性がクローズアップされている。 

具体的には、ネット時代における消費者の動向を地域差の視点によって、より詳しく検

討する必要性について、以下の示唆があることがまとめられる。 

1 つ目は、消費者にとっては、ネット通販を使えば、地理的制約を容易に離脱できるとい

っても、経営者、特にネット時代において、新たな地域価値の発現を努めている地域経営者

の立場が一般消費者とは違うため、人口動態基準、心理的基準、および行動変数基準などの

個人的要因によって、マーケティング・セグメンテーションを徹底的に行っていくのは、地

域間で異なる価値の比較と発現に対して、極めて意味があると考えられるであろう。 

2 つ目は、異なる地域において、消費者のネット上の購買選択傾向や情報探索行為は、製

品の種類（有形性）によって規定されている。消費者の個人属性のほか、ある地域に住んで

いる消費者が、それぞれの特性の違う財に対して（本章では、有形財と無形財の購買行動の

違いを中心に論じた）、ネットを通じてよく購入している商品カテゴリーとその具体的な情

報探索プロセスなどの問題解明をめぐり、地域経営者に必要なビッグデータを活用するマ

ーケティング・サイエンス、いわゆる計量的アプローチ能力が今の時代こそ問われているが

指摘できた。 

3 つ目は、製品の開発、生産段階だけではなく、プロモーション戦略を策定する際に、い

かにターゲット市場となる地域住民に単一方向の情報発信ではなく、SNS を通じて、企業

と消費者との間、および消費者と消費者の間の多方向の情報共有とコミュニティを実現す

るのかという点が地域情報システムの構築を促すことに有効であると考えられる点である。 
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8.4 実証研究 4  

実証研究 4 では、洋服（有形財）と観光ツアー（無形財）を研究対象として選定した。

研究目的としては、消費者がネット上で異なる財を購入する際に、知覚されたリスクのタ

イプと内容、情報探索行為に対する知覚された各リスクタイプの作用効果の確認、および

情報探索行為、クチコミに対する信頼や購買行為の 3 つの潜在要因間の作用関係の考察、

などの問題解決に向けて、実証研究の設計と展開を試みた。 

8.4.1 知覚リスクの視点による情報探索における動機付けの内容差異と財の有形性の

調整効果 

まず、知覚リスクの視点による情報探索における動機付けの内容の差異を考察した結果

によって、消費者はネット上で洋服、あるいは観光ツアーを購入する際に、様々な異なる

リスクのタイプと内容を知覚していることが示された。具体的には、確認的因子分析の結

果によって（表 7-8 と表 7-9）、洋服の購買過程に伴うリスクのタイプと内容は金銭的リス

ク、社会的リスク、機能的リスクと感情的リスクに分かれていることが指摘できた。ネッ

ト上で観光ツアーを購入する場合では、金銭的リスク、社会的リスク、機能的リスクと感

情的リスクの 5 つのタイプの他に、健康的リスクも客観的消費者に実感されていることも

確認できた。 

 次に、共分散構造分析の結果によると（図 7-2 と図 7-3）、Kaplan, Szybillo and Jacoby

（1974）、Lim（2003）の指摘のとおり、消費者はすべての商品カテゴリーの購買過程に

おいて、必ずしも金銭的リスク、社会的リスク、機能的リスク、感情的リスクと健康的リ

スクの 5 つのタイプのリスクを同時、かつ同じような強さの程度で知覚しているわけでは

ないことも確認された。このようなリスクに対する知覚上の差異を、主に田中（2011）、

安（2012）、蘇（2015）に従い、財の有形性にもとづいて選んだ洋服と観光ツアーのネッ

ト上の情報探索行為の差異に対して、比較した結果として捉えることができた。 

ここで強調したいのは、特に観光ツアーを対象とする社会的リスクから情報探索行為へ

のパス経路の分析結果によると、消費者はネット上で観光ツアーを購入する際に、社会的

リスクを強く知覚するほど、ネット・クチコミを検索しないような情報探索傾向になるこ

とが示されている点である。他のリスクのタイプと比べると、社会的リスクは消費者本人

の日常生活と密接に関わる程度が一番高いと考えられる。十分な量の情報探索と十分な比

較を行うことが必要であり、購買選択について失敗すれば、自分だけではなく、周りの人

から非難される可能性も高くなるため、かなりの失敗コストがかかることを予見している



141 

 

ことと考えることができる。こういう理由で、情報源の信頼性がより厳しく問われること

によって、ネット上の見知らぬ人からの信憑性が低いクチコミから遠ざかっているのは当

然のことであると考えられた。 

最後に、財の有形性の調整効果を確認した結果によって（図 7-2 と図 7-3）、ネット通販

において、財の有形性によって、情報探索行為、クチコミに対する信頼、および購買行為

という 3 つの要因間の作用効果について差異が出ることが確認された。そのうち、特に情

報探索行為からクチコミに対する信頼へのパス経路の推定結果について、観光ツアーを対

象としての信頼に対する情報探索行為の作用強度（β＝0.416）が洋服（β＝0.246）のほぼ

2 倍近くに達していることが明らかになった。理由として、サービス財に関するネット上

の評価情報の多元化（写真、日記、星や格付けなど）、サービス財の質に関する個人感知

の敏感性の程度、トリップアドバイザー（Trip Advisor）のような、旅行に関するクチコ

ミや価格比較のブログ情報を掲載するウェブサイトによる無料情報サービスの提供、など

があると考えられる。 

 以上、実証研究 4 において、検証項目 G4-1、G4-2 と検証項目 S4-1、S4-2 を検討した結

果では、「財の有形性によって、知覚されたリスクの各タイプはネット上の情報探索行為に

影響を与える方向と強度について、差異がある」という理論仮説 4 が成り立つことと、検証

項目 G5-1、G5-2、G5-2 と検証項目 S5-1、S5-2、S5-2 を検討した結果では、「財の有形性

によって、ネット上の情報探索行為、クチコミに対する信頼、および購買行為間の因果強度

（因果関係の強さ）について、差異がある」という理論仮説 5 が成り立つことも示唆してい

た。 

この理論仮説 4 と理論仮説 5 への検証結果を踏まえ、以下のような理論的含意を持つこ

とがまとめられた。第 1 に、消費者の購買過程に伴い知覚されたリスクは、販売チャネルと

は直接関係なく、オフラインであれ、オンラインであれ、消費者が同じくリスクの内容を感

知していることを示すことができた。  

第 2 に、知覚されたリスクのタイプによって、消費者の情報探索行為に影響を与えるリ

スクのタイプとそうではリスクのタイプが両方とも存在していることを示すことができた。

言い換えれば、ネット上の購買過程において、リスクを知覚することは、必ずしもその後の

ネット・クチコミを探索する行為の誘因になるわけではないことも示すことができた。 

第 3 に、洋服を対象とするネット上の情報探索行為の動機付けに正の影響を与えるのは

機能的リスクと感情的リスクとなる一方、観光ツアーの場合では、情報探索行為に対する影

響を与えるリスクのタイプは機能的リスクと社会的リスクとなるというような知覚された

各リスクと情報探索行為間の因果関係に対する財の有形性の調整作用も確認された。 

第 4 に、ネット上の情報探索行為とクチコミに対する信頼、およびクチコミに対する信
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頼と購買行為との間に、すべて因果関係があることが示された。また、消費者はネット上で

観光ツアーを購入する場合、より積極的な情報探索行為を行うほど、購買行為が完成する可

能性が高くなる一方、洋服では、情報探索行為と購買行為との間に上述の因果関係がないこ

とも示された。 
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第９章 まとめと今後の課題 
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9.1 本論のまとめ 

1990 年代に入り、インターネットが急速に普及してきたことによって、消費者を取り巻

く情報メディア環境と市場環境が大きく変化した。こうした背景のもとで、ここ数年

Facebook、Twitter 等の SNS の出現、アマゾン、楽天等の EC 事業を中心とする小売業

の台頭、並びに数多くのオンライン決済手段の導入に伴い、消費者間、消費者と企業間の

双方向のコミュニケーション、およびネット上での購買行為が本格的に行われるようにな

ってきた（濱岡・里村, 2009）。この状況下で、マーケティング分野において、ネットショ

ッピングをする消費者の購買行為、外部情報探索過程、およびネット・クチコミ情報の有

効性などからの視点によって、数多くの定量的研究が提示されるようになっている。しか

しながら、実店舗内の消費者行動の解明を対象として発展してきた消費者行動論を援用

し、ネット上の購買行為とその情報探索行為を説明する妥当性、およびネット上の消費者

行動に対する消費者の個人属性（内的要因）と財の有形性（外的要因）の作用効果につい

て、先行研究においては、ほとんど検討されていなかった課題となっている。 

したがって、本論は中国の BtoC-EC 市場における消費者の意思決定プロセスに着目

し、特に情報探索行為から購買までの作用経路に対して、それに影響を与える内的要因と

しての消費者の個人属性の識別、および外的要因としての財の有形性の調整作用を考察す

る目的を持っている。そして本論では、まず、情報源をネット・クチコミに特定する場

合、ネットショッピングをする消費者の個人特性を解明するための研究課題 1、そして、

消費者の購買行為に影響を与える個人特性の確認を目的とする研究課題 2、次に、能動的

消費者の視点によって、ネット上の購買選択と情報探索行為に対する財の有形性の調整作

用を考察する研究課題 3、最後に、消費者はネット上で買物をする際に、どのようなタイ

プのリスクを知覚するのか、この知覚されたリスクは消費者の情報探索行為にどのように

影響を及ぼすのか、さらに、財の有形性はいかなる調整作用を果たしているのかなどの答

えが見つかるための研究課題 4 の 4 つの研究課題に分けて検討した。 

また、分析方法の選定については、これまでの社会科学分野で、よく用いられている母

比率の差の検定（標本データの特徴より母集団の特徴の推定）、カイ 2 乗検定（相関関係

の検定）、残差分析（相関関係に貢献するカテゴリー項目の明確）、確認的因子分析（潜在

的因子の確認）、共分散構造分析（観察変数と潜在変数間の因果関係の検証）などの量的

データ間の相互関係を検証するための統計分析手法だけではなく、質的データ（カテゴリ

ーデータ）を多次元に解析する多変量解析法である数量化理論（Ⅱ類とⅢ類）も援用し、

各研究課題に対応する仮説検証のための実証的な分析を試みた。本稿における各研究課題

に対応する分析方法の選定とその分析目的は以下の表 9-1 に要約されるとおりである。 
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表 9-1 本論における各分析方法の選定理由のまとめ 

研究課題 分析方法 分析目的 

研究課題 1 

カイ 2乗検定 デモグラフィック変数間相関関係の検定 

母比率の差の検定 標本データにおける比率の差の有意性の検定 

研究課題 2 

残差分析 相関関係に貢献するカテゴリー項目の確認 

数量化Ⅱ類 判別モデルの構築 

研究課題 3 
数量化Ⅲ類 

カッパ係数 

購買選択間と情報内容間の類似性程度の確認 

消費者類型化結果の信頼性 

研究課題 4 

確認的因子分析 財別による知覚されたリスクのタイプの確認 

共分散構造分析 情報探索、クチコミに対する信頼性と購買行為間の因果関係の検定 

9.1.1 内的要因としての消費者の個人属性の作用効果の識別 

ネット上の消費者行動に対する内的要因としての消費者の個人属性の明確化とその作用

効果の判別結果について、まず、実証研究 1 では、ネットショッピングをする消費者の個

人特性は情報探索を積極的に行っている消費者の個人特性によって解釈されることを仮定

し、母比率の差の検定を用いて分析した。その結果では、既存研究の指摘のとおり、男性

より女性の方が、また教育水準が高いほど、職業の安定性が高いほど、居住地域の発達程

度が高いほど、ネットショッピングをする傾向が高いことが確認された（表 4-3）。一方

で、上述の性別、学歴などの説明変数は、はっきりと男女、高低という客観的な尺度基準

にもとづき、区別することができるのに対して、年齢と月収などのある範囲でばらついて

いる説明変数については、客観的な基準によって 2 群データに分けることができなかっ

た。この点では、Solomon（1999）の指摘とおり、すなわち年齢が若いほどより積極的な

情報探索を行い、最終の購買意思決定に結び付いていくという結論とは異なり、実証研究

1 の結論の一部では、例えば、単純に年齢が若いほどネットショッピングをする傾向が強

いとは言えるわけではなかった。そのため、その代わりに、年齢の変化によって、ネット

ショッピングをする傾向はどのように変わっていくのかという問題の検討が必要となっ

た。この検討を試みた結果、各年齢段階の間でのネットショッピングをする傾向性の差異
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をより緻密に把握することが出来るようになった（表 4-4）。 

次に、実証研究 2 において、購買変数とデモ変数間の相関関係を検証した結果（表 5-

2）と、残差分析の結果にもとづき（表 5-3 と表 5-4）、学歴、月収、および居住地域を説

明変数、購買費用（700 元以上と 300 元以下）と購買回数（1-2 回と 3-4 回）を外的基準

と選定する判別モデルを構築した。数量化Ⅱ類を用いた分析結果によると、単なる購買行

為と相関関係があるデモ変数間の相乗効果だけでは、ネット上の購買費用と購買回数を予

測する程度はそれぞれわずか 57.10%と 60.60％となることが示された（図 5-2）。ところ

が、消費者の購買行為と直接の相関関係がないと検定される性別と年齢要因を判別モデル

に入れてみたら、特に外的基準が購買費用である場合、判別モデルの予測精度が大幅に上

がることが確認された（表 5-6、表 5-7 と表 5-8）。これによって、ネット上の消費者行動

に対して直接の影響を与える個人特性要因（図 1-1 の実線）と、ただの調整作用を伝える

個人特性を見分けることができた（図 1-1 の点線）。また、レンジ（重要性順位）の結果

（表 5-9）によって、学歴、月収、および居住地域の中で、いったいどの個人属性がネッ

ト上の購買費用に対する最も影響している要因なのかという問いについて、答えとして

は、唯一に確定できないことも示唆していた。 

9.1.2 外的要因としての財の調整効果の明確 

ネット上の消費者行動に対する外的要因としての財の調整効果を明らかにした結果つい

ては、まず、実証研究 3 では、従来の有形財、または無形財を対象とする研究を別々に行

った場合とは異なり、ネット上で有形財、または無形財を対象とするそれぞれの購買行為

間、および情報探索行為間の差異を商品カテゴリー間とクチコミ内容間の類似度によって

比較した。それらの結果によると、財の有形性によって、ネット上の購買選択行為間と情

報探索行為間には、差異が生じることが明らかにされた（図 6-3 と図 6-6）。それと共に、

サンプルスコアにもとづく消費者の類型化の区分結果も提示することができた（表 6-

10）。また、残差分析の結果に従い（表 6-13）、消費者の居住地域の調整作用を考察した結

果として、異なる地域に在住している消費者の購買選択（財別）とその情報探索行為（財

別）も、完全に異なるパターンに分けられることが確認された（図 6-7、図 6-8、図 6-9 と

図 6-10）。 

次に、実証研究 4 では、消費者はネット上で洋服（有形財）、あるいは観光ツアー（無

形財）を購入する際に知覚されたリスクのタイプ、異なるリスクのタイプは消費者の情報

探索行為への影響力（強度と方向）の差異、および情報探索行為、クチコミに対する信

頼、購買行為という 3 つの潜在変数間の因果関係などの面から詳しく検討した。その結果
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では、まず、確認的因子分析によって、消費者はネット上で洋服を購入する際に、金銭的

リスク、社会的リスク、機能的リスク、および感情的リスクなどのタイプのリスクを知覚

していることが確認された（表 7-6）。また、観光ツアーの購入行為では、上記のリスクの

ほかには、健康的リスクを知覚していることも示された（表 7-8）。続いて、上記で述べた

各潜在要因間の因果関係を検証するモデルの推定結果によると（図 7-2 と図 7-3）、消費者

はネット上で観光ツアーを購入する場合、洋服と比べると、相対的に高い知覚リスクを感

知し、しかも、情報探索行為をより積極的に行うほど、ネット・クチコミに対する信頼度

もそれに応じて高くなっていくことも示された（表 7-10）。 

 以上の論述にもとづき、本論のまとめとして、4 つのそれぞれの実証研究において、研

究課題の内容、仮説の提唱、内的要因と外的要因の内容、および各実証研究に対応する分

析結果をまとめると、以下の表 9-2 に要約されるとおりとなる。  

 

表 9-2 本論における実証結果のまとめ 

実証研究 
内的要因 

（個人属性とその他） 

外的要因 

（財の有形性） 
分析結果 

研究課題 1： 

ネットショッピングをする消費者の個人属性の解明 

理論仮説： 

消費者の個人属性はネットショッピングを利用する傾向に影響を与える 

実証研究 1 
性別、年齢、学歴、月収、

職業、居住地域 
 

①男性よりも女性、あるいは教育水準

が高いほど、職業の安定性が高いほ

ど、居住地域の発達程度が高いほど、

ネットショッピングをする傾向が高

かった。 

②各年齢、月収段階の間でのネットシ

ョッピングをする傾向について差異

があった。 

研究課題 2： 

消費者の個人属性が購買行為に与える予測・調整効果の確認 

理論仮説 2： 

消費者の個人属性はネット上の購買行動に影響を与える 

実証研究 2 

・説明変数： 

学歴、月収、居住地域 

・調整変数： 

性別、年齢 

 

①学歴、月収、および居住地域を説明

変数とした判別モデルによって、購買

費用を予測することは達成されてい

ない。 
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・目的変数： 

購買費用 

②購買費用に直接影響しない性別や

年齢が判別モデルへの調整作用を持

つことが確認された。 

③学歴、月収、居住地域の細分項目は

購買費用に及ぼす影響性の程度と作

用方向にも明らかな違いにもたらし

ていた。 

研究課題 3： 

購買選択とその情報探索行為に対する財の有形性の調整作用の確認 

理論仮説 3： 

ネット上において消費者行動の特徴は財の有形性によって、差異がある 

実証研究 3 

・居住地域： 

東北地域、西北地域、西

南地域、華北地域、華中

地域、華東地域、華南地

域 

・有形財： 

衣料品、ホーム関連、家

電、化粧品、食料品、パ

ソコン関連、デジタル製

品、ベビー用品、本（9

種類） 

・無形財： 

外食、観光ツアー、宿泊

サービス、映画チケッ

ト、航空券（5 種類） 

①財の有形財により、消費者のネット

上の購買行為とその情報探索行為に

は差異が生じることが明らかされた。 

②ネット通販においては、消費者の購

買行為は居住地域によって異なる選

択傾向が現れた。また、地域間におけ

る購買選択行為の類似性は、購入する

財の種類（有形財なのか、無形財なの

か）によって、差異が出ることも明ら

かにされた。 

研究課題 4： 

知覚リスクの視点による情報探索における動機付けの内容の差異と財の有形性の調整効果の確認 

理論仮説 4： 

財の有形性によって、知覚されたリスクの各タイプはネット上の情報探索行為に影響を与える方向と強

度に対して、差異が与える 

理論仮説 5： 

財の有形性によって、ネット上の情報探索行為、クチコミに対する信頼、および購買行為間の因果強度

（因果関係の強さ）に差異が現れる 

実証研究 4 

・知覚リスクのタイ

プ： 

金銭的リスク、社会的

リスク、機能的リスク、

感情的リスク、健康的

リスク 

・クチコミに対する信

・有形財：洋服 

 

 

・無形財：観光ツアー 

①ネット上で洋服、あるいは観光ツア

ーを購入する際に、様々な異なるリス

クのタイプと内容を知覚している。 

②すべての商品カテゴリーの購買過

程において、必ずしも上記のタイプの

リスクが同時、かつ同じような強さの

程度で知覚されているわけではない。 
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頼： 

信頼程度、判別能力、被

影響可能性 

③知覚されたリスクの各タイプはネ

ット上の情報探索行為に影響を与え

る方向と強度に対して、差異を与え

た。 

④ネット通販において、財の有形性に

よって、情報探索行為、クチコミに対

する信頼、および購買行為という 3 つ

の要因間の作用効果について、差異が

見られた。 

9.2 本論の限界 

本論は、中国の BtoC-EC 市場における消費者行動の差異を、消費者の個人属性や財の有

形性の視点から、考察することを目的とし、実証的研究の展開を試みた。研究の結論では、

前節で言及したように、先行研究にもとづいて設定した検証項目への検証結果として、5 つ

の理論仮説がすべて支持されることになった。ところが、研究対象の範囲、調査者の選定、

サンプルの抽出、および分析結果の解釈などを論じた部分に存在する制限によって、本論は、

以下のようないつかの限界がある。 

第 1 に、消費者行動は、消費者のある時点におけるある動作だけを指すことに留まらず、

商品に対する欲望の生じ方、外部情報の収集と内部の情報処理、ブランドに対する態度の形

成、購買チャネルの選択、実際の購買、および購買後の態度変容などの一連の事柄を経てか

らの過程を意味している。青木（2010）は、以上の過程を消費行動、購買行動、買物行動と

使用行動というように、より階層的に区分している。そのうちの消費行動は「消費と貯蓄の

配分、および消費支出の費用別配分」、購買行動は「製品カテゴリーの選択、ブランドの選

択、購入量・頻度の選択」、買物行動は「買い物場所の選択、店舗の選択」、使用行動は「消

費・使用方法の決定、保管・廃棄・リサイクルの決定」であることがそれぞれ明示されてい

る（阿部, 2013：p.11）。 

この消費者行動の階層性をモデル化する提案として、周知されているのは AIDMA（アイ

ドマ）である。このモデルは広告などのマーケティング刺激によって、消費者の「Attention

（注意）」が喚起され、当該商品に対する「Interest（関心）」を持ち始め、さらに購入した

いという「Desire（欲求）」が生まれ、店頭展示や販売にその「Memory（記憶）」が呼び起

こされ、 最後の「Action（行動）」に至る過程を示している（畢, 2016：p.101）。2004 年

には株式会社電通が上述の AIDMA モデルにもとづき、ネット時代における進化する消費

者行動、いわゆるネットを介して消費者と企業、消費者同士間の双方向コミュニケーション
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が可能となった現象を説明するための AISAS（アイサス）モデルを提案した。AIDMA モ

デルと比べると、情報探索（Search）と購買行為（Action）間の作用距離が一層縮まり、そ

れと共に、購買後の消費者評価も重視されるべきことが示唆されている。 

本論は能動的な消費者の視点から、意思決定プロセスに包含されている情報探索行為か

ら購買行為までの 2 段階によって、ネット上の消費者行動を捉えてみた。ところが、以上に

述べた指摘によると、本論におけるネット上の消費者行動への捉え方について、未だ以下の

ような限界があると思われる。それは、財別によるネット上の消費者行動の差異を明らかに

することは本論の重心を置くところとしているが、ここで考察した消費者行動について、主

に意思決定プロセスにおける情報探索行為から購買行為までの 2 段階の内容にしか触れて

いない。したがって、今後の研究において、購買前、購買中、および購買後の 3 つの時点を

細分化できるように、より包含的な視点によって、ネット上の消費者行動の全体像を解明し

ていくことが求められている。 

第 2 に、本稿は内的要因である消費者の個人属性と外的要因である財の有形性という 2

つの側面によって、ネット上における消費者行動の差異とその差異が生じる理由について

解釈することを試みた。実証研究 1 と実証研究 2 の検証結果によって、ネットショッピン

グをする消費者はどのような個人属性を持っているのか、内的要因である消費者の年齢、学

歴、および居住地域などの個人属性はいかなる彼らのネット上の購買行為を制約している

のか、などの課題が明らかにされている。実証研究 3 と実証研究 4 では、ネット上の消費

者行動、特に意思決定プロセスにおける外部要因である財の有形性の調整効果に注目した。

検証結果によると、ネット上で有形財と無形財を購入する消費者集団の間には、大きくに異

なる情報探索行為と選好傾向を行うことが示されている。その差異が生じる理由として、情

報探索行為の動機付け、いわゆる財の有形性によって、知覚されたリスクの強度とタイプが

異なるという視点から、解釈することが考えられる。 

 しかし、実店舗内の消費者行動を対象とする従来の研究指摘によると、消費者の意思決定

プロセスに影響を与える要因は個人属性と商品の特性のほかにも、多岐にわたっている。例

えば、人口統計的属性のほかには、価値意識、生活資源と情報処理能力、モチベーションと

関与、知識、態度などの内的要因群が挙げられている。その一方で、商品の特性の他にも、

下位文化、社会階層、家族、準拠集団と友人、マーケティング環境、外的条件と状況要因と

いった外的要因群も多数存在することも示唆されている（鈴木, 2018：p.125）。 

 したがって、消費者行動論がネット購買を前提とせずに発展したことで、ネット購買での

妥当性が検討する時に、単一視点ではなく、絡んでいる内定要因と外的要因のそれぞれの作

用効果を識別し、より多角的視角でネット上の消費者行動の規定要因の考察に対応する理

論フレームワークの構築がこれからの課題として残っている。 
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第 3 に、調査対象について、本論は中国の BtoC-EC 市場を選定した。理由としては、ま

ず、「平成 30 年度我が国におけるデータ駆動型社会に係る基盤整備（電子商取引に関する

市場調査）」によると、2018 年度の中国の BtoC-EC 市場シェアは全世界の 55.8％に達して

おり、また中国のネットショッピングの利用者数と購買習慣の現状を合わせて考えれば、中

国の BtoC-EC 市場を研究対象とするのは、代表性があると思われている。次に、中国のコ

ンサルタント業界においては、急増している学術研究の需要に応じるため、ネットリサーチ

への取り組みがかなり体系化されており、回収してくれるデータの信頼性や有効性などが

保証できることが挙げられる。 

しかしながら、ここで言及した代表性はあくまでも市場規模のことを意味し、必ずしも中

国の消費者はネット上で結論とおりの購買行動の傾向があるからといって、他国の消費者

にも同じような行為傾向があると断言できるわけではない。例えば、「平成 27 年度我が国

経済社会の情報化・サービスに係る基盤整備（電子商取引に関する市場調査）」によると、

2015 年の日本の BtoC-EC 市場規模は 13 兆 7746 億円となることに対して、中国の BtoC-

EC 市場規模は 76 兆 2194 億円になり、対前年比成長率は 42.1％になることが示されてい

る。特に、商品カテゴリー別の支出比率データからみると、日本の場合では、物販系（52.6％）、

とサービスやデジタ系の商品への支出比率（47.4％）の間の差がわずかである。その一方で、

中国では、オンライン通販においてサービス系の商品（16.38％）と比べると、実物系の商

品への支出比率（83.57％）が市場規模の 80％以上を占めたこととなっている。この例より、

ネット上における消費者の購買選好と傾向は国によって大きく異なることが示されている。 

したがって、財別による消費者行動の差異を検証した本論の分析結果は、調査対象を中国

国内の BtoC-EC 市場に絞るという条件に従う前提がある。今後の研究においては、越境 EC

市場における中国消費者の購買特徴の把握、さらに異なる国を対象とする比較分析を行う

によって、本論で提唱された仮説の説明範囲を拡げる必要があるだろう。 

第 4 に、本論で行われたアンケート調査①とアンケート調査②は両方とも、インターネ

ット調査というリサーチ技法を利用することによって、サンプルを抽出した。理由としては、

インターネットに接続できる環境が整えられ、特に、定期的にネットを通じて買物をする消

費者集団が本論の目標母集団と想定しているわけである。 

しかし、サンプル集団の集め方、サンプル集団の構成とその代表性、および誤差の評価と

処理の不透明性によって、ネット調査の妥当性も常に疑われている。インターネット調査の

利点と欠点の細分項目のそれぞれについて、大隅（2006）は、「簡便性（簡単、使いやすい）」、

「速報性・迅速性（早い）」、「調査経費の低減化、廉価性（安い）」、「登録者集団の作り方で

回答率が上がる」、「マルチメディア対応の調査票設計」、「回答行動の電子的追跡（トラッキ

ング）が可能」などの利点とされる項目と、「目標母集団が曖昧」、「登録者集団が不透明」、
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「回答の代表性が疑わしい」、「一般に回答率が低い」、「虚偽、代理など不正回答の混入の可

能性」、「回答の制御・強制・誘導が起こりうること」などの欠点とされる項目を提示してい

る（大隅, 2006：p.5）。したがって、インターネット調査における「回答の代表性が疑わし

い」、特に登録者集団の年収（高い）、学歴（大卒多い）、および有配偶率（女性の方が少な

い）に関する回答には偏りがあるという指摘によって、本論で抽出されたサンプルの代表性、

あるいは被調査者の個人属性の測定結果についてどの程度の偏りがあるのかという課題を

深く掘り下げるのは本論のもう一つ課題となっている（萩原, 2009：p.11）。 

その一方で、上述の各欠点はインターネット調査だけの問題ではなく、留め置きなどの郵

送式調査でも発生していることや、調査対象者が主にインターネット・ユーザーである場合

には、インターネット調査を利用するのは適当であることも示唆されている（大隅, 2004；

萩原, 2009）。したがって、本論において利用されたリサーチ技法によって、「木を見て森を

見ず」にならないと言いきれないにもかかわらず、ネットショッピングをする消費者集団か

らサンプルを抽出することに対しては、インターネット調査が想定している被調査者と接

触の点では最短ルートではないかとも考えられる。 

第 5 に、本論はネット上の消費者行動に対する一つの外的要因としての財の有形性の調

整効果に注目した。財の有形性にもとづくネット上で具体的に購入する商品カテゴリーの

項目の設定について、中国インターネットセンター（CNNIC）が公表した「中国における

ネットショッピング市場研究報告（2015 年度）」の購入商品品目分布を参考した。その結果、

「衣料品」、「化粧品」、および「食料品」などの 9 種類の有形財項目と、「外食」、「宿泊サー

ビス」、および「観光ツアー」などの 5 種類の無形財項目を設定した。 

しかしながら、アンケート調査①において測定された各有形、あるいは無形の商品カテゴ

リー以外にも、バック、宝石、およびアクセサリーといった贅沢品もネット通販における有

形の商品カテゴリーの候補として挙げられる。また、近年、著作権意識の向上に伴い、海賊

版の横行などの違法配信の情勢を逆転するため、中国政府は音楽の有料ダウンロード制度

の試行を推進している。これによって、デジタルミュージック、映画・ドラマ、およびゲー

ムなどのモバイル配信サービスの消費市場の成長も予想されている。したがって、今後の研

究においては、調査対象となる製品カテゴリーの拡充によって、本論で提唱された仮説の妥

当性や一般性を高める必要がある。 

第 6 に、実証研究 3 における類似性、および消費者類型化の結果については、相関係数

が 0.3 以上を超える 2 個の軸のみを取り扱うことによって、説明を行った。選定する軸の数

が不十分ということにより、生じる誤差を一致性の統計学的検定で確認した結果、軸の抽出

結果は一定の信頼性を有することが示されるが、理想的とはいえない。複数の消費者類型化

をする実証方法によって、得られた結果間の誤差をより詳しく検討していくことが求めら
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れる。また、数量化Ⅲ類によって、抽出した軸への命名は研究者本人の主観的判断に依存す

るという前提がある。したがって、本論は既存研究の指摘に従い、細分測定項目の設定や軸

のネーミングを行ったが、抽出した 2 軸までの累積寄与率が相対的に低いという制約を受

けていることもあり、本論における軸のネーミング結果の提出について、あくまでも 1 つ

の参考とし、これから、既存の分類基準（商品類型と情報の内容）を再検討することによっ

て、さらに考察する必要があると考えられる。 

9.3 今後の課題 

 本論には、前節に述べた研究対象の範囲、調査者の選定、サンプルの抽出、および分析結

果の解釈に関していくつかの限界があり、それによって、以下のような課題が残っている。   

第 1 に、ネットを通じた買物行動は地理的、時間的制約を受けない。しかし、異なる文化

背景のもとで、長年にわたって、生じる言語、所得、食生活、選好、消費意識などの様々な

生活環境に関わる独自性が知らず知らずのうちに、消費者の購買選択、および情報探索の傾

向性を規定している。したがって、今後の研究において、ネット上の消費者行動の特徴を考

察する場合、ある国、ある地域に絞ることだけではなく、多国間、多地域間比較研究の視点

によって、異なる国と地域においてネット上の消費者行動の相違点、およびそれぞれの規定

要因と効果の区分を考察する必要があるだろう。 

第 2 に、アンケート調査①の後半部分においては（付録 2）、商品カテゴリーの選好行為

と販売チャネル間のつながりを明らかにするため、「上記に選んでいる有形財の商品カテゴ

リーに対して、よく参考になるクチコミ情報を提供するウィブサイトを選んでください（多

選可）：1 淘宝 2 天猫 3 京东 4 当当网 5 聚美优品」や、「あなたは上記に選んでいる無形財

の商品カテゴリーに対して、よく参考にするクチコミ情報を提供するウィブサイトを選ん

でください（多選可）：1 携程 2 去哪儿 3 马蜂网 4 美团糯米 5 豆瓣 6 淘票票 7 大众点评网」

という質問項目も設定した。ところが、回収したデータ数の制約によって、実証研究 3 にお

いて予定とおりの分析作業を行うことができなかった。したがって、ネット通販に適してい

る商品カテゴリーとそうではない商品カテゴリーの区分という問題意識を持っている研究

の展開はこれからの課題となっている。 

第 3 に、本論は、ネット上の情報探索行為と購買行為に影響を及ぼす外的要因について、

財の有形性に着目した。しかしながら、製品の特性とネット上の消費者行動間の関連性を巡

り考察した先行研究によると、財の有形性という視点の他にも、快楽財（満足や個人的感情

によって特徴付けられる製品）と実用財（製品の機能やパフォーマンスによって特徴付けら

れる製品）、探索財（製品を直接的に経験したことがなくても、その製品の品質を事前に評
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価できる製品）と経験財（製品の直接的な経験を通じてのみ、その製品の品質を評価できる

製品）、サービス・コンテンツ、最寄り品、買回品と専門品などの区分法が挙げられる（菊

盛, 2015：p.60、p.126；渡部・岩崎, 2010）。したがって、今後の研究において、ネット上

の消費者行動に影響を及ぼす外的要因としての財の特性を考慮する際に、財の区分基準を

より統合的な視点で精緻化することも求められている。 

第 4 に、実証研究 3 において、財別によるネット上の情報探索行為の差異を検索するク

チコミの内容によって捉えた（表 6-1）。しかし、現実としては、極めて複雑な情報探索行為

を、単なる本稿の設定していた測定項目によって、完全に把握できることが言えない。した

がって、今後の研究においてより多くの商品カテゴリーに適用するため、ネット上の情報探

索行為を測る尺度の妥当性に関して、さらに検討していくことが求められる。要するに、財

別による情報探索行為間の差異が、従来のクチコミ内容の正負、数量、および非言語的手が

かりなどの要因だけではなく、質的データとしての言語的特徴という視点も加えて、より統

合的に把握されていくことが必要であると考えられる。 

第 5 に、実証研究 3 では、財別によるネット上の消費者行動の差異だけではなく、居住

地域の調整作用も明らかにされた。ところが、ネット上の消費者行動の地域差を生じる理由

について、測った性別、年齢、所得などのデモグラフィック変数と居住地域との相関関係だ

けによって、解釈していくのは不十分だと考えられる。このような研究結果を改善するため、

ブランド・ロイヤルティ、飲食習慣、およびネット通販チャネルへの選好などの消費者志向

を説明変数とする要因を含める分析モデルを構築することが試みることも今後の研究課題

の一つとなることが考えられる。 

第 6 に、ネット上における知覚されているリスクの内容と強度、および情報探索行為と

購買行為間の因果関係に対する財の有形性の調整作用を詳しく把握するため、アンケート

調査②において知覚されたリスクの各タイプと潜在変数としての情報探索行為、購買行

動、およびクチコミに対する信頼を測定する質問項目を設定した（付録 3）。そのほかに

は、被験者の性別、年齢、現住所などの個人属性と関わるデモグラフィック変数を尋ねる

ことも行った。したがって、実証研究 4 から得られた結論を前提にして、男性集団と女性

集団間、各年齢層間、既婚集団と未婚集団間、などの多母集団の同時分析モデルの構築に

よって、理論仮説 4 と理論仮説 5 の外部妥当性を高める必要があると考えられる。 

このように、ネット上における消費者行動の全体像の描写に対する包括的な理論フレー

ムワークの構造、および従来の消費者行動論の適用性への検討について、取り組むべき分析

視角と研究課題が数多く存在する。また、量的データ間の因果関係の明確化に留まらず、質

的データ関の関連性の解明に役立たれる多様なデータマイニング技法の活用も求められて

いる。これによって、通信技術の発展に伴い、育てられる賢い消費者の選好行為とその意思
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決定プロセスを対象とする研究知見の積み重ねに対して、貢献したいという覚悟を持たせ

られたところで、本論文の執筆を終えたい。 
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付録 1：アンケート調査①の前半部分（本研究における中国のオンライン購買消費者を対象

とするアンケート調査①は東海大学文学研究科の研究科長の承認を得て、行ったものである） 

「中国におけるネットショッピングをする消費者の個人特性 

に関する現状調査」 

問 1 あなたの性別は 

1 男性 2 女性 

問 2 あなたの年齢は 

1 18 歳以下    2 18 歳～22 歳    3 23 歳～30 歳  

4 31 歳～39 歳   5 40 歳以上  

問 3 あなたの最終学歴 

1 大学未満 2 大学 6 大学以上 

問 4 あなたの収入は１ヶ月あたり平均でいくらか 

1 2000 元以下 2 2000 元以上～3999 元 3 4000 元以上～5999 元  

4 6000 元以上～7999 元 5 8000 元以上～9999 元  

6 10000 元以上～14999 元 7 15000 以上 

問 5 あなたの職業 

1 公務員 2 教員 3 会社員 4 自由業 5 自営業 

6 NPO（非営利団体） 7 弁護士、医者 8 学生 9 主婦 10 その他 

問 6 あなたの居住地 

1 东北  2 西北  3 西南  4 华北  5 华中  6 华东  7 华南 

問 7 あなたはネットショッピングを接触する時間 

1 1 年以下 2 1 年以上～3 年未満 3 3 年以上～5 年未満  

4 5 年以上～7 年未満 5 7 年以上 

問 8 あなたはネットショッピングをする回数平均で１ヶ月あたり何回か 

1 1 回～2 回 2 3 回～4 回 3 5 回～6 回 4 7 回以上 

問 9 あなたはネットショッピングを利用する金額は平均で１ヶ月あたりいくらか 
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1 100 元以下 2 100 元～300 元 3 300 元～500 元 

4 500 元～700 元 5 700 元～900 元 6 900 元以上 
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付録 2 ：アンケート調査①の後半部分（本研究における中国のオンライン購買消費者を対

象とするアンケート調査①は東海大学文学研究科の研究科長の承認を得て、行ったものである） 

「中国におけるネットショッピングをする消費者の購買行為 

に関する現状調査」 

問 1 あなたはネット上でどのような商品を買うときに、よくクチコミ情報を参考にするのか 

   您在网购哪些商品时会去参考与产品相关的评价信息 

1 有形財（例えば、服、家電など）  

2 無形財（例えば、宿泊予約、グルメ、観光ツアーなど）  

3 両方とも 

有形財を選んでいる方は、以下の有形財のところのみをお答えてください 

無形財を選んでいる方は、以下の無形財のところのみをお答えてください 

両方ともを選んでいる方は、有形財と無形財、両方ともをお答えてください 

有形財 

問 2 あなたはネッとで買い物するときに、クチコミ情報を参考しようと思わせる有形財の商品 

カテゴリーを選んでください（多選可） 

您在网购哪些有形商品时会去搜索与产品相关的评价信息，请选出它的种类（可多选） 

1 衣料品（衣物类） 2 ホーム関連（家居用品） 3 家電（家用电器）  

4 化粧品（化妆品） 5 食料品（食品） 6 パソコン関連（电脑办公类）  

7 デジタル製品（数码商品） 8 ベビー用品（婴幼儿用品） 9 本（书籍） 

問 3 以上に選んでいる有形財の商品カテゴリーに対して、よく参考になれるクチコミ情報を提供するウ

ィブサイトを選んでください（多選可） 

   您在购买上题的商品时所利用的网站是 

1 淘宝  2 天猫  3 京东  4  当当网  5  聚美优品   

問 4 以上に選んでいるウィブサイトに載せるクチコミに対して、もっとも重視するクチコミ情報の内容

は（多選可） 

   您在使用上题所选网站时，着重参考以下哪些内容（可多选） 

1 質（质量） 2 値段（价格）  3 ブランド（品牌） 4 便利性（便利程度）  

5 デザイン（外观设计）6 種類（种类）  7 サービス（售后服务）  
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8 安全性（安全性）  9 真偽（真假）   10 個性化（个性化） 

問 5 以上の選んでいるウィブサイトに載せるクチコミに対して、あなたはもっとも重視するクチコミの

形は（多選可） 

   您在使用上题所选网站时，更加愿意参考以下哪种形式的信息评价形式 

1 経験した方が書いた評価 2 経験した方が写っている写真 3 点数 

問 6 あなたは今まで有形財を購買した経験によって、クチコミ情報にどのぐらいの信任度を持っている 

   根据您以往购买有形商品的网购经验，您对网上评价信息的信任程度 

1 強く信任 2 ほどほど信任 3 どちらもいえない 4 あまり信任しない 5 まったく信任しない 

無形財 

問 7 あなたはネッとで買い物するときに、クチコミ情報を参考しようと思わせる無形財の商品 

カテゴリーを選んでください（多選可） 

您在网购哪些无形商品时会去搜索与产品相关的评价信息，请选出它的种类（可多选） 

1 外食（外卖，订餐等） 2 観光ツアー（团体或自由行） 3 宿泊サービス（酒店服务）  

4 映画チケット（电影票） 5 航空券など（机票等） 

問 8 あなたは以上に選んでいる無形財の商品カテゴリーに対して、よく参考になれるクチコミ情報を提

供するウィブサイトを選んでください（多選可） 

   您在搜索上述无形商品评价信息时喜爱使用的网站是       

1 携程  2  去哪儿  3  马蜂网 4 美团糯米  

5  豆瓣网 6 淘票票 7 大众点评网  

問 9 以上の選んでいるウィブサイトに載せるクチコミに対して、あなたはもっとも重視するクチコミの

内容は（多選可） 

   您在使用上题所选网站时，着重参考以下哪些内容 

1 値段（价格） 2 安全性（安全性） 3 利便性（便利程度） 4 個人体験（个人体验）  

5 サービス（服务）6 真偽（真假） 7 ブランド（品牌） 8 種類（种类）  

9 売上（销量）  

問 10 以上の選んでいるウィブサイトに載せるクチコミに対して、あなたはもっとも重視するクチコミ

の形は（多選可） 

   您在使用上题所选网站时，更加愿意参考以下哪种形式的信息评价形式 

1 経験した方が書いた評価 2 経験した方が写っている写真 3 点数 
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問 11 あなたは今までのネットで無形財を購買した経験によって、クチコミ情報にどのぐらいの信認度

を持っている 

   根据您以往购买有形商品的网购经验，您对网上评价信息的信任程度 

1 強く信任 2 ほどほど信任 3 どちらもいえない 4 あまり信任しない 5 まったく信任しない 
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付録 3：アンケート調査②（本研究における中国のオンライン購買消費者を対象とするアンケー

ト調査②は「人を対象とする研究」に関する倫理基準にもとづき、東海大学研究推進部研究計画課の承認

を得たうえで、「中国におけるネットショッピングをする消費者の情報探索行為を明確にするアンケート

調査（湘-071 浅野 清彦）」を行ったものである） 

「ネットショッピングをする消費者の情報探索行為に関する現状調査」 

アンケートを行なうにあたって： 

◆このアンケートは、中国において、ネットショッピングをする消費者はネット上で有形財（衣料品）、

あるいは無形財（観光ツアー）を購入する際に、知覚されているリスクのタイプの確認や、そのリスクに

関する知覚程度と購入する財の有形性との関係性を解明にするため、お聞きする質問から構成されており

ます。 

◆この調査への回答は,貴方の自由によるものであり強制ではありません。記入しづらい項目には回答い

ただけなくでも結構です。 

◆ご回答いただいたアンケート結果は,論文の作成や学会発表などにのみ使用し,それ以外の目的で使用す

ることはございません。また,ご回答いただいた内容や,個人情報については適正に管理致します。ご協力

に同意していただけますか。 

以下のどちらかにチエックをしてください。 

☐ 同意する       ☐ 同意しない 

◆アンケートは全部で 4 つの部分を含める 8 ページあります。回答時間は, 8～10 分程度です。 

本アンケートに関する問い合わせは、下記までお願いいたします。 

 東海大学文学研究科文明研究専攻  陳 森 

  E-mail：7blad002@mail.u-tokai.ac.jp 

 

 



187 

 

第一部分 リスクの抽出 

衣料品を対象とする質問（N=316） 

 問 あなたはネット上で洋服を買うときに、以下のリスクを感

じているか？ 

在网购服饰类商品的时候,您会担心以下潜在风险的发生吗？ 

ま

っ

た

く

な

い 

な

い 

ほ

と

ん

ど

な

い 

わ

か

ら

な

い 

た

ま

に

あ

る 

あ

る 

よ

く

あ

る 

① 変更、キャンセルできず、金銭的な損失が生じる恐れがある 

  网购的服饰出现问题后，卖家不给进行退换，所导致金钱上的损

失 

1 2 3 4 5 6 7 

②  他のところでもっと安く買えることによる金銭的な損失が生

じる恐れがある  

  对于同样的服饰，比起其他的网购平台，自己购买的价格会偏贵，

所导致金钱上的损失 

 

1 2 3 4 5 6 7 

③ 変更、キャンセルをする際に、手数料がかかることによる金銭

的な損失が生じる恐れがある 

    网购的服饰，因为不满意，在进行退换的时候，卖家会收取额外

的手续费 

 

1 2 3 4 5 6 7 

④ 配送の遅れ、トラブルなどのことによる金銭的な損失が生じる

恐れがある 

  由于配送的延误，事故等原因所导致金钱上的损失 

 

1 2 3 4 5 6 7 

⑤ 周りの人のネガティブな評価を引き起こす恐れがある 

  网购的服饰，会引起周边朋友与家人的一些负面的评价 

 

1 2 3 4 5 6 7 

⑥  周りの人から似合わないと言われる恐れがある 

  网购的服饰，周边的朋友与家人都说不符合我的风格 

 

1 2 3 4 5 6 7 

⑦  周りの人から批判的意見が出る恐れがある 

  网购的服饰，周边的朋友与家人会出现一些批判的意见 

 

1 2 3 4 5 6 7 
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⑧ 洋服はよく周りの人と被る恐れがある 

  网购的服饰，穿出去会容易和别人撞衫 
1 2 3 4 5 6 7 

⑨ サイズと色は商家の陳述と差異が出る恐れがある 

  网购的服饰的尺寸和颜色跟卖家的描述有差异 

 

1 2 3 4 5 6 7 

⑩ 質的上の問題がある恐れがある 

  网购的服饰在质量上会有问题 

 

1 2 3 4 5 6 7 

⑪ 偽物である恐れがある 

  网购的服饰不是正品 

 

1 2 3 4 5 6 7 

⑫ 値段相応ではない恐れがある 

  网购的服饰于其价格不匹配 

 

1 2 3 4 5 6 7 

⑬ すごく気になる洋服のため、実店舗ではなく、ネット上で購入

したら、期待より落ちる恐れがある 

  因为是自己十分喜欢的服饰，网购的话，由于不能现场确认，所

导致最终收到的商品低于预期期待 

 

1 2 3 4 5 6 7 

⑭ 以前に失敗したケースがあるため、再びネット上で洋服を購入

することにより、不安感が生じる恐れがある 

  因为以前有过网购失败经历，所以当再次网购服饰的时候，会产

生一种不安感 

 

1 2 3 4 5 6 7 

⑮ 大切な人にプレゼントをしたい洋服のため、実店舗ではなく、

ネット上で購入したら、相手に満足してもらわない恐れがある 

  因为是送给重要的人（家人或朋友）的礼物，网购的话，由于不

能现场确认，最终导致其不是很满意 

 

1 2 3 4 5 6 7 

⑯ すごく記章的意味が持っている洋服なので、実店舗ではなく、

ネット上で購入することにより、将来の心残りになってしまう

恐れがある 

  因为是十分有纪念价值的服饰，网购的话，由于不能现场确认，

会成为今后的遗憾 

 

1 2 3 4 5 6 7 
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観光ツアーを対象とする質問（N=301） 

問 あなたはネット上で観光とかかわる商品を買うときに、以下

のリスクをよく感じているか？ 

在网购和旅游相关的商品的时候(比如：订酒店，机票，跟团游，自

由行等),您是否会担心以下潜在风险的发生 

ま

っ

た

く

な

い 

な

い 

ほ

と

ん

ど

な

い 

わ

か

ら

な

い 

た

ま

に

あ

る 

あ

る 

よ

く

あ

る 

① 変更、キャンセルできず、金銭的な損失が生じる恐れがある 

    网购的旅游商品出现问题后，卖家不给进行退换，所导致金钱上

的损失 

 

1 2 3 4 5 6 7 

②  他と比べるともっと安く買えることで金銭的な損失が生じる

恐れがある 

    对于同样的旅游产品，比起其他的网购平台，自己购买的价格会

偏贵，所导致金钱上的损失 

1 2 3 4 5 6 7 

③ 変更、キャンセルをする際に、手数料がかかることによる金銭

的な損失が生じる恐れがある 

    网购的旅游产品，因为不满意，在进行退换的时候，卖家会收取

额外的手续费 

 

1 2 3 4 5 6 7 

④ 旅行する途中で予想できないトラブルが起こることで金銭的

な損失が生じる恐れがある 

    在旅游途中发生一些预想不到的意外后，因为卖家不愿承担相关

责任，所导致金钱上的损失 

1 2 3 4 5 6 7 

⑤ 周りの人のネガティブな評価を引き起こす恐れがある 

    网购的旅游产品，会引起周边朋友与家人的一些负面的评价 

 

1 2 3 4 5 6 7 

⑥  周りの人から似合わないと言われる恐れがある 

    网购的服饰，周边的朋友与家人都说不符合我的风格 

 

1 2 3 4 5 6 7 

⑦  季節と行程について周りの人から批判的意見が出る恐れがあ

る 

    网购的旅游商品，身边的朋友和家人会给出一些更好的建议 

（比如去哪个网站买更好，什么季节去更好等） 

 

1 2 3 4 5 6 7 
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⑧ 同行の人に満足させない恐れがある 

    网购的旅游商品，让同行的人感到不满意 
1 2 3 4 5 6 7 

⑨ 旅行サービスは商家の陳述と差異が出る恐れがある 

    网购的旅游商品，其实际所提供的服务，跟卖家所陈述的内容有

差异 

1 2 3 4 5 6 7 

⑩ 正規旅行代理店による提供する商品ではない恐れがある 

    网购的旅游商品不是正规旅行社所提供的 
1 2 3 4 5 6 7 

⑪ 行程通り行わない恐れがある 

    担心自己在旅游的过程中，会额外的增加一些其他行程或计划

（额外的收费景点，强制购物等） 

1 2 3 4 5 6 7 

⑫ 値段相応ではない恐れがある 

  网购的旅游商品与其价格不匹配 
1 2 3 4 5 6 7 

⑬ すごく気になる観光ツアーのため、実店舗ではなく、ネット上

で購入したら、期待より落ちる恐れがある 

    因为是自己很期待的旅行，所以担心网上购买的话，由于售后很

难保证，最终导致与期待的效果有差异 

1 2 3 4 5 6 7 

⑭ 以前に失敗したケースがあるため、再びネット上で観光ツアー

を購入することにより、不安感が生じる恐れがある 

    因为以前有过网购旅游商品失败的经历，所以在网购旅游商品的

时候，会产生一种不安感 

1 2 3 4 5 6 7 

⑮ 大切な人と一緒に旅行するため、実店舗ではなく、ネット上で

購入したことにより、相手に満足してもらわない恐れがある 

     因为是想和重要的人（家人或者朋友）一起去旅游，所以担心

网购的话，由于售后很难保证，最终有可能导致让家人和朋友都

不满意 

1 2 3 4 5 6 7 

⑯ すごく記章的意味（卒業旅行、新婚旅行など）が持っているの

で、実店舗ではなく、ネット上で購入することにより、将来の

心残りになってしまう恐れがある 

     因为是十分有纪念意义的旅行（毕业旅行，结婚旅行等），所以

担心网购的话，由于售后很难保证，最终会给自己的人生留下遗

憾 

1 2 3 4 5 6 7 

⑰ 旅行先の治安により、身体に害を被る恐れがある 

    由于旅游地当地的治安问题，所导致的安全上的潜在风险 
1 2 3 4 5 6 7 

⑱ 旅行先の言語で通じられないため、トラブルに巻き込まれるこ

とによって、身体に害を被る恐れがある 

    担心由于语言不通，交流不畅等问题，所导致的安全上的潜在风

1 2 3 4 5 6 7 
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险 

⑲ 旅行先の文化、習慣を考慮しない行為を出すことによって、身

体に害を被る恐れがある 

    由于不了解旅游地当地的文化，而做出的一些有冒犯当地住民的

行为，所导致的安全上的潜在风险 

1 2 3 4 5 6 7 

⑳ 提供されるサービスの不備により、身体に害を被る恐れがある 

    由于旅游商品的提供方的不专业，所导致的安全上的潜在风险 
1 2 3 4 5 6 7 

第二部分 行動変数（観察変数） 

情報探索行為 

問 1 ネットショッピングをするときに、ネット・クチコミを参考する頻度は 

    在网购的时候，您参考相关网络口碑的频率为 

1 まったく参考しない 2 参考しない 3 ほとんど参考しない  

4 どちらともいえない 5 たまに参考する 6 参考する 7 必ず参考する 

問 2 ネットショッピングをするときに、以上のような不安やリスクを感じている時に、 

ネット・クチコミを検索にするか？ 

在网购的时候，为了消除以上的顾虑和担心，您会去查找和参考相关网络口碑吗 

1 まったく検索しない 2 検索しない 3 ほとんど検索しない  

4 どちらともいえない 5 たまに検索する 6 検索する 7 必ず検索する 

購買行動 

問 1 あなたは月ネットショッピングの回数は 

   您的月网购次数为 

1 1 回未満   2 1～2 回   3 3～4 回  4 5～6 回   5 7 回以上 

問 2 あなたは月ネットショッピングの費用は 

   您的月网购花费为 

1 100 元以下  2 101～300 元  3 301～500 元  4 501～700 元 

5 701～1000 元 6 1001～1500 元 7 1501～2000 元 8 2001 元以上 

クチコミに対する信頼 
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問 1 過去の経験に基づき、あなたはクチコミにどのくらいの信頼度が持っているか 

   基于过去的网购经验，您在参考网络口碑的时候，会抱有多大程度的信任 

1 まったく信頼しない 2 信頼しない 3 ほとんど信頼しない  

4 どちらともいえない 5 たまに信頼する 6 信頼する 7 完全に信頼する  

問 2 ネット・クチコミ内容の真偽を見極める自信がある 

   您对是否可以分辨出评价信息的真假具有信心 

1 まったく自信がない 2 自信がない 3 ほとんど自信がない  

4 どちらともいえない 5 たまに自信がある 6 自信がある 7 非常に自信がある 

問 3 あなたは自分の購買決定はクチコミの内容によって制約されるだと思う 

   您是否认同自己的购买决定会经常受到其他网购该商品的消费者的评价信息的影响 

1 まったくそう思わない 2 そう思わない 3 ほとんどそう思わない  

4 どちらともいえない 5 たまにそう思う 6 そう思う 7 非常にそう思う 

第三部分 デモグラフィック（個人属性変数） 

問1 性別 

1 男性      2 女性 

問2 年齢 

あなたの年齢（  ）歳 

問3 現住地 

1 東北地域  2 西北地域 3 西南地域  4 華北地域  

5 華中地域  6 華東地域 7 華南地域 

問4 婚姻状況（子供の数も含める） 

1 既婚（一人子）     2 既婚（二人子） 3 既婚（三人子）  

4 既婚（三人以上子） 5 既婚（子供無） 6 未婚 

問5 学歴 

1 中学・高校   2 専門学校   3 大学   

4 修士         5 博士      6 その他 

問6 職業 
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1 公務員   2 教職   3 会社員   4 自由業    

5 自営業   6 アルバイト・パート 7 専門職（弁護士・医師・会計士等）    

8 学生   9 主婦   10 その他（  ） 

問7 職業の安定性 

1 常勤        2 非常勤      3 その他（  ） 

問8 所得 

1 2000 元以下    2 2001～4000 元   3 4001 元～6000 元  

4 6001 元～8000 元  5 8001 元～10000 元   6 10001 元～15000 元  

7 15001～20000 元  8 20000 元以上 

問 9 月生活費用 

   1 100 元以下  2 101～300 元  3 301～500 元 4  501～700 元 

   5 701～1000 元 6 1001～1500 元 7 1501～2000 元 8 2001 元以上 
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付録 4：財別もとづく消費者の類型化 

・購買行為の類型化の比率結果（有形財） 

各象限における類型化された消費者の比率分布（個人属性別） 

  

耐久・抵抗型 非耐久・抵抗型 非耐久・非抵抗型 耐久・非抵抗型 

(n=205) (n=195) (n=221) (n=186) 

n 比率% n 比率% n 比率% n 比率% 

性別 
男性 101 49.27 70 35.9 63 28.51 101 54.3 

女性 104 50.73 125 64.1 158 71.49 85 45.7 

年齢 

20 代 86 41.95 101 51.8 100 45.25 72 38.71 

30 代 89 43.41 78 40 85 38.46 69 37.1 

40 代 30 14.63 16 8.21 36 16.29 45 24.19 

学歴 

大学 

以下 
37 18.05 38 19.48 51 23.07 36 19.35 

大学 150 73.17 138 70.77 152 68.78 129 69.35 

大学院 18 8.78 19 9.75 18 8.14 19 10.22 

月収

（千

元） 

4 38 18.53 20 10.26 54 14.44 28 15.05 

8 87 52.44 119 61.02 97 43.89 78 41.93 

10 68 33.17 56 25.64 62 28.06 70 36.63 

15 以上 12 5.85 6 3.08 8 3.62 10 5.38 

職業 
安定 175 85.37 179 91.79 195 88.23 167 89.79 

非安定 30 14.63 16 0.821 26 11.77 19 10.21 

居住 

地域 

発達 142 69.28 144 73.84 154 69.68 134 72.05 

非発達 63 30.72 51 26.16 67 30.32 52 27.95 

時間 

5 年 

以下 
78 38.05 82 42.05 103 46.6 73 39.24 

5 年 

以上 
127 61.95 113 57.95 118 53.4 113 60.76 

回数 

4 回 

以下 
153 74.63 128 65.64 149 67.42 137 73.65 

4 回 

以上 
52 25.37 67 34.36 72 32.58 49 26.35 

費用

（元） 

500 

以下 
102 49.75 86 44.1 116 52.49 86 46.24 

500 

以上 
103 50.25 109 55.90 105 47.51 100 53.76 
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・購買行為の類型化の比率結果（無形財） 

各象限における類型化された消費者の比率分布（個人属性別） 

  

少時間・低コスト 多時間・低コスト 多時間・多コスト 少時間・多コスト 

(n=78) (n=135) (n=159) (n=150) 

n 比率% n 比率% n 比率% n 比率% 

性別 
男性 34 43.59 55 40.74 67 42.14 52 34.67 

女性 44 56.41 80 59.26 92 57.86 98 65.33 

年齢 

20 代 44 56.41 63 46.67 69 43.4 62 41.33 

30 代 25 32.05 55 40.74 63 39.62 60 40 

40 代 9 11.54 17 12.59 27 16.98 28 18.67 

学歴 

大学 

以下 
18 23.08 30 22.22 23 14.47 28 18.67 

大学 54 69.23 97 71.85 120 75.47 101 67.33 

大学院 6 0.769 8 0.593 16 10.06 21 14 

月収

（千

元） 

4 19 24.36 27 20 24 15.09 18 12 

8 36 46.15 69 51.11 79 49.69 73 48.67 

10 22 28.21 32 23.7 51 32.08 52 34.67 

15 

以上 
1 0.128 7 0.519 5 0.314 7 4.66 

職業 
安定 70 89.74 120 88.89 137 86.16 137 91.33 

非安定 8 10.26 12 0.889 21 13.21 8 5.33 

現住地 
発達 59 75.64 103 76.3 112 70.44 106 70.67 

非発達 19 24.36 32 23.7 47 29.56 44 29.33 

時間 

5 年 

以下 
31 39.74 61 45.19 73 45.92 47 31.33 

5 年 

以上 
47 60.26 74 54.81 86 54.08 103 68.67 

回数 

4 回 

以下 
57 73.08 90 66.67 116 72.96 98 65.33 

4 回 

以上 
21 26.92 45 33.33 43 27.04 52 34.67 

費用

（元） 

500 

以下 
42 53.85 60 44.44 72 45.28 68 45.33 

500 

以上 
36 46.15 75 55.56 87 54.72 82 54.67 
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・情報探索行為の類型化の比率結果（有形財） 

各象限における類型化された消費者の比率分布（個人属性別） 

  

経験・主観的 非経験・主観的 非経験・客観的 経験・客観的 

(n=162) (n=159) (n=265) (n=221) 

n 比率% n 比率% n 比率% n 比率% 

性別 
男性 77 47.53 70 44.03 98 36.98 90 40.72 

女性 85 52.47 89 55.97 167 63.02 131 59.28 

年齢 

20 代 64 39.51 77 48.43 125 47.17 93 42.09 

30 代 70 43.21 58 36.48 99 37.36 94 42.53 

40 代 28 17.28 24 15.09 41 15.47 34 15.38 

学歴 

大学 

以下 
27 16.67 36 22.64 58 21.89 41 18.55 

大学 119 73.46 108 67.92 185 69.81 157 71.04 

大学院 16 9.87 15 9.44 22 8.3 23 10.41 

月収

（千

元） 

4 19 11.73 22 13.84 56 21.13 43 19.46 

8 78 48.15 77 48.43 126 47.55 100 45.25 

10 59 36.42 52 32.7 74 27.92 65 29.41 

15 

以上 
6 3.7 8 5.03 9 3.4 13 5.88 

職業 
安定 146 90.12 137 86.16 239 90.19 194 87.78 

非安定 12 7.41 21 13.21 24 9.06 24 10.86 

現住地 
発達 103 63.58 120 75.47 189 71.32 162 73.3 

非発達 59 36.42 39 24.53 76 28.68 59 26.7 

時間 

5 年 

以下 
69 42.59 58 36.48 106 40 103 46.61 

5 年 

以上 
93 57.41 101 63.52 159 60 118 53.39 

回数 

4 回 

以下 
105 64.81 102 64.15 190 71.7 170 76.92 

4 回 

以上 
57 35.19 57 35.85 75 28.3 51 23.08 

費用

（元） 

500 

以下 
66 40.74 70 44.03 137 51.7 117 52.94 

500 

以上 
96 50.26 89 55.97 128 48.3 104 47.06 
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・情報探索行為の類型化の比率結果（無形財） 

各象限における類型化された消費者の比率分布（個人属性別） 

  

非経験・非属性評価 経験・非属性評価 経験・属性評価 非経験・属性評価 

(n=135) (n=117) (n=134) (n=134) 

n 比率% n 比率% n 比率% n 比率% 

性別 
男性 48 35.56 48 41.03 57 42.54 53 39.55 

女性 87 64.44 69 58.97 77 57.46 81 60.45 

年齢 

20 代 60 44.44 52 44.44 62 46.27 63 47.01 

30 代 51 37.78 51 43.59 55 41.04 46 34.33 

40 代 24 17.78 14 11.97 17 12.69 25 18.66 

学歴 

大学 

以下 
20 14.82 23 19.66 24 17.91 30 22.39 

大学 101 74.81 85 72.65 94 70.15 92 68.66 

大学院 14 10.37 8 6.84 15 11.19 12 8.96 

月収

（千

元） 

4 20 14.82 19 16.24 24 17.91 24 17.91 

8 65 48.15 55 47.01 69 51.49 67 50 

10 46 34.07 35 29.91 38 28.36 38 28.36 

15 以上 4 2.96 8 6.84 3 2.24 5 3.37 

職業 
安定 123 91.11 103 88.03 116 86.57 121 90.3 

非安定 11 8.15 14 11.97 16 11.94 12 8.96 

現住地 
発達 95 70.37 86 73.5 101 75.37 97 72.39 

非発達 40 29.63 31 26.5 33 24.63 37 27.61 

時間 

5 年 

以下 
54 40 48 41.03 53 39.55 55 41.04 

5 年 

以上 
81 60 69 58.97 81 60.45 79 58.96 

回数 

4 回 

以下 
86 63.7 80 68.38 96 71.64 98 73.13 

4 回 

以上 
49 36.3 37 31.62 38 28.36 36 26.87 

費用

（元） 

500 

以下 
59 43.7 52 44.44 66 49.25 63 47.01 

500 

以上 
76 56.3 65 55.56 68 50.75 71 52.99 
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・有形財を対象とするネット上の購買行為の特徴（個人属性別） 

 購買行為の区分 

 耐久・抵抗 非耐久・抵抗 非耐久・非抵抗 耐久・非抵抗 

性別 

 
        女性 男性 

年齢 

 
30 代 20 代     40 代 

学歴 

 
大学     大学以下 大学院 

月収（千元） 

 
4 以下、15 以上 8 以下     10 以下 

職業 

 
非安定的 安定的         

居住地域 

 
非発達地域 発達地域         

時間 

 
5 年以上     5 年以下     

回数 

 
4 回以下 4 回以上         

費用（元）     500 以上 500 以下     

 

・無形財を対象とするネット上の購買行為の特徴（個人属性別） 

 
購買行為の区分 

少時間・低コスト 多時間・低コスト 多時間・多コスト 少時間・多コスト 

性別 男性         女性 

年齢 20 代 30 代     40 代 

学歴 大学以下     大学 大学院 

月収（千元） 4 以下 8 以下     10 以下、15 以上 

職業         非安定的職業 安定的職業 

居住地域     発達地域 非発達地域     

時間         5 年以下 5 年以上 

回数 4 回以下         4 回以上 

費用（元） 500 以下 500 以上         
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・有形財を対象とするネット上の情報探索行為の特徴（個人属性別） 

 
情報探索行為の区分 

経験・主観的評価 非経験・主観的評価 非経験・客観的評価 経験・客観的評価 

性別 男性     女性     

年齢 30 代、40 代 20 代         

大学 大学 大学以下     大学院 

月収（千元） 10 以下 8 以下 4 以下 15 以上 

職業     非安定的職業 安定的職業     

居住地域 非発達地域 発達地域         

時間     5 年以上     5 年以下 

回数     4 回以上     4 回以下 

費用（元）     500 以上     500 以下 

 

 

・無形財を対象とするネット上の情報探索行為の特徴（個人属性別） 

 
情報探索行為の区分 

非経験・非属性評価 経験・非属性評価 経験・属性評価 非経験・属性評価 

性別 女性     男性     

年齢     30 代 20 代 40 代 

学歴 大学     大学院 大学以下 

月収（千元） 10 以下 15 以上 4 以下、8 以下 4 以下 

職業 安定的職業 非安定的職業         

居住地域 非発達地域     発達地域     

時間         5 年以上     

回数 4 回以上         4 回以下 

費用（元） 500 元以上     500 元以下     
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付録 5：学会発表と投稿論文 

博士論文の作成と関連した学会発表（口頭報告）： 

年月 発表学会 

平成 30 年 5 月 日本経済政策学会 第 75 回全国大会（於：同志社大学） 

平成 30 年 7 月 文明専攻博士課程（社会科学系）研究報告会（於：東海大学） 

平成 30 年 10 月 2018 年度東海大学文明学会（於：東海大学） 

平成 30 年 12 月 日本商業学会第 8 回全国研究報告会（於：駒沢大学） 

令和 1 年 10 月 日本消費者行動研究学会第 59 回消費者行動コンファレンス（神戸学院大学） 

博士論文の作成と関連した投稿論文： 

 発表雑誌と内容 

陳森（2018） 
「中国におけるネット・口コミ情報を利用している消費者の特性の明確に関す

る実証研究」.日本経済政策学会第 75 回全国大会論文集（CD-ROM）. 

陳森（2018） 

「中国におけるネットショッピングをする消費者の個人属性を明確にする実

証研究-情報源をネット・クチコミに特定する場合-」.『文明研究』,第 36 号,71-

97. 

陳森（2019） 

「知覚リスクの視点にもとづく消費者のネット上の情報探索行為に関する考

察-財別による探索傾向の差異の明確化-」. 日本消費者行動研究学会第 59 回消

費者行動コンファレンス報告要旨集,69-72. 

陳森（2020） 

「中国におけるネット上の消費者行動の実態に関する考察-地域差による購買

選択と情報探索行為の解明-」.地域デザイン学会誌『地域デザイン』,第 16

号,203-225.（査読付き） 

陳森・宋旭妍・张高军・

张岩君（2021 公刊予

定） 

「基于数量化Ⅲ类的网购旅游产品行为特征识别——以实物产品为参照」.『旅游

科学（Tourism Science：CSSCI）』.2020 年 10 月採択決定（査読付き） 

陳森（2021 査読中） 
「学历, 月收, 还是居住地？——基于数量化理论的网购行为影响要因间重要性

程度的判别」 
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論の世界の扉を筆者に開いてくださったことは、博士論文執筆をやり遂げた支えと励みに

なりました。 

 次に、学位論文審査において、貴重なご指導、ご助言を賜りました東海大学大学院文学

研究科田中伸彦先生、平野葉一先生、同大学大学院経済学研究科遠藤誠二先生、高千穂大

学商学部庄司真人先生に心より深く感謝の意を表します。田中伸彦先生、平野葉一先生に
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は、論文のストラクチャー、日本語の修正、およびアンケート調査の結果提出と関連する

倫理審査の書類の補足について、懇切丁寧なご指導をいただきました。遠藤誠二先生、庄

司真人先生には、結論の提示方、引用元の明示、今後の方向性について、多くの丁寧なご

指導、建設的な意見をいただきました。審査委員の先生方のご助言より、本論文の完成度

を一層上げることを成し遂げました。 

 また、アンケート調査①の遂行にあたりプリテストの実施、データの回収、および質問

項目の設定について、多くのご指導、ご意見をいただきました陝西師範大学（中国）李君

轶先生、中国の雑誌への投稿論文の件について、ご指導、お力添えを賜りました共著者で

ある暨南大学（中国）张高军先生に、衷心より感謝の意を表します。 

さらに、アンケート調査の経費について、数回にわたってご相談をいただきまして、お

支えてくださった東海大学文学研究科吉田欣吾先生、学内投稿論文の提出と修正につい

て、ご指導をいただきました同大学大学院本田量久先生、吉田晃章先生に、ここに記して

心より感謝の意を表します。また、長年にわたり、いろいろお世話になりました観光学部

事務室、文学研究科事務室、東海大学国際教育センターの方々、大学院に入ってきた以

来、お互いに励まして合ってきた大学院の先輩であるアルウィン・スプリアント

（ARWIN SUPRIANTO）氏、邵婷氏に心より御礼申し上げます。 
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族皆様からの力強くご支援のおかげで、精一杯前向きに立ち向かっていき、学業に専念す

ることができました。また、学部 2 年から今日に至るまで、10 年ほど付き合っていただき

ました彼女（李丹氏）には、学生として、ロータリー奨学生として、日本語学校の非常勤

講師として、いろいろな身分でも、筆者の模範、困難に立ち向かっていく原動力となりま

す。李丹氏とはじめて会ったその日から、これからの人生では二度と宝くじが当たらない

と存じます。長年にわたり、わがままな筆者をよ～～く包容して、許してくださったこ

と、心より感謝申し上げます。 

 

注：

「45.10.10+3.b.T1.3.24.a.c.21.1.11+4.a;201.17.40.d.T3.4.12.36.10.25.1.4+2.e.28.2.37+2;191.28.3+2.b.84.4.22+2.b;5.1.26+1.g.T2.2.5.4.7

.h;94.5.38+2.c.202.19.25+6.139.17.20+4-3;105.19.9+2.T4.5.7+2.153.7.2+4.」 

 

陳 森 

2021 年 1 月 26 日 


